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序章  本研究の問題 意識、目的、意義 お よび構成  
 
1990 年代以降、グローバリゼーションの勢いが強まり、競争が激しく
なったことによ り 競争力の向上が より求められ るようになるにつれて 、
欧米企業における人的資源管理（ Human Resource  Management、以下
HRM）は 、一 般的 な管理 機能 から 、「 戦略パ ート ナー 」、「 管理の エキ ス
パート」、「従業員チャンピオン」、「変革推進者」 1） と い う複 合的 な 機 能
に大きな変化を遂げ、 経営陣のビジネスパートナーとして認識される よ
うになった。今日、戦略的 に重要な役割を持つ HR M は、企業の持続的





テム の確 立 を 実現 す ると とも に、 HRM を企 業の 持続 的競 争 優位 の源 泉
として認識しながら、積極的に実用的な HRM 方策を模索し、科学的な、




理の よう な最 も基 本 的な 経営 管理 に集 中 して いる ため 、 HR M に精 力 を
つぎ込む余裕 をもた ない。また、伝統的な中小企業は 、新しい管理理念
の欠 如、 人材 の不 足 に縛 られ てお り、 HRM の役 割を 十分 に 発揮 でき て
                                                   
1 ） c f . ,  U l r i c h , D . ,  H u m a n  R e s o u r c e  C h a m p i o n s ,  Ha r v a r d  B u s i n e s s  S c h o o l ,  1 9 9 7 ,
梅 津 祐 良 訳 『 M B A の 人 材 戦 略 』 日 本 能 率 協 会 マ ネ ジ メ ン ト セ ン タ ー 、 1 9 9 7 年 、





40 年ぐらいの歴史しかもたない中国企業は、欧米 において 長期間にわた
って各分野の理論的拡張とともに発展してきた HR M の先進 的理論と実
践を、短期間に 積極的に吸収しなければならないという課題に直面して
いる。例えば、 本論文で取り上げられている人的資源管理 アウトソーシ
ング（ Human  Resources  Outsourc ing、以下 HR O）は中国で大きな注
目を集めている。欧米においては、インターネット技術の急速な発展と
ともに、 HR O 市場は非常に成熟してきており、 HR O サービスを提供す
る一部の上場企業は世界に進出しており、中国においても事業を展開し
ている。一部の中国企業は、外部市場の資源を活用することにより、本
来の HR M 部門で行 われていた企業の競争力に直接的に関与していない
いくつかの定型的な HRM 活動に費や される 時間の割合の減少、より戦
略的な機能への集中等 をもたらす HRO のメリットに魅了され、積極的
に HRO を導入しようとしている。  





自の特徴的な HR M モデルを確立し、而る後に自社にとっての価値が低
い HRM 活動や機能をアウトソーシングする（ HRO）ことで、HRM の戦
略的機能を実現していくべきである。  
現在、HRO に関する研究は依然として少ない。経営関連英語文献デー
タベースの Bus iness  Source  Premier を使って、タイトル、キーワード、
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抄 録 に 「 ヒ ュ ー マ ン ・ リ ソ ー ス ・ ア ウ ト ソ ー シ ン グ （ HR O）」 と い う 用
語が含まれている論文を検索すると、130 件ぐらいの査読論文が得られ、
580 件ぐらいの非査読論文が表示された（ 2016 年 12 月 5 日現在）。特に
日本では、 HRO に関する研究は極めて少ない。中国においての HRO に
関する研究は 2000 年以降に始まり、研究範囲は、HRO の動因、リスク、
決定要素、方策、プロバイダーの選択、企業業績への影響などの幅広い
内 容 を 含 ん で い る が 、 多 く の 研 究 は 、 欧 米 で 実 践 さ れ 、 成 功 した HRO
を中国企業にそのまま適用し、そのメリットを挙げながら、早速導入す
べきと提唱している。しかし、 HRO の当事者である HRO サービスの提
供 者 と 依 頼 者 の ど ち ら に お い て も 、 経 済 制 度 、 ビ ジ ネ ス 環 境 、 企 業 の
HRM の発展レベル、 HRO サービス市場の成熟度等様々な点で中国と欧
米とは大きな違いがあるゆえに、 HRM と同様に、 HRO の形成 および発
展もその国の経済状況 および産業発展、企業の規 模などに影響されるた
め、欧米の HR O と比較しながら、中国 企業独自の HRO の独自の発展経
路と企業に対しての新たな可能性を探るべきである。  
したがって、本論文の目的は、本国の社会的制度や企業の発展段階を
無視して、欧米の HRM や HRO の理論と実践を導入すると、失敗を招く
かもしれないという問題意識を持ちながら、中国企業に適する HRM 実
践を見出し、そして、その HRM の具体的な展開の在り方の 1 つとして
の HRO の新たな可能性を検討することである。そのため、本論文は以
下の構成により展開する。  
まず第 1 章では、 HRO の発展の 基盤となったアメリカにおける HRM
は、どのような歴史的状況下で、どのような内容をもって発展してきた
かを振り返り、 HR M 理論進化の背景を明らかにする。そして、 HRM と
経営戦略との間の統合を主張する SHR M の理論的内容を検討し、実践に
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おいて SHRM を指向することにおける戦略的パートナーとしての HR 部
門の戦略的役割を評価する。  
次に第 2 章では、中国改革開放以降の国有企業改革の深化に伴う HR
制度や HRM の変革過程を振り返り、HR M 成熟度の概念を用いて、業種、
規模、所有形態等の点で多様なタイプの中国企業における HRM の現状、
問題点を考察する。そして、アメリカで発展してきた HR M の理論と実
践の中国企業への適用の限界を認識し、中国的コンテクストの中で事業




ソーシング、すなわちビジネス・プロセス・アウトソーシング（ Business  
Process  Outsourc ing、以下 BPO）へ発展し、さらにこの変化が HR 部
門にも波及し、HRO の成立に至った過程を考察 する。また、欧米で一般
的にアウトソーシングされた HR 活動の主要な種類を 検討するとともに、
それとの関連で HR O を根拠づける代表的理論を考察する 。  
最後に第 4 章では、現在の中国企業が HRM の戦略的機能をまだ十分
に展開していないにもかかわらず、 なぜ HRM のより戦略的機能部分 へ










企業業績 に貢献できる HRM モデルを提案した。また、HRO の概念を広
義の HRO と狭義の HRO に分けて再定義し、中国企業の HRM の現状に
























第 1 章  人的資源管理 と経営戦略  
 











影響を受け、それ以前の 過去 100 年間以上にわたって、労使関係の改善
を主にした労働者に対する管理は、人事管理（ Personnel  Management、
以下 PM）から、HR M へ、さらに、企業戦略と連動して、経営目標の達
成 に 貢 献 で き る よ う な 戦 略 的 機 能 を 備 え た 戦 略 的 人 的 資 源 管 理
（ Stra tegic  HumanResources  Management、以下 SHRM）へと 累積的
に発展してきた。  
この HR M の理論 と実践は欧米企業の中国への進出により、国を超え
て異なる社会制度における中国企業にも浸透しつつある。しかし、現実
的に、欧米企業流の洗練された HRM の理論と実践を機械的に中国に導





HRM モ デル を探 求 する 上で 参考 にす る ため に、 本章 では ア メリ カの コ
ンテクストにおける HRM の歴史的展開過程 および関連する様々な分野
の理論の発展を概観してみたい。  
 
第 1 節  アメリカにおける HRM の生成過程  
 
1 . PM の生成および発展  
19 世紀末から 20 世紀にかけて、アメリカでは社会主義や無政府主義
が労働者や農民の間に広まっており、職業別組合が企業との間で激しい
争議を繰り返していた。こうした状況に対して立ち上がった改革者たち










雇用管理にはほとんど関与していなかった 2）。  
実際に、従業員を管理する体系だった制度はほとんど存在していない
大企業を含む多くの企業には、従業員の管理を担っていたフォアマンが
                                                   
2 ） 伊 藤 健 市 ・ 田 中 和 雄 ・ 中 川 誠 士『 現 代 ア メ リ カ 企 業 の 人 的 資 源 管 理 』 税 務 経 理








か 知 ら な い で 働 く 。 こ う し た 状 況 を 「 フ ォ ア マ ン 帝 国 」（ Empire  o f  
Foremen）形容する研究者もいる 。しかし、技術と組織が複雑さを増す
につれて、職場を支配していたフォアマンと資金調達やマ ーケティング
に専念する経営陣の分権化が問題となった 3）。  













賃金制度による動機付けを通じて、組織的怠業（ systemati c  so ld ie r ing）
                                                   
3 ） 同 上 書 、 3 3 頁 、 参 照 。  
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のである。 P M 担当者の急増や労使関係制度を導入する企業の増加 を背
景として、 1916 年にアメリカ全国雇用管理者会議が開催され、 1918 年
                                                   
4 ） 中 川 誠 士 『 経 営 学 史 叢 書 第 Ⅰ 巻 ： テ イ ラ ー 』 文 真 堂 、 2 0 1 2 年 、 1 9～ 7 6 頁 、 参
照 。  
5 ） 伊 藤 健 市 ・ 田 中 和 雄 ・ 中 川 誠 士 、 前 掲 書 、 3 4～ 3 5 頁 、 参 照 。  
13 
 
に全国雇用管理者協会が結成された。特に、1919 年に巨大企業の PM 担
当 者 の た め の 秘 密 組 織 と し て 結 成 さ れ た 特 別 協 議 委 員 会 （ Spec ial  
Conference  C ommit tee）は、 1920 年代の PM を象徴する組織である。
さらに、1920 年に全国雇用管理者協会は労使関係への関心が高まったこ
とを受けて、アメリカ労使関係協会へと名称を変更した。この名称変更
は、雇用管理から P M への移行を象徴するできことであった。1920 年代
には、従業員代表 制、金銭的福祉、長期雇用の仕事、フォアマンの教育、








において、 PM の発展に非常に重要な役割を果たした。  
 
2 . PM から HRM への発展  






                                                   








明確化し、 P M 手順の成文化、行動規範の作成、就業規則の 制定に取り
組んだ。最後に、組合と対抗するために懲戒と解雇の明確な手順を採択




の相関関係を研究するため 1927 年～ 1932 年にホーソン実験が実施され
た。ホーソン実験の成果に基づいた人間関係研究を理論化した 代表的な
研究者はメイヨー（ Mayo ,  G .E .）とレスリスバーガー（ Roethl i sberger,  
F.J .） で ある 。 メイ ヨー は 、 人間 の 自発 的協 働 （ チー ム ワー ク） に 関 心
をもち、管理者が連帯的・献身的・感情的な人間観を持つべきと考える。





直しを迫るものであった 8）。  
1939 年に始まった第二次世界大戦も先の大戦と同様、PM に大きな刺
                                                   
7 ） 同 上 書 、 3 9～ 4 0 頁 、 参 照 。  



















なった 9）。  




いる。特に、モチベーション について の研究は、報酬 制度や職務の再編
成に適用されている。そこから生まれた 手法には職務充実や職務拡大 等
がある。モチベーションに関する代表的な理論家としては、「欲求階層説」
                                                   
9 ） 同 上 書 、 4 3～ 4 5 頁 、 参 照 。  
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のマ ズロ ー（ Maslow,  A .H.）、「 X－ Y 理論 」の マグ レガ ー （ McGregor,  
D .M.）、「動機づけ －衛生理論」のハー ツバーグ（ Herzberg ,  F.I .）、「成
熟－未成熟理論」のアージリス（ Argyr i s ,  C .）、「システム理論」のリッ
カート（ Liker t ,  R .）、複雑人モデル・創造的個人主義のシャイン（ Schein ,  
E .H.）等がいる 1 0）。  
1960 年代に、 PM から HRM への発展に大きな影響を与えた理論的発
展として、行動科学以外に、人的資本理論を 挙げることができる。 1950
年代から経済成長を 分析してきたデニソ ン（ Denison ,  E .F. ,  1979）は、
戦後 25 年間の米国の経済成長のうち、資本と労働力の寄与 率は 57％で、
さらにそのうち 11％が教育水準向上に 基づくことを示した。また、残 り
の 43％のうち 29％は技術進歩に因るもの であったことを 示した。この
結果によれば、米国の経済成長のうち、 40％が人的資本の増加に よって
もたらされた可能性 があることになる 。この人的資本の考え方の起源は
スミス（ Smith ,  A . ,  1776）の『国富論』である。さらに、ミンサ （ー Mincer,  




有用性は 確固たる ものとなった 1 1）。  




                                                   
1 0 ） 同 上 書 、 4 5～ 4 6 頁 、 参 照 。  
1 1 ）赤 林 英 夫「 人 的 資 本 理 論（ 特 集：こ の 学 問 の 生 成 と 発 展 ）」『 日 本 労 働 研 究 雑 誌 』









いった時代において、 PM は HRM と称されるようになった 1 2）。  
1980 年代以降、アメリカにおいて、企業は長期的な従業員志向型から
株主 志向 型の コー ポ レー ト・ ガバ ナン ス への 転換 が生 じ、 HRM 部門 は
その規模を縮小され、影響力を 次第に失うに至った。 株主の短期的な収












値を持っていない」とみなされたことであった 1 3）。この HRM 業務アウ
                                                   
1 2 ） 伊 藤 健 市 ・ 田 中 和 雄 ・ 中 川 誠 士 、 前 掲 書 、 4 6～ 4 9 頁 、 参 照 。  





このように、 1980 年代に、 HRM という概念は、世界中の国々におい
て用いられるようになった。実際、この HRM の進化の結果として、PM
の概念、視点、および原則に変化があったかどうか、 P M と HRM は同
じものであるかそれとも別のものであるか、のような主題に関して多く
の 議 論 が 生 じ て い る 。 こ の 人 的 資 源 の 生 成 の 歴 史 を 振 り 返 る こ と で 、




と伝統的な PM との大きな違いである。 PM から HRM への変遷におい
て、いくつかの補完的な新しい原則と実践を含んでおり、P M と HRM と
の間にいくつかの相違も存在している。上林憲雄はこの相違を次のよう
にまとめている。  
第 1 に、HRM では、PM と比べて、全社的な経営戦略との 関係性が強
く意識されるようになっていることである。HRM パラダイムの下では、
トップの戦略計画が策定される のに合わせて 、中長期にわたる人員の採
用・削減計画など の人事関連の問題 についての 計画も立てられる ように
なった 1 4）。  
第 2 に、 HRM では、従業員に関する取り組みは 戦略的管理活動の中
心として位置づけられていることが挙げられる。 P M においては、 それ
は、従業員について の給与計算や保険業務等の定型 的業務、あるいは職
                                                   
1 4 ） 上 林 憲 雄「 人 的 資 源 管 理 論（ 特 集：こ の 学 問 の 生 成 と 発 展 ）」『 日 本 労 働 研 究 雑




な業務として消極的な役割しか与えられていない 。したがって、 PM か
ら HRM への移行は、受動的なマネ ジメントの姿勢から能動的・主体的
な姿勢へと、人のマネジメントの基本的発想法が 転換させ られたことと
して捉えることができるであろう。これは大きな変化である 1 5）。  
第 3 に、 HRM モデルでは、経済的な側面での契約 だけではなく、心
理的な側面での 契約（ psychologica l  con trac t）の重要性が強調されてい
る点が P M とは異なる点である。 P M の時代には、従業員は 支払われる
給与に対する義務として 労働するという、法律的な雇用契約 に囚われた
発想法が支配的であった。しかし HR M パラダイムの下では、経営者と
従業員の間には心理的な暗黙の 債権・債務関係 があることが前提とされ
ている 1 6）。  
第 4 に 、 HRM パ ラ ダ イ ム に お い て は 、 従 業 員 の 職 場 に お け る 学 習
（ l earning）の重要性が 重視されている点が PM と大きく異なる点であ





業に大きな価値 を 将来的に もたらしうる存在であると認識されるように
なってきた。従業員をコスト要因としてではなく競争 上の優位性の源泉
として捉えるようになったという 点で、従業員を捉える視点が PM パラ
ダイムからは 180 度転換したともいえる 1 7）。  
                                                   
1 5 ） 同 上 論 文 、 4 0 頁 、 参 照 。  
1 6 ） 同 上 論 文 、 4 1 頁 、 参 照 。  
1 7 ） 同 上 論 文 、 4 1 頁 、 参 照 。  
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第 5 に、 HRM では、従業員のマネジメントに際して、組織 メンバー
を集団として取り扱うのではなく、個々人に 焦点を合わせ 、個々人の動
機づけを 重視しながら組織目的の達成 に取り組もうとしている 。したが
って、 P M の時代にあっては重要 課題であった 集団的労使関係 の管理の
側面、つまり、職場における労働組合代表者の役割や従業員全員と経営
者との対立関係といった 問題は比重が減少してき ている。世界的にみて
も、 HRM と いう 考 え方 が 登 場し てき た 時期 と、 労働 組合 組 織率 が減 少
してきた時期とはほぼ 一致している 1 8）。  
 
3 . SHRM の生成 および発展  
上記の HRM の進化において、 20 世紀最後の 20 年間には、人的資源




このような 20 世紀 最後の 20 年間の環境変化に対して、 HRM 実践は環





けた。そして、環 境変化に企業が 迅速に適応 することにより 存続・成長
していくためには、企業組織を アクティブに環境に適応 させ ていく「オ
ープン・システム」アプローチが要請されるに至った。森・松島（ 1977）
                                                   







体」 1 9） を指す。  
HRM をオープン・システムとして 捉えるならば、環境、HR、HRM 制
度間の関係、 HRM の目的・役割という 観点から、 HRM を考察すること
が可能になる。これによって、 HRM を企業というシステムの中の 1 つ
のサブシステム とし て見ることができるとともに 、環境変化への適応を
主な関心事としてきた「戦略」（ st ra tegy）と HRM の関係についても考
察することが可能になってくる 2 0）。  
こ の オ ー プ ン ・ シ ス テ ム 思 考 を 更 に 精 緻 化 し て 登 場 し て き た も の が 、
「コンティンジェンシー理論」（ cont ingency  theory）である。ローレン
ス =ローシュ（ Lawrence ,  P.R . ,  &  Lorsch ,  J .W. ,  1967）によると、コン
ティンジェンシー理論とは 、環境条件が 相違するならば 、それに 対する
組織の対応も異なってくるとする ものであり、ある特定の状況要因 に組
織 が 適 合 （ f i t） す れ ば す る ほ ど 組 織 成 果 が 高 く な る と す る 考 え で あ る 。
そ し て 、 こ の コ ン テ ィ ン ジ ェ ン シ ー 理 論 と 経 営 戦 略 論 が 結 び 付 け ら れ 、
「環境―戦略―組織構造―組織過程―業績」パラダイムに 依拠した 「組
織 の 戦 略 的 経 営 」 へ の 関 心 が 高 ま り 、 1960 年 代 に 、「 環 境 適 合 」
（ env ironmental  f i t）の知 見か ら、組 織管理 論が現 れ始め た 。そ の後、
アメリカ企業の競争力低下を解消する という問題意識から 、経営戦略論
                                                   
1 9 ） 森 五 郎 ・ 松 島 静 雄 『 日 本 労 務 管 理 の 現 代 化 』 東 京 大 学 出 版 会 、 1 9 7 7 年 、 2 1 2
頁 、 参 照 。  
2 0 ） 田 中 秀 樹「 戦 略 的 人 的 資 源 管 理 論 の 整 理 」『 同 志 社 政 策 科 学 研 究 』第 1 0 巻 第 1
号 、 2 0 0 8 年 、 1 8 4 頁 、 参 照 。  
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の焦点は「全社戦略」（ corporate  s t rategy）から「競争戦略」（ compet i t ive  
s trategy）に移 り 、 競争戦略 論が 全 面的 に 展開さ れ るに 至っ た 。競争 戦
略論を大きく分け ると、外部環境 重視の競争戦略論と内部資源重視の競
争戦略論という 2 つの考え方がある 2 1）。  
戦略と HRM の対応関係 についての マイルズ =スノー（ Miles ,  R .E . ,  &  
Snow,  C .C . ,  1978）の ｢戦略 →HR M｣モデル およびシューラー =ジャクソ
ン（ Schuler,  R .S . ,  &  Jackson ,  S .E . ,  1987）の ｢戦略 →役割行動 →HRM｣
モデルは、 SHRM 論において理論的な 土台としてよく言及 されている ｡
そ の 後 、 企 業 外 部 に 目 を 向 け た 戦 略 論 の 代 表 的 論 者 で あ る ポ ー タ ー
（ Porter,  M.E . ,  1980）によって、「コスト・リーダーシップ戦略」、「差
別化戦略」、「集中化戦略」という 事業戦略（競争戦略）に関する 分類が
行われ、同時に、 これに依拠して それぞれの基本戦略 に求められる 人的
資本と組織能力を想定する形で SHRM が構想された ｡このポーターの競
争戦略論により、戦略に 外的整合 した HRM を構想する ためのフレーム
ワークが提供されたといえる 2 2） ｡  
一方、1980 年代半ばに、企業内部の経営資源に競争 上の優位 性の源泉
を 求 め る 戦 略 論 で あ る 「 資 源 ベ ー ス 論 」（ Resource -Based  View、 以 下
RBV）が現れた。RBV を SHRM に適用しようとする研究には、2 つの新
しい特徴が見られる。 1 つは、企業戦略と HRM のいずれが主でありい
ずれが従であるかの 関係が必ずしも分明ではなくなっていることである。
もう 1 つは、RBV の適用とその示唆が、逆に経営戦略論を HR あるいは
HRM の方に目を向けさせ、経営戦略論と HRM の収斂が起こって いるこ
とである。このように、 RBV は、従業員（あるいは企業の HR）を経営
                                                   
2 1 ） 同 上 論 文 、 1 8 5 頁 、 参 照 。  
2 2 ）木 村 琢 磨「 戦 略 的 人 的 資 源 管 理 論 の 再 検 討 」『 日 本 労 働 研 究 雑 誌 』第 4 9 巻 第 2・





ィ、ナレッジ、学習する組織 等の、経営戦略論と HRM を橋渡し するこ
とに役立つ概念が開発されてきた。RBV の代表的論者バーニ （ー Barney,  
J .B . ,  1991）は、希少（ rare）、貴重（ va luable）、模倣困難（ imper fec t ly  
imitabl e） で 、 代 替 困 難 （ nonsubs t i tu table） の 性 質 を 有 す る 資 源 が 持
続的競争優位（ sus ta ined  compet i t ive  advantage）の源泉となりうると
主張している。さらに、持続的競争優位をもたらすこれらの要因の中で
も特に模倣困難性を最も重視し、企業資源が模倣困難でありうるための
根拠として、因果関係曖昧性（ causal  ambigui ty）、社会的複雑性（ soc ia l  
complexi ty）、独特 の歴史的条件（ unique  h is tor i ca l  c ond i t ions）を挙
げた 2 3）。  
バーニーに代表される RBV を最初に SHRM の理論的展開に適用した
のはライト、マクマハン =マクウィリアムス（ Wright ,  P.M. ,  McMahan,  
G .C . ,  &  McWil l iams ,  A . ,  1994）である。彼らは、人的資本プール（高
度の熟練をもち、かつ高度に動機づけられた労働力）こそが持続的競争
優位の源泉となりうる 大きな可能性をもち、 HR 実践は人的資本プール
を 開 発 す る 上 で の 手 段 に 過 ぎ な い と 主 張 す る 。 対 照 的 に 、 ラ ド =ウ ィ ル
ソン（ Lad o ,  A .A .  &  Wi lson ,  M.C. ,  1994）は企業の HR 実践が持続的競
争優位の源泉 となり うると主張する。彼らは、 個々の HR 実践ではなく
て「システムとしての」HR 諸実践間に補完性（ complementar i t i es）と
相互依存性（ in terdependenci es）が存在するならば、システムとしての
HR 諸実践は模倣困難で、ユニークで、因果関係が曖昧で、シナジー効
                                                   
2 3 ） 中 川 誠 士 「「 リ ソ ー ス ・ ベ ー ス ト ・ ビ ュ ー に 依 拠 し た 戦 略 的 人 的 資 源 管 理 」 の
可 能 性 :リ ン カ ー ン・エ レ ク ト リ ッ ク 社 の 事 例 研 究 を 通 し て 」『 福 岡 大 学 商 学 論 叢 』
第 5 1 巻 第 4 号 、 2 0 0 7 年 、 4 1 2 頁 、 参 照 。  
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果を生むものになりうることを示唆する。その後、HR と HR M の両方が
競争優位の源泉であることに合意する方向に理論は発展してきている。
例えば、ボクソール（ Boxa l l ,  P. ,  1996）は、HR 優位性（特定企業の HR
の 他 企 業 の HR に 対 す る 優 位 性 ） が 人 的 資 本 優 位 （ human cap i ta l  
advantage）と人的過程優位（ human p rocess  advantage）との 2 つの
部分から構成されることを示唆している 2 4）。  
以上 で 述 べて き た歴 史的 コ ン テク ス トに おけ る P M か ら HRM へ 、
HRM から SHRM への形成過程において、SHRM 論に最も大きく貢献し
た理論を繰り返して要約すれば、人的資本理論、行動科学、戦略的経営




は従業員の知的能力の一部しか 活かされていないとした。この 2 つの理
論によって労働者は、現状の能力的な資質といった短期的な視点で判断
されるとともに、労働市場で容易に調達でき、生産要素としてコスト還
元 さ れ る 労 働 力 （ manpower） か ら 、 長 期 的 な 視 点 か ら 教 育 訓 練 投 資 す
る 価 値 が あ り 、 将 来 的 に 企 業 に 価 値 あ る 貢 献 を な す 人 的 資 産 （ human 
asse ts）ないしは未開発資源の宝庫（ reservo ir s  o f  untapped  resources）
とみなされるようになる。その結果、P M から、HRM と呼称が 変えられ
たとともに、企業経営における人事労務管理の意義が大きく変わること
になる 2 5）。  
そして次に、 HRM からさらに SHRM という新たな用語を生じさせた
                                                   
2 4 ） 同 上 論 文 、 4 1 3～ 4 1 4 頁 、 参 照 。  
2 5 ） 岩 出 博 「 戦 略 的 人 的 資 源 管 理 論 の 発 展 と 人 事 労 務 管 理 地 位 の 向 上 」『 日 本 労 務




企業の戦略目標への HR M の職能の貢献の増大を望む HR 管理者に対し
て有力な１つのフレームを提供したとされる。ここに、「 HR M を通じて




の競争優位の持続的確保」「 HR は競争優位の源泉」（図表 1－ 1）といっ
た SHRM 論のもう 1 つの命題が形成される。さらにまた、 HRM も模倣
困難な組織的な資源とみなされ、「 HRM は競争優位の源泉」（図表 1－ 2）
とする命題も理論的に補強されていくのである 2 6）。  
 









（ 出 所 ）岩 出 博「 戦 略 的 人 的 資 源 管 理 の 理 論 的 基 礎 」『 経 済 集 志 』第 7 1 巻 第 4 号 、
2 0 0 2 年 、 9 4 頁 。  
 
                                                   
2 6 ） 同 上 論 文 、 5 頁 、 参 照 。  
H R M  











（ 出 所 ）岩 出 博「 戦 略 的 人 的 資 源 管 理 の 理 論 的 基 礎 」『 経 済 集 志 』第 7 1 巻 第 4 号 、
2 0 0 2 年 、 9 5 頁 。  
この新たな HR M 理論としての SHRM 研究と HRM 研究のパラダイム
上の相違を要約すれば、 以下のように述べることができる 。それまでの
HRM 研 究で は、 産 業構 造・ 技術 革新 ・ 労働 市場 ・雇 用法 規 制 な どの 要
因を HR M に直接影響をあたえる外部環境と して理解し、対環境対応と
して策定される HR M 方針にもとづきその制度的な対応をはかっていく
こととして、HRM プロセスを捉えている。そして HRM の有効性を、労
働生産性やモラールの向上、離職者数・無断欠勤・遅刻・ 不良品 率の減
少といった HRM の直接的な成果 である HR 成果で評価し、良 好な HR
成果の達成が良好な企業業績の達成を導くことを想定している 。これに
対して SHRM 研究は、企業の 競争市場 を外部環境として捉え 、市場での
競争優位を達成するための対応を競争戦略の決定・実行と して理解する。
そ し て HRM を 戦 略 実 行 の 手 段 と 位 置 づ け 、 戦 略 実 行 に 資 す る 最 適 な
HRM 制度（ sys tem o f  HR  prac t i ces）、ないし HRM 編成（ HR bundles）
を追求する。それゆえここでは、HRM の直接的成果 である HR 成果は企
業業績に対する 中間的な媒介項と して位置づけられ、HRM の有効性は、
役 割 情 報  
競 争 戦 略  
必 要 な 役
割 行 動  
H R M  
実 際 の 従 業
員 の 行 動  
持 続 的 競
争 優 位  
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競 争 戦 略 の 有 効 性 を 問 う 戦 略 評 価 と 同 列 に あ る 全 社 レ ベ ル の 企 業 業 績
（主として財務業績）で判断されるマクロ的アプローチとなって現れる。
図表 1－ 3 は「環境－戦略－組織構造－組織過程－業績」といったコン
テ ィ ン ジ ェ ン シ ー 的 組 織 ・ 管 理 論 の フ レ ー ム に も と づ き HRM 論 と
SHRM 論のパラダイムを比較したものである 2 7）。  
 












（ 出 所 ） 岩 出 博 「 戦 略 人 材 マ ネ ジ メ ン ト の 非 人 間 的 側 面 」『 経 済 集 志 』 第 8 3 巻 第
2 号 、 2 0 1 3 年 、 6 5 頁 。  
 
4 . HRM および SHRM の定義  
ノーベル賞受賞の経済学者であるコース（ Coase ,  R .H.）は、 1937 年
                                                   
2 7 ） 岩 出 博「 戦 略 人 材 マ ネ ジ メ ン ト の 非 人 間 的 側 面 」『 経 済 集 志 』第 8 3 巻 第 2 号 、




















HRM のパラダイム  
SHRM のパラダイム  









る組織の人的資源を分析し管理するプロセス」（ Hel l r iege l ,  D . ,  Jackson ,  
S .E . ,  S lo cum,  J .W. ,  &  Staude ,  G .E . ,  2009）、「ヒト、または管理職の人
的資源に対する、募集、選考、訓練および評価に関連している政策と実
践」（ Dess ler,  G. ,  2007）と定義される。これらの定義で留意すべき重要
なテ ーマ は、 分析 と 管理 の役 割、 HRM と組 織の 戦略 目標 の 達成 との 関
係、 HR 政策と実践 および募集、選考、学習、教育などの特定の HR 活
動の重要性、業績管理である。報酬、職務設計、雇用（または要員）計
画、多様性管理、機会均等および雇用関係など、他のものを追加する可
能性がある 2 8）。  
SHRM は、統合された HR 戦略、方針、実践によって、人的資源を通
じて、組織の目標を達成する方法を扱う人々を管理するアプローチであ
る。これは、以下の命題に基づいている 2 9）。  
①組織の人的資源が組織の成功に戦略的役割を果たす。  




                                                   
2 8 ） c f . ,  C o y l e - S h a p i r o ,  J . ,  H o q u e ,  K . ,  K e s s l e r,  I . ,  P e p p e r,  A . ,  R i c h a r d s o n ,  R . ,  
Wa l ke r,  L . ,  Hu m a n R e s o u r c e M a n a g e m e n t ,  U n i v e r s i t y  o f  L o n d o n ,  2 0 1 3 ,  p . 1 2 .  
2 9 ）c f . ,  A r m s t r o n g ,  M i c h a e l ,  A r m s t r o n g’s h a n d b o o k  o f  s t r a t e g i c  h u m a n  r e s o u r c e  




ばならない 3 0）。  
これ以外にも SHRM には多くの定義がある。例えば、 SHRM はシュ
ーラー（ Schuler,  R .S . ,  1992）によって「経営戦略的ニーズを明確に想
定し満たすための努力において個人の作用に影響を与えるすべての活動」
と し て 一 般 的 に 記 述 さ れ て い る 。 メ イ ビ ー ら （ Mabey,  C . ,  1998） は 、
SHRM を「新しい組織戦略を生成させるための企業能力を開発する」プ
ロ セ ス と 定 義 し 、 能 力 の 重 要 な 概 念 を 導 入 し た 。 ラ イ ト =マ ク マ ハ ン
（ Wright ,  P.M. ,  &  McMahan ,  GC. ,  1992）は、 SHRM を「計画された人
的資源配備のパターンと、組織がその目標を達成できるようにするため
の活動」と定義し、 SHRM の HR 活動の側面を強調した。アルベッソン
（ Alvesson ,  M. ,  2009）も目標達成に重点を置いたが、 SHR M が「すべ
ての従業員の雇用関係を組織の目標達成に最適な形でどのように管理で
きるか」に関係していると書いたときに、雇用関係の役割を組み込んだ。
シューラー =ジャクソン（ Schuler,  R .S . ,  &  Jackson ,  S .E . ,  2007）は、
SHRM が「企業と人を組織的に結びつけている」と述べたとき、 SHRM
の統合の機能に焦点を合わせた 3 1）。  
これらの定義に前述の考察を併せて、本論文では、 HRM を「 HRM 計
画に基づいて、人的資源を合理的に配分し、従業員の潜在的な能力を最
大限に発揮させ、企業に利益をもたらすため の一連の政策と実践」と定
義する。 SHRM を「内的適合性を持つ HRM システムを企業の経営戦略
と関連付け、適合することを通じて企業に持続的競争優位をもたらすた
めの一連の政策と実践」と定義する。  
                                                   
3 0 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 4 8 .  
3 1 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 4 8 .  
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以上述べてきたように、 SHRM とは、理論的には、 HRM 理論が元々示
唆していた企業における従業員対策を経営戦略との関係において捉える
ことの必要性と重要性を、より明確かつ意識的に追求しようとする。言
い換 えれ ば、 HRM 論と 経営 戦略 を統 合 しよ うと する 試み で ある が、 そ
うであるならば、どのようなタイプの経営戦略論を統合の相手として選
択するかによって、SHRM の内容も変わってくる筈である。事実、現在、




第 2 節  経営戦略と HRM との関わり  
 
1 . 経営戦略の概念  
（ 1）経営戦略概念の発展  
経営戦略研究の基盤はドラッカー（ Drucker,  P.F.）によって構築され
た 。 彼 は 、 1955 年 出 版 さ れ た 『 現 代 の 経 営 』（『 The  Prac t i ce  o f  
Management』）で「重要な意思決定、すなわち大きな意味をもつ意思決
定は、戦略的な意思決定である」を述べた。この基盤の上に、戦略に関
す る 理 論 の 発 展 の 最 初 の 大 き な 一 歩 は チ ャ ン ド ラ ー （ Chand ler,  A .D. ,  






の採択と必要な資源の配置である」 3 2）。  
経営戦略の概念は、もう一人の先駆者であるアンゾフ（ Ansof f ,  H .I . ,  
1965） に よ っ て 策 定 さ れ た 。 彼 は、「 戦 略 は 、 企 業 がど の よ う な 種 類の
ビジネスにあるか、どのようなビジネスに参入しようとするかを決定す
ることで ある」と 述べている。彼の最も有名な命題は、「戦略は組織に従
う」である。彼はまた、戦略を「決定を下すためのルール」と定義した 3 3）。  





が意図している）経済的組織（ economi c  o rgan izat i on）および人的組織
（ human organi za t i on）の種類と、企業が株主、従業員、顧客、および








                                                   
3 2 ） c f . ,  A r m s t r o n g ,  M i c h a e l ,  o p . c i t . ,  p . 2 7 .  
3 3 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 2 7 ~ 2 8 .  







ある 3 5）。  
ミンツバーグ（ Mintzberg ,  H. ,  1978 ;198 7 ;1994）は計画的または意図
的戦略と創発的戦略（ emergent  s trategy）を区別し、戦略策定プロセス
を分 析 した 。 ワー ナ ール フ ェル ト （ Werner fe l t ,  B . ,  1984） とバ ー ニー
（ Barney,  J .B . ,  1991 ;1995）は、ペンローズ（ Penrose ,  E .T. ,  1959）の
考えを基にして、非常に影響力のある「 RBV」を開発した。プラハラー
ドとハメル（ Prahalad ,  C .K . ,  &  Hamel ,  G . ,  1990）は、「競争優位性は、
企業が競争相手よりも優れた「コア・コンピテンシー」を構築し、競争
相手よりも早く学習し、より効果的に学んだことを適用する場合、長期
的に起こる」と主張している。ジョンソン（ Johnson ,  M.W. ,  2008）は、
ビジネスモデル・イノベーション（ bus iness  mode l  innovat i on）をビジ
ネス開発のための戦略的アプローチとして普及させた 3 6）。  
 
（ 2）経営戦略の定義  





                                                   
3 5 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 2 8 .  
3 6 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 2 8 .  
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各職能部門および 従業員の意思決定の指針となるもの」と定義する。  
一 般 に 、「 ヒ ト 」、「 モ ノ 」、「 カ ネ 」、「 情 報 」 が 企 業 の 重 要 な 経 営 資 源
とされているが、主体的に行動する「ヒト」、すなわち、人的資源が最も
重要であり、持続的競争優位の源泉とされている。この貴重な人的資源
の獲得、育成、配置、定着、動機づけ等を図る HR M 部門が、経営目標
の達 成に 向け て、 HRM シス テム を如 何 に戦 略的 に構 築し 、 運営 する か
ということは経営戦略の主要な課題となる。  
 
図表 1－ 4 経営戦略の定義  
学 者  経 営 戦 略 の 定 義  
チ ャ ン ド ラ ー  
1 9 6 2  
企 業 の 基 本 的 な 長 期 的 目 的 お よ び 目 標 の 決 定 、こ れ ら
の 目 標 を 実 行 す る た め の 行 動 様 式 の 採 択 と 必 要 な 資
源 の 配 置 で あ る 。  
ア ン ゾ フ  
1 9 6 5  
企 業 が ど の よ う な 種 類 の ビ ジ ネ ス に あ る か 、ど の よ う
な ビ ジ ネ ス に 参 入 し よ う と す る か に つ い て 決 定 を 下
す た め の ル ー ル で あ る 。  
ア ン ド リ ュ ー ス  
1 9 7 1  
指 定 さ れ た 期 間 内 の 特 定 の 結 果 に 向 け ら れ た 非 常 に
具 体 的 な 行 動 計 画 で あ る 。  
ト ン プ ソ ン  
1 9 9 6  
マ ネ ー ジ ャ ー が 組 織 目 標 を 達 成 す る た め に 採 用 す る
行 動 の パ タ ー ン で あ る 。  
ク イ ン  
1 9 8 0  
組 織 の 目 標 を 組 織 全 体 に 融 和 さ せ る パ タ ー ン ま た は
計 画 で あ る 。  
                                                   
3 7 ）合 力 知 工『 現 代 経 営 戦 略 の 論 理 と 展 開 -持 続 的 成 長 の た め の 経 営 戦 略 -』同 友 館 、
2 0 0 6 年 、 2 6 頁 、 参 照 。  
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エ イ ベ ル  
1 9 9 3  
「 現 在 を 支 配 し 、未 来 を 先 取 り す る 」こ と を 可 能 に す
る 条 件 を 生 じ さ せ る も の で あ る 。  
ホ ッ フ ァ ー  
シ ェ ン デ ル  
1 9 8 6  
組 織 能 力 と 、環 境 変 化 に よ っ て 生 み 出 さ れ る 機 会 及 び
リ ス ク を 、時 間 と と も に 効 果 的 か つ 効 率 的 に 当 該 の 資
源 が 配 備 さ れ る 方 法 で 、 マ ッ チ ン グ さ せ る こ と で あ
る 。  
ケ イ  
1 9 9 3  
経 営 戦 略 と は 、経 営 行 動 の 首 尾 一 貫 し た パ タ ー ン に な
る 統 合 さ れ た 一 連 の イ ベ ン ト で あ る 。  
パ ー セ ル  
1 9 9 9  
戦 略 に お け る 重 点 は 、企 業 を 競 合 他 社 と 差 別 化 す る 集
中 的 な 行 動 で あ る 。  
 
ボ ク ソ ー ル  
パ ー セ ル  
2 0 0 3  
戦 略 と は 一 連 の 戦 略 的 な 選 択 で あ り 、そ の 中 の い く つ
か は 正 式 に 計 画 さ れ る か も し れ な い 。大 部 分 で は な い
に し て も 、企 業 の 戦 略 の 多 く は 、時 間 の 経 過 と と も に
行 動 の 流 れ の 中 に 現 れ る こ と は 避 け ら れ な い 。  
ベ ッ カ ー ＝ フ セ
リ ド 2 0 0 6  
経 営 戦 略 は 、平 均 以 上 の 財 務 業 績 を 生 む 持 続 的 競 争 優
位 を 構 築 す る こ と で あ る 。  
ポ ー タ ー  
1 9 8 0  
競 争 優 位 を 引 き 起 こ す た め の 方 策 で あ る 。  
 
伊 丹 敬 之  
1 9 8 4  
組 織 活 動 の 基 本 的 方 向 を 環 境 と の か か わ り に お い て
示 す も の で 、組 織 の 諸 活 動 の 基 本 的 状 況 の 選 択 と 諸 活
動 の 組 み 合 わ せ の 基 本 方 針 の 決 定 を 行 う も の で あ る 。 
加 護 野 忠 男 ら  
1 9 8 5  
環 境 適 応 の パ タ ー ン を 将 来 志 向 的 に 示 す も の で あ り 、
企 業 内 の 人 々 の 意 思 決 定 の 指 針 と な る も の で あ る 。  
 
金 井 一 頼 ら  
1 9 9 7  
将 来 の 構 想 と 、そ れ に 基 づ く 企 業 と 環 境 の 相 互 作 用 の
基 本 的 な パ タ ー ン で あ り 、企 業 内 の 人 々 の 意 思 決 定 の
指 針 と な る も の で あ る 。  
 
河 野 豊 弘  
1 9 9 9  
経 営 理 念 や 目 標 を 設 定 し 、製 品 構 成 や 市 場 領 域 、す な
わ ち 企 業 と し て 環 境 の ど こ に 住 む か を 決 定 し 、そ の 製
品 市 場 戦 略 を 実 行 す る た め の 中 核 的 能 力 （ co r e  
co mpe t en ce） を つ く り 、 そ こ に 資 源 配 分 を す る こ と
で あ る 。  
 
合 力 知 工  
2 0 0 6  
環 境 と の か か わ り に お い て 、企 業 が 長 期 的 展 望 に 基 づ
い た 目 的 を 達 成 し 、競 争 優 位 性 を 確 保 す る た め に 、諸
資 源 の 配 分・組 み 合 わ せ を 決 定 す る も の で あ り 、企 業
内 の 人 々 の 意 思 決 定 の 指 針 と な る も の で あ る 。  
 
（ 出 所 ） A r m s t r o n g ,  M i c h a e l ,  A r m s t r o n g ’s  h a n d b o o k  o f  s t r a t e g i c  h u m a n  
r e s o u r c e  m a n a g e m e n t ,  5 t h  ,  R e v i s e d e d i t i o n ,  K o g a n P a g e ,  2 0 11 ,  p p . 2 8 ~ 2 9 .  合 力
知 工 『 現 代 経 営 戦 略 の 論 理 と 展 開 -持 続 的 成 長 の た め の 経 営 戦 略 -』 同 友 館 、 2 0 0 6
年 、 2 6 頁 、 参 照 。  
 
2 . 経営戦略と組織の関係性  
経営 戦略 と組 織と の 関係 にお いて 、 図 表 1－ 5（ a）、 1－ 5（ b）、 に 示




図表 1－ 5（ a）経営戦略と組織との関係 （外部環境重視）  





































































策 定 す る 際 の 決 定 的 な 作 業 の 一 つ が 業 界 の 構
造分析である」。  
 
（ 出 所 ） 1： C h a n d l e r,  A . D . ,  S t r a t e g y  a n d  S t r u c t u r e ,  M I T  P r e s s ,  1 9 6 2（ 有 賀 裕
子 訳『 組 織 は 戦 略 に 従 う 』ダ イ ヤ モ ン ド 社 、2 0 0 4 年 、1 8～ 2 0 頁 ）、2： D r u c ke r,  P.  
F. ,  M a n a g e m e n t :  t a s k s ,  r e s p o n s i b i l i t i e s ,  p r a c t i c e s ,  N e w  Yo r k :  H a r p e r B u s i n e s s ,  
1 9 7 3（ 上 田 惇 生 編 訳 『 経 営 の 哲 学 :  い ま 何 を な す べ き か 』 ダ イ ヤ モ ン ド 社 、 2 0 0 3
年 、7 2～ 7 4 頁 、1 8 8 頁 ）、3：P o r t e r,  M . E . ,  C o m p e t i t i v e  S t r a t e g y :  Te c h n i q u e s  f o r  
A n a l y z i n g  I n d u s t r i e s  a n d  C o m p e t i t o r s ,  N e w  Yo r k :  F r e e  P r e s s ,  1 9 8 0（ 土 岐 坤 、
中 辻 萬 治 、 服 部 照 夫 訳 『 競 争 の 戦 略 』 ダ イ ヤ モ ン ド 社 、 1 9 8 2 年 、 2 1～ 5 6 頁 ） を




図表 1－ 5（ b）経営戦略と組織との関係（内部環境重視）  












ア ン ゾ フ  
 
戦 略 は 組 織 に 従 う 。 中 小 企 業 は 戦 略 実 行 に 限 界 が
あ り 、 組 織 の 能 力 に 応 じ た 戦 略 し か 立 案 で き な い 。
「 第 二 次 世 界 大 戦 後 、 環 境 の 乱 気 流 に 直 面 し た 企
業 は 、 コ ン ピ ュ ー タ 技 術 の よ う な 新 し い シ ス テ ム
及 び 新 し い 機 構 を 次 第 に 求 め 始 め た 。 戦 略 的 な 推
進 力 を 適 応 さ せ る 代 わ り に 、 ま ず 能 力 の 適 応 か ら
開 始 し た た め 、 能 力 の 構 成 要 素 が 発 達 し て 、 新 し
い シ ス テ ム を 支 援 し 、 さ ら に 新 し い 能 力 が 新 し い
戦 略 的 な 推 進 力 を も た ら し た 。 こ う し て 、 チ ャ ン
ド ラ ー 流 の 順 序 付 け は 逆 転 し 、 組 織 機 構 が 先 行 し 、








プ ラ ハ ラ ー ド =ハ メ ル  
 
競 合 他 社 に 真 似 で き な い 、 核 と な る 能 力 を 軸 と し
た 経 営 。「 長 期 的 に は 、 競 争 力 は 、 競 合 他 社 よ り も
低 コ ス ト か つ 迅 速 に 、 予 期 し な い 製 品 を 生 み 出 す
コ ア ・ コ ン ピ タ ン ス を 構 築 す る 能 力 に 由 来 す る 。
真 の 優 位 性 が 、 企 業 全 体 の テ ク ノ ロ ジ ー と 生 産 技
能 を コ ン ピ テ ン ス に 統 合 し 、 個 々 の 事 業 部 が 変 化
す る 機 会 に 迅 速 に 適 応 で き る よ う に す る 経 営 陣 の
















バ ー ニ ー  
 
企 業 内 部 に 蓄 積 さ れ た 、 希 少 で 、 価 値 が あ り 、 模
倣 困 難 で 、 代 替 で き な い 資 源 が 競 争 優 位 の 源 泉 で
あ る 。「 企 業 が そ の 環 境 で の 機 会 と 脅 威 を 認 識 で き
る と い う 意 味 で 、 正 式 の 戦 略 計 画 シ ス テ ム が 価 値
あ る も の で あ っ て も 、 多 く の 企 業 が そ の よ う な 正
式 の 戦 略 計 画 活 動 に 従 事 し て い る た め 、 そ う し た
正 式 の 戦 略 計 画 メ カ ニ ズ ム は ま れ で は な い 。 た と
え 特 定 の 業 界 で 戦 略 計 画 が ま れ で あ っ て も 、 正 式
の 戦 略 計 画 プ ロ セ ス は 完 全 に 記 述 さ れ て お り 、 広
範 囲 の 人 々 が こ れ を 行 う 方 法 を 学 ぶ こ と が で き る
た め 、 正 式 の 戦 略 計 画 は 非 常 に 模 倣 で き る よ う に
見 え る 。 し た が っ て 、 正 式 の 戦 略 計 画 シ ス テ ム は 、
そ れ 自 体 が 持 続 的 競 争 優 位 の 源 泉 で あ る と は 考 え
に く い こ と を 予 想 す る の が 妥 当 の よ う に 思 わ れ










コ リ ン ズ  
 
人 の 能 力 を 軸 に し た 経 営 が 重 要 で あ る 。「 ビ ジ ョ ン
も 、 戦 略 も 、 戦 術 も 、 組 織 構 造 も 、 技 術 も 、 適 切
な 人 材 を 集 め て か ら 考 え る 。 普 通 の 企 業 は 、 最 初
に 目 標 を 選 ぶ 、 そ の 後 に 人 を 選 ぶ （ バ ス の 目 的 地
に つ い て の ビ ジ ョ ン を 決 め る ➝ バ ス の 筋 道 を 示 す
地 図 を 作 る ➝ 能 力 の 高 い 兵 士 を 集 め る ）。 飛 躍 し た
企 業 は 、最 初 に 人 を 選 ぶ 、そ の 後 に 目 標 を 選 ぶ（ 適
切 な 人 を バ ス に 乗 せ る ➝ 強 力 な 経 営 陣 を 築 き 上 げ
る ➝ 偉 大 さ へ の 最 適 な 道 を 見 つ け 出 す ）」。  
（ 出 所 ） 1： A n s o f f ,  H . I . ,  S t r a t e g i c  M a n a g e m e n t ,  M a c m i l l a n ,  L o n d o n ,  1 9 7 9（ 中
村 元 一 監 訳『 ア ン ゾ フ 戦 略 経 営 論 :新 訳 』中 央 経 済 社 、2 0 0 7 年 、1 0 8～ 1 0 9 頁 ）、2： 
P r a h a l a d ,  C . K . ,  &  H a m e l ,  G . ,  “ T h e  C o r e  C o m p e t e n c e  o f  t h e  C o r p o r a t i o n” ,  
Ha r v a r d  B u s i n e s s  R e v i e w,  1 9 9 0 ,  p . 8 1 ,  3： B a r n e y,  J . B . ,  “ F i r m  R e s o u r c e s  a n d  
S u s t a i n e d  C o m p e t i t i v e  A d v a n t a g e ” ,  H u m a n  R e s o u r c e  R e s e a r c h ,  1 9 9 1 ,  
p p . 1 0 6 ~ 11 3 ,  4： C o l l i n s ,  J . C . ,  G o o d  t o  g r e a t :  W h y  s o m e  c o m p a n i e s  m a ke  t h e  
l e a p — a n d  o t h e r s  d o n ' t ,  N e w  Yo r k :  H a r p e r B u s i n e s s ,  2 0 0 1（ 山 岡 洋 一 訳 『 ビ ジ ョ
ナ リ ー ・ カ ン パ ニ ー 2― 飛 躍 の 法 則 』 日 経 B P 社 、 2 0 0 1 年 、 7 2～ 7 4 頁 ） を 参 照 に














3 . 経営戦略と HR M の関係性  
経 営 戦 略 論 の 分 野 に お い て 、 1980 年 代 半 ば か ら 、 企 業 の 資 源 的 視 点
(Resource -based  View:  RBV )が盛んに論じられるようになった。この視
点は、SHRM 論の分野にも適用されるようになり、「 HR は持続的競争優
位の 源泉 」と 「 HR M は持 続 的競 争優 位の 源泉 」と いう 視 点を 発展 させ
た。特に、持続的競争優位の源泉である HRM の企業業績への貢献が求
められる 中で、外部環境としての競争市場に対応するために決定された
経営戦略の実行に対して、 最善の HR M 編成が求められている。 このよ
うに HRM を競争優位の資源として注目する SHRM 論研究において は、
｢普 遍 的 ア プ ロ ー チ (universa l i s t i c  app roach) 、 ｢コ ン テ ィ ン ジ ェ ン シ
ー・アプローチ ( con t ingency  approach)｣、｢コンフィギュレーショナル・
アプローチ ( con f i gurat ional  approach )｣という３つの SHRM アプローチ




（ 1）普遍的アプローチ  
普遍的アプローチは、ユニバーサリスティック・アプローチ、ベスト
プラクティスアプローチとも呼ばれ、あらゆる環境に普遍的に妥当する
最も望ましい HR M 施策の組み合わせがあることを想定するアプローチ
で あ る ｡こ の ア プ ロ ー チ で は 企 業 内 外 の 環 境 要 素 が 念 頭 に 置 か れ て い る
が、経営戦略は数ある環境構成要素の１つにすぎず、変数として明示的





キ ル 、 知 識 、 能 力 を 高 め る た め の 企 業 の 投 資 は 、 現 金 支 払 費 用




の可 能性 が高 いほ ど 、人 的資 本へ の投 資 可能 性（ HRM 活 動 を通 じた 投
資）と、これらの投資がより高い個人生産性と企業業績につながる可能
性が高い。現代の多くの製造業者が生産方程式における従業員貢献の可
能性を高めつつある と言われているように、人的資本論は HR 実践が企
業業績に直接影響を及ぼすことを示唆している 3 8）。  
経営戦略論と組織経済学 の視点から、資源ベースの競争優位論は、従
業員が企業の競争力を発達させ、維持するための内部資源の役割に焦点
                                                   
3 8 ） c f . ,  Yo u n d t ,  M . A . ,  S n e l l ,  S . A . ,  D e a n ,  J . W. ,  J r. ,  &  L e p a k ,  D . P. ,  “ H u m a n  
R e s o u r c e  M a n a g e m e n t ,  M a n u f a c t u r i n g  S t r a t e g y,  a n d  F i r m  P e r f o r m a n c e ” ,  T h e  






可能性があることを最近指摘している。特に、フェファー（ Pfe f fer,  J . ,  
1994）は、今日のグローバルなビジネス環境で成功したい企業 は、競合
他社よりも優れたスキルと能力を持つ従業 員を獲得し、育成するために、
適切な HR 投資を行わなければならないと 主張した。実証的な証拠によ
って裏付けられたこれらの理論的な論拠は、人的資本強化に焦点を 合わ
せた HR の普遍的アプローチの可能性を示している 3 9）。  
理論的支持だけではなく、長年に渡って、研究者は実証研究において、
HR 施策群または HR システムが、孤立して働く個々の実践より業績に
影響を与えていることを発見した。この研究の根底にある主なテーマは、
企業が HR 活動の中で高度な内的整合性 または水平的適合 を作るべきで
あるということである。彼らは特定の HR 実践が企業の業績に直接影響
を与えるという実証的な証拠をかなり収集してきた。  
例えば、ベアード =メシュラム（ Baird ,  L . ,  &  Meshoulam,  I . ,  1988）
が強調したように、最高の組織業績を達成するためには、企業の HR 活
動は、互いに適合し、互いに支持し合う必要がある。 HR システムと内





化 に 関 連 し て い る こ と も 分 か っ た 。 同 様 に 、 高 業 績 労 働 慣 行 （ High 
                                                   
3 9 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 8 3 9〜 8 4 1 .  
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Per formance  Work  Prac t i ces：  HPWP）に 関す る研 究に お いて 、フ セ
リド（ Husel id，  M .A .，  1995）は、インセンティブ報酬、選択的な人
員配置方法、従業員参加などの HR 活動への投資が、従業員技能開発、
動機づけなど従業員への影響を通して、売上高の減少、生産性の向上、
組織業績の向上をもたら したことを発見した 4 0）。  
レナード（ Leonard ,  J .S . ,  1990）は、幹部のための長期的なインセン
ティブ計画を持つ組織は、自己資本利益率の増加 につながる ことを発見
した。ア ボート （ Abowd ,  J .M. ,  1990） は、経営 陣の報 酬が 組織の財 務
実績に基づいている度合いは、将来の財務実績と有意に関連しているこ
とを発見した。ゲールハルト =ミルコビッチ（ Gerhart ,  B . ,  &  Mi lkovich ,  




的 な 財 務 成 績 が 向 上 し た こ と が 示 さ れ る 。 タ ー プ ス ト ラ ＝ ロ ゼ ル
（ Terpstra ,  D .E . ,  &  Roze l l ,  E .J . ,  1993）は、 5 つの「最高の」人員配置
実践を提唱し、これらの実践 の実施は組織の業績と適度で 正の関係にあ
ることを見出した。フセリド（ Husel id ,  M.A . ,  1993 ,  1995）は、組織レ
ベルの成果と高業績労働慣行のグループとの間のリンクを特定した。フ
セリドは、単独 の HR 実践の代わりに、複数の洗練された HR 実践を同
時に実施すること を評価し、組織の HR 洗練度が売上高、組織の生産性、
財務実績と大きく関連していると結論づけた 4 1）。  
                                                   
4 0 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 8 3 8〜 8 3 9 .  
4 1 ） c f . ,  D E L E RY,  J . E . ,  D O T Y,  D . H . ,  “ M O D E S  O F  T H E O R I Z I N G  I N  S T R AT E G I C  
H U M A N  R E S O U R C E  M A N A G E M E N T:  T E S T S  O F  U N I V E R S A L I S T I C ,  
C O N T I N G E N C Y,  A N D  C O N F I G U R AT I O N A L P E R F O R M A N C E  P R E D I C T I O N S ” ,  





的 HR 実践を特定し、銀行業に 関してこの 7 つの実践を検証した。実証




的要因については、 図表 1－ 6 のように、研究者によって著しい違いが
ある。  
図表 1－ 6 ベスト・プラクティス  
F r e u n d  &  
E p s t e i n  
( 1 9 8 4 )  
A r t h u r  
( 1 9 9 2 )  
P f e f f e r  
( 1 9 9 4 )  
D e l a n e y,  
L e w i n ,  &  
I c h n i o w s k i  
( 1 9 8 9 )  
H u s e l i d  
( 1 9 9 5 )  
M a c D u f f i e  
( 1 9 9 5 )  
・ 職 務 拡 大  
・ ジ ョ ブ ・ ロ
ー テ ー シ ョ
ン  
・ 職 務 設 計  
・ 正 式 な 訓 練  
・ 弾 力 的 労 働
時 間  
・ 提 案 制 度  
・ 品 質 管 理 サ
ー ク ル  
・ 肉 体 労 働 者
給 与  
・ 意 識 調 査  
・ プ ロ ダ ク シ
ョ ン ・ チ ー
ム  
・ 労 使 委 員 会  
・ 集 団 生 産 性
イ ン セ ン テ
ィ ブ  
・ 利 益 配 分  
・ 自 社 株 購 入
制 度  
・広 義 の 職 務  
・従 業 員 参 加  
・正 式 な 紛 争   
 解 決  
・ 情 報 共 有  
・高 度 熟 練 労
働 者  
・自 律 管 理 型
チ ー ム  
・広 範 な 技 能
訓 練  
・充 実 し た 福
利 厚 生  
・ 高 賃 金  
・ 月 給 制  
・ 持 株 制 度  
・ 雇 用 保 障  
・ 選 択 的 募 集  
・ 高 賃 金  
・ イ ン セ ン テ
ィ ブ 報 酬  
・ 従 業 員 持 株
制 度  
・ 情 報 共 有  
・ 経 営 参 加  
・ 権 限 委 譲  
・ 職 務 再 設 計 /
チ ー ム  
・ 訓 練 と 技 能
開 発  
・ 交 差 活 用 勤
務 制 度  
・ ク ロ ス ・ ト
レ ー ニ ン グ  
・ 平 等 的 象 徴
主 義  
・ 賃 金 圧 縮  
・ 内 部 昇 進  
・ 人 事 選 考  
・ 業 績 評 価  
・ イ ン セ ン テ
ィ ブ 報 酬  
・ 職 務 設 計  
・ 苦 情 処 理  
・ 情 報 共 有  
・ 態 度 評 価  
・ 経 営 参 加  
・ 雇 用 指 数  
・ 訓 練 時 間  
・昇 格 基 準（ 年
功 対 実 績 ）  
・ 作 業 チ ー ム  
・ 問 題 解 決 グ
ル ー プ  
・ 従 業 員 提 案  
・ ジ ョ ブ ・ ロ
ー テ ー シ ョ
ン  
・ 分 権 化  
・ 募 集 と 雇 用  
・ 不 確 定 報 酬  
・ 地 位 の 分 化  
・ 新 入 社 員 研   
 修  
・ 熟 練 社 員 訓   
 練  
 
（ 出 所 ） Yo u n d t ,  M . A . ,  S n e l l ,  S . A . ,  D e a n ,  J . W. ,  J r. ,  &  L e p a k ,  D . P. , “ H u m a n 
R e s o u r c e  M a n a g e m e n t ,  M a n u f a c t u r i n g  S t r a t e g y,  a n d  F i r m  P e r f o r m a n c e ” ,  T h e  
A c a d e m y  o f  M a n a g e m e n t  J o u r n a l ,  V. 3 9 ,  N o . 4 ,  1 9 9 6 ,  p . 8 4 0 .  
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（ 2）コンティンジェンシー・アプロー チ  
コンティンジェンシー・アプローチは、企業の戦略によって望ましい
人的 資源 施策 が異 な ると する ため 、 HR M は戦 略 に従 うと いう 前提 の 下
に、戦略と HRM 施策との間の ｢外的整合性 ｣（ externa l  f i t）の視点が含
まれるアプローチで ある ｡経営戦略は、 S HRM 文献において 、決定的な
コンティンジェンシー変数であると考えられている。多くの理論的論拠
がこの見解を支持している。  
た と え ば 、 行 動 的 視 点 （ behaviora l  perspect ive） に よ れ ば 、 例 え 業
績は満足すべきものであったとしても 、戦略のような組織特性は独自の
態度や役割行動を 必要とし、 HR 活動は企業が要求するある種の従業員
行動を引き出し、強化するのに使用される主な手段である。同様に、コ
ン トロ ー ル 理 論（ contro l  theory）擁 護 派 は、 満 足 す べき 業 績 は、 適 切
な HR 実践と、既定の戦略によって確立された管理上の文脈とのマッチ
ングに依存すると主張している。スネル＝ヨーント（ Snel l ,  S .A . ,  Yound t ,  
M.A . ,  1995）は、インプットコントロール（ input  contro l）、ビヘイビ
アコントロール（ behavior  contro l）、アウトプットコントロール（ output  
contro l） が 売 上 高 成 長 （ sa l es  growth） や 総 資 産 利 益 率 （ Return  On  
Assets ,  ROA）に与える影響が、因果 関 係と業績基準の明 確 さに左右さ





トら（ Wright ,  P.M.  e ta l . ,  1995）は、組織の現時の戦略と一致したコン
                                                   







につながるという一般的な仮定の実証的支持を提供する 4 3）。  





る組織は、より高い成果を達成する 4 4）。  




に 沿 っ た 行 動 を と る よ う に 動 機 づ け る こ と も で き る 。 カ ー =ジ ャ ノ フ ス
キ ー （ Kerr,  J .L . ,  &  Jacko fsky,  E .F. ,  1989 ） は 、 レ オ ン テ ィ ア デ ス
（ Leont iades ,  M. ,  1980）が記述した組織成長戦略を用いて、具体的な
戦略が与えられれば、「従業員の開発」より「従業員の選択 」に依存する
ほうが有用であることを示した。彼らは、「安定した状態（ Steady Sta te）
の企業にとって、戦略と経営陣を調整するために開発を活用することは
効果がより大きくなる」と主張した 4 5）。  
このように、コンティンジェンシーの視点を支持する研究者は、それ
                                                   
4 3 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 8 4 2 .  
4 4 ） c f . ,  D E L E RY,  J . E . ,  D O T Y,  D . H . ,  o p . c i t ,  p . 8 0 8 .  








例えば、ヨーントら（ Youndt ,  M.A . ,  Snel l ,  S .A . ,  Dean ,  J .W. ,  Jr. ,  &  
Lepak ,  D .P. ,  1996）は、製造業 に対して調査を行い、製造戦略（コスト
戦略、品質戦略、柔軟性戦略）、 HR システム、作業上の成績 の間の図表
1－ 7 のような 理論的関連 について検討し、管理型 HR システムと人的資
本増大型 HR システムのそれぞれの HR 施策をまとめた。  
 










（ 出 所 ） Yo u n d t ,  M . A . ,  S n e l l ,  S . A . ,  D e a n ,  J . W. ,  J r. ,  &  L e p a k ,  D . P. , “ H u m a n 
R e s o u r c e  M a n a g e m e n t ,  M a n u f a c t u r i n g  S t r a t e g y,  a n d  F i r m  P e r f o r m a n c e ” ,  T h e  
A c a d e m y  o f  M a n a g e m e n t  J o u r n a l ,  V. 3 9 ,  N o . 4 ,  1 9 9 6 ,  p . 8 3 8 .  
 















熟 練 解 体 （ deski l l ing） と 裁 量 の 削 減 の た め の 事 実 上 の 方 法 に な っ て い
る 4 6）。  










                                                   
4 6 ） c f . ,  Yo u n d t ,  M . A . ,  S n e l l ,  S . A . ,  D e a n ,  J . W. ,  J r. ,  &  L e p a k ,  D . P. ,  o p . c i t ,  p . 8 4 2 .  
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が期 待さ れる 。要 す るに 、 HRM シス テ ム（ 手先 の熟 練、 ポ リシ ーと 手
順の訓練、結果ベースの業績評価、時間単位の給与、個別のインセンテ
ィブの選 択）は、プロセスの標準化、エラーの削減、生産効率の最大化
に集中するコスト戦略の要求と一致している 4 8）。  
 
②品質戦略  
労 働 者 の 熟 練 解 体 を 促 進 す る 従 来 の コ ス ト 戦 略 と は 対 照 的 に な っ た
のは、製造プロセスを継続的に改善して製品の信頼性と顧客満足度を向
上させることに重点を置く品質戦略である。このような戦略的文脈にお
いて、組織の競争力の究極的決定要因は、企業の知的資本（ i nte l l ec tual  
cap i ta l）であるかもしれない。ウォールトン =ズースマン (Walton ,  R .E . ,  
                                                   
4 7 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 8 4 2 .  
4 8 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 8 4 3 .  
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& Susman ,  G .I . )は次の ように指摘している。「たくさんの設備が設置さ





富 な 活 動 を 含 む よ う に 責 任 が 拡 大 す る 知 識 労 働 に 移 行 す る 必 要 が あ る
4 9）。  
確かに、ほとんどの総合的品質管理理論家は、スキルの獲得と開発は
成功した品質戦略の中心にあると主張してきた。具体的には、従業員は




を重視した選抜的な人員配置（ se l ec t i ve  s ta f f ing）と包括的な訓練プロ
グラムは、生産性の向上と顧客要件への適合を 促進するものでなければ
ならない 5 0）。  
多くの品質理論家が業績評価の使用を蔑視したが、この軽蔑は、管理
者が従業員の行動や発達上の問題を排除して評価の結果と管理面に重点
を 置 く こ と を 前 提 と し て い た 。 最 近 で は 、 ブ ラ ッ ク バ ー ン =ロ ー ゼ ン
（ Blackburn ,  R . ,  &  Rosen ,  B . ,  1993）やゴールパデー =チェン（ Ghorpade ,  
J . ,  &  Chen ,  M. ,1  995）などの観察者は、スキルの開発に加えて、業績
評価が、ほとんどの品質改善の根底にある継続的な改善を果たしている
                                                   
4 9 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 8 4 3 .  












すると、 スキルの獲得と開発に重点を置く人的資本増大型 HR システム
（技術および問題解決スキル、発達および行動ベースの業績評価、グル
ープ・インセンティブ、月給報酬のための選択的な人員配置、選抜）は、
品質戦略に基づいた業績要求と一致している 5 2）。  
 
③柔軟性戦略  








                                                   
5 1 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 8 4 4 .  
5 2 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 8 4 4 .  
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受注に対応することで製品の範囲を迅速に拡大する能力と見なす 5 3）。  
こ れ ま で 、 柔 軟 性 戦 略 の 多 く の 提 唱 者 は 、 コ ン ピ ュ ー タ 統 合 生 産
（ Computer  In tegrated  Manufac tur ing： CIM）などの高度な技術によ
って敏捷性と対応力を実現できると主張して きた。しかし、現在の研究
結果は、生産の柔軟性は、技 術的な要素そのものよりも人に大きく依存


















                                                   
5 3 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 8 4 4 .  
5 4 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 8 4 4 ~ 8 4 5 .  




かもしれない。ゴメス -メヒア＝ベルキン（ Gomez -Me j ia ,  L .R . ,  &  Balkin ,  










増大型 HR システムが必要である 5 6）。  
したがって、彼らの研究において、 1、製造戦略は、HR システムと 作
業上の成績との間の 関係に影響する 。2、コスト戦略は、管理型 HR シス
テムと作業上の成績 との間の関係に正の影響を与える 。3、品質戦略は、
人的資本増大型 HR システムと作業上の成績 との間の関係に正の影響を
与える。4、柔軟性戦略は、人的資本増大型 HR システムと 作業上の成績
との間の関係に正の影響を与える という仮説を立てている。さらに、管
理型 HR システムと人的資 本増大型 HR システムのそれぞれの HR 施策






                                                   
5 6 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 8 4 5 .  
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図表 1－ 8 管理型 HR システムと人的資本増大型 HR システム  
HR 施策  管理型 HR システム  人的資本増大型 HR システム  
 
配置  





















（ 出 所 ） Yo u n d t ,  M . A . ,  S n e l l ,  S . A . ,  D e a n ,  J . W. ,  J r. ,  &  L e p a k ,  D . P. , “ H u m a n 
R e s o u r c e  M a n a g e m e n t ,  M a n u f a c t u r i n g  S t r a t e g y,  a n d  F i r m  P e r f o r m a n c e ” ,  T h e  
A c a d e m y  o f  M a n a g e m e n t  J o u r n a l ,  V. 3 9 ,  N o . 4 ,  1 9 9 6 ,  p . 8 4 6 .  
こ の よ う に 、 コ ン テ ィ ン ジ ェ ン シ ー ・ ア プ ロ ー チ は 、 戦 略 に よ っ て
HRM の 在り 方も 変 わっ てく ると する と とも に、 特定 の戦 略 （環 境） の
下では最適の HR M が存在すると想定している点で、限定的なユニバー
サル・アプローチ、ベストプラクティス・アプローチといえる。 異なる
経営戦略と一致する従業員の行動を働きかける HR 実践も異なっている
ことを支持する研究 を挙げることができる（ 図表 1－ 9、図表 1－ 10、図




図表 1－９  戦略と HRM 施策  
 
経 営 戦 略  
H R M 戦 略  
防 衛 型  探 求 型  分 析 型  




募 集 、選 考 、
配 置  
・ 内 製 を 強 調 す る  
・ 初 心 者 レ ベ ル 以 上
の 募 集 は ほ と ん ど
し な い  
・ 望 ま し く な い 従 業
員 を 排 除 す る こ と
に 基 づ く 選 考  
・ 購 買 を 強 調 す る  
・ あ ら ゆ る レ ベ ル
で 洗 練 さ れ た 募
集  
・ 選 考 は 雇 用 前 心
理 検 査 を 必 要 と
す る か も し れ な
い  
・内 製 と 購 買 を
強 調 す る  
・内 製 と 購 買 と
を 組 み 合 わ
せ た 募 集 と
選 考 ア プ ロ




人 員 訓 練  
開 発 計 画  
・ 公 式 的 か つ 広 範 囲
ス キ ル ビ ル デ ィ ン
グ  
・ 広 範 な 訓 練 プ ロ グ
ラ ム  
・ 非 公 式 的 か つ 限
定 的  
・ ス キ ル の 識 別 と
習 得  
・ 限 定 的 な 訓 練 プ
ロ グ ラ ム  
・公 式 的 か つ 広
範 囲  
・ス キ ル ビ ル デ
ィ ン グ と ス
キ ル 習 得  
・広 範 な 訓 練 プ
ロ グ ラ ム 限
定 的 な 外 部






業 績 評 価  
・ 過 程 志 向 の 評 価 手
続 き  
・ 訓 練 ニ ー ズ の 識 別  
・個 人 /グ ル ー プ の 業
績 評 価  
・ 時 系 列 比 較  
・ 成 果 志 向 の 評 価
手 続 き  
・ 要 員 ニ ー ズ の 識   
 別  
・部 門 /企 業 の 業 績
評 価  
・ 横 断 的 比 較  
・ほ ぼ 過 程 志 向
の 評 価 手 続
き  
・訓 練 ニ ー ズ と
要 員 ニ ー ズ
の 識 別  
・個 人 /グ ル ー プ
/ 部 門 の 業 績
評 価  
・ほ ぼ 時 系 列 比
較 、多 少 の 横





報 酬  
・ 組 織 階 層 内 で の 地
位 に 向 け  
・ 内 的 整 合 性  
・ ト ー タ ル ・ コ ン ペ
ン セ ー シ ョ ン は 現
金 に 重 き を 置 い て
お り 、上 司 /部 下 の
格 差 に よ り 決 ま る  
・ 業 績 に 向 け  
・ 対 外 競 争 力  
・ ト ー タ ル ・ コ ン
ペ ン セ ー シ ョ ン
は イ ン セ ン テ ィ
ブ に 重 き を 置 い
て お り 、 募 集 ニ
ー ズ に よ り 決 ま
る  
・大 抵 組 織 階 層
に 向 け 、多 少
の 業 績 の 考
慮 事 項  
・内 的 整 合 性 と
対 外 競 争 力  
・現 金 報 酬 と イ
ン セ ン テ ィ
ブ 報 酬  
（ 出 所 ） M i l e s ,  R . E . ,  &  S n o w,  C . C . ,  “ D e s i g n i n g  S t r a t e g i c  Hu m a n  R e s o u r c e s  




















・ よ り 長 期 的 か つ グ ル ー プ ベ ー ス の 業 績 を 反 映 す る 傾 向
が強い業績評価  
・ 従 業 員 が 社 内 の 他 の 職 場 で 使 用 で き る ス キ ル を 習 得 す
るのを許す職務  
・外部競争力より、内部公平性を重視する報酬制度  
・ 賃 率 が 低 い 傾 向 に あ る が 、 従 業 員 が 株 主 に な り 、 給 与
パ ッ ケ ー ジ を 構 成 す る 構 成 要 素 （ 給 与 、 ボ ー ナ ス 、 ス
ト ッ ク オ プ シ ョ ン ） の 組 み 合 わ せ を 自 由 に 選 ぶ こ と が
可能である  
・広範な技能の開発を強化するための幅広いキャリアパ    









・ 即 時 の 労 働 条 件 お よ び 職 務 そ の も の に 関 連 す る 決 定 に
対する高水準の従業員参加  
・ 個 人 と グ ル ー プ の 基 準 が 混 在 す る 、 中 長 期 的 か つ 結 果
志向の業績評価  










・ 比 較 的 固 定 的 か つ 明 確 な 曖 昧 さ の 余 地 の 少 な い 職 務 記
述   





（ 出 所 ） S c h u l e r,  R . S . ,  &  J a c ks o n ,  S . E . ,“ L i n k i n g  C o m p e t i t i v e  A d v a n t a g e  w i t h  
H u m a n  R e s o u r c e  M a n a g e m e n t  P r a c t i c e” ,  A c a d e m y  o f  M a n a g e m e n t  E x e c u t i v e ,  












図表 1－ 11 戦略と HRM 施策  
 




HRM 機能  
 
 




H R M 編 成  ・ コ ス ト 削 減 型 HR M  
・ コ ミ ッ ト メ ン ト 最 大
化 型 H R M  
職 務 組 織  ・ 狭 義 の 職 務  ・ 広 義 の 職 務  
 
従 業 員 関 係  
・「 経 営 」 の 意 思 決 定 に 対 す る
従 業 員 の 影 響 は ほ と ん ど な
い  
・ 正 式 な 従 業 員 の 苦 情 /不 満 申
し 立 て の 仕 組 み が な い  
・ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン /社 会 化
に 対 す る 取 り 組 み は ほ と ん
ど な い  
・ 高 い レ ベ ル の 従 業 員
参 加 /関 与  
・ 正 式 な 紛 争 解 決 手 続
（ 労 働 組 合 不 加 入 企
業 ）  
・定 期 的 に 、事 業 情 報 /
経 済 情 報 を 従 業 員 と
共 有 す る  
人 員 配 置 /監 督  
・ 技 能 の 必 要 性 が 低 い  
・ 激 し い 監 督 /コ ン ト ロ ー ル  
・ 熟 練 労 働 者 の 割 合 が
高 い  
・ 自 己 管 理 チ ー ム  
訓 練  
・ 限 定 さ れ た 取 り 組 み  ・ よ り 広 範 か つ 総 合 的
な 技 能 訓 練  
 
報 酬  
・ 限 定 さ れ た 福 利 厚 生  
・ 比 較 的 低 い 賃 金  
・ イ ン セ ン テ ィ ブ ベ ー ス  
・ よ り 広 範 な 福 利 厚 生  
・ 比 較 的 高 い 賃 金  
・多 様 な 給 与 /持 株 制 度  
（ 出 所 ） A r t h u r,  J . B . ,“ T h e  L i n k  B e t w e e n  B u s i n e s s  S t r a t e g y  a n d  I n d u s t r i a l  
R e l a t i o n s  S y s t e m s  i n  A m e r i c a n  S t e e l  M i n i m i l l s ” ,  I n d u s t r i a l  a n d  L a b o r  
R e l a t i o n s  R e v i e w ,  Vo l . 4 5 ,  N o . 3 ,  1 9 9 2 ,  p . 4 9 1 .（ 一 部 修 正 ）  
 
（ 3）コンフィギュレーショナル・アプ ローチ  
 コンフィギュレーショナル・アプローチは、戦略と HR M 諸施策との
間の ｢外的整合性 ｣、個別 HRM 施策間の ｢内的整合性 ｣（ in ternal  f i t）の
両者を含めた HR M 施策パターンが競争優位の源泉となることを強調す
るアプローチである ｡  
 コンフィギュレーショナル ・アプローチは、いくつかの理由から、前
の 2 つの理論的視点のいずれかのものよりも複雑である。第 1 に、コン












理論的には、最大限の水平的適合 (hor i zonta l  f i t )の HR 実践または雇用
シ ス テ ム を 導 出 し な け れ ば な ら な い だ け で な く 、 最 大 限 の 垂 直 的 適 合
（ ver t i ca l  f i t）のために雇用システムを 代替的な 戦略的コンフィギュレ
ーションに結ばなければならない 5 7）。  










                                                   
5 7 ） c f . ,  D E L E RY,  J . E . ,  D O T Y,  D . H . ,  o p . c i t ,  p p . 8 0 8 ~ 8 0 9 .  





従って配置される 5 9）。  
 
図表 1－ 12 市場型システムと内部型システムの 2 つの雇用システム  
 





















ま た は 成 果 志 向 の 尺 度
によって測定して、数値




目 的 で フ ィ ー ド バ ッ ク
する  
利益分配  











従業員参加  ・わずかな従業員の発言  ・苦情処理システムの利用  








（ 出 所 ）D E L E RY,  J . E . ,  D O T Y,  D . H . ,  “ M O D E S  O F  T H E O R I Z I N G  I N  S T R AT E G I C 
H U M A N  R E S O U R C E  M A N A G E M E N T:  T E S T S  O F  U N I V E R S A L I S T I C ,  
C O N T I N G E N C Y,  A N D  C O N F I G U R AT I O N A L  P E R F O R M A N C E  P R E D I C T I O N S ” ,  
A c a d e m y  o f  M a n a g e m e n t  J o u r n a l ,  Vo l . 3 9 ,  N o . 4 ,  1 9 9 6 ,  p . 8 0 9  
そして、彼は、マイルズ＝スノ （ー Miles ,  R .E . ,  ＆  Snow,  C .G. ,  1978）
の戦略の分類 ( s trategic  typ o logy )、すなわち、 3 つの理想的な戦略タイ
                                                   















い 。 分 析 者 は 探 索 者 と 防 衛 者 の 両 方 の 特 徴 を 持 っ て い る 。 分 析 者
(ana lyzer )は 通 常 、 防 衛者 の よ う な 安定 し た製 品 分 野 と 、探 索 者の よ う
な新しい変化する製品分野の両方で活動する。分析者は通常、探索者の
ような変 化の創造者ではないが、防衛者よりははるかに迅速に変化に追








                                                   






作 り 出 す べ き で あ る 。「 自 発 的 で 逆 機 能 的 な 離 職 」（ vo luntary  
dys func t iona l  turnover） をさ らに 制 限 する ため に、 従業 員 には 高い 雇










織は、ボトムライン指標 （最終損益 ）で業績を測定す る成果志向の評価
システムを作成する 6 2）。  
要するに、内部型雇用システムと整合 する HR 実践は、防衛型戦略に
適切である。それは、（ 1）内部からの昇進の機会、（ 2）正式な訓練シス
テ ム、（ 3） 行 動 ベ ー ス の 評 価、（ 4） 階 層 ベ ー ス の 報 酬、（ 5） 雇 用 保 障、
（ 6） 従 業 員 の 声 が 反 映 さ れ る 、（ 7） 厳 密 に 定 義 さ れ た 職 務 な ど が 含 ま
れる。逆に、探索型戦略は市場型雇用システムが必要になる。このシス
テムは、（ 1）限定された内部雇用機会、（ 2）正式な訓練システムの欠如、
                                                   
6 1 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 8 1 0 ~ 8 11 .  
6 2 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 8 11 .  
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（ 3）成果ベースの評価、（ 4）利益分配システム、（ 5）弱い雇用保障、（ 6）






















                                                   
6 3 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 8 11 .  












ムに近づければ 近づける ほど、組織はより効果的になる 6 5）。  
最も複雑な第 3 のコンフィギュレーショナル解釈は、市場型システム










想型戦略から逸脱する程度に正確に比例しなければならない 6 6）。  
たとえば、もし組織の戦略が分析型戦略と探索型戦略の中間に位置す
                                                   
6 5 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 8 1 2 .  




ステ ム（ middle -o f - the - road  employment  systems）の 中 間 にあ る時 に
限り、最大限の効果を発揮する。したがって、業績を最大限に高めるた
めには、戦略に適した複合型雇用システムを 1 つ選択し なければならな
い。すなわち、組織の戦略に適した複合型雇用システムと雇用システム
との類似性は、財務実績と正の相関がある 6 7）。  
この第 3 のコンフィギュレーショナル解釈は、伝統的なコンティンジ






ンに焦点を合わせ 、各 HR 実践の変動を HR 実践のシステムの変動に正
確に比例させることによって、システムの視点を保持する 6 8）。  
 
4 . 経営戦略と HR M との統合に関する仮説  
経営戦略と HRM との間の統合の関係的な側面は、要因と巻き込まれ
た関係者との間の関係に言及する。言い換えれば、ここで懸念されてい




                                                   
6 7 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 8 1 2 ~ 8 1 3 .  






ナルな HR 部門が存在すればするほど、HRM の戦略的特性が保証される
という仮説がある 6 9）。  
この推論の流れに沿って、企業の HR M は、経営戦略に関連してその
相 対 的 な 重 要 性 の 点 で 特 徴 づ け る こ と が で き る 。 ゴ ー ル デ ン =ラ マ ヌ ジ
ャム (Gold en ,  K .A . ,  &  Ramanujam,  V. ,  1985 )の古典的な研究は、この関
係論（ re la t ional  perspec t i ve）の 1 つの主要な論説である。彼らは、経
営戦略と HRM の間の関係を、一方向 および 双方向の管理的なリンケー
ジと、統合的なリンケージ に区別した。さらに、統合されたリンケージ
は彼らが研究した 10 の企業のうちの 1 つにのみ存在することを見出し
た。ブラー (Bul ler,  P.F. ,  1988 )はゴールデンとラマヌジャムのカテゴリ
ーを用いて同様の結果を得た。多くの研究者が経営戦略と HRM の関係
を調査している（ Rowland ,  K . ,  &  Summers ,  S . ,  1981 ;  Lorange ,  P. ,  &  
Murphy,  D .C . ,  1984 ;  Nkomo,  S .M. ,  1984 ;  Mi l l s ,  D.Q. ,  1985 ;  Bul l er,  
P.F. ,  &  Napier,  N .K. ,  1993 ;  Brewster,  C . ,  1994）。すべてが同じ方向を
指している。 ほんのわずかなケースで、経営戦略と HRM の完全な統合
が実際に達成されている 7 0）。  
ゴ ー ル デ ン =ラ マ ヌ ジ ャ ム は 、 戦 略 的 統 合 の レ ベ ル を 決 定 づ け る 重 要
な要因として、 2 つのグループ、すなわち、組織固有の要因と HR 特有
の要因を区別した。当然のことながら、すべての特定の HR 要因は、企
業内の HR 部門または HR 機能にはっきりと関連付けられている。たと
                                                   
6 9 ） c f . ,  S l u i j s ,  E . V.  &  K l u y t m a n s ,  F. ,  “ B u s i n e s s  S t r a t e g y  a n d  H u m a n  R e s o u r c e  
M a n a g e m e n t :  S e t t i n g t h e S c e n e ” ,  M E R I T ' s  r e s e a r c h  m e m o r a n d a ,  M a a s t r i c h t  
M E R I T,  1 9 9 4 ,  p p . 2 ~ 3 .  






の統合ではなく、トップマネジメントと HR 部門との協力 および コミュ
ニケーションであると結論づける 7 1）。  











と HRM の統合のレベルにとって、本当 に重要かどうかは疑問であるか
もしれない 7 2）。  
こ の 研 究 の 大 部 分 を 担 う 別 の 仮 説 は 、 企 業 の 最 適 性 能 （ op t imal  
per formance）のためには高度な統合が不可欠であるというものである。
ブラー（ Bul l er,  P.F. ,  1988）は、統合の絶対 的レベルが決定的に重要で
はないと最初に述べているが、大部分の企業は動的で予測不可能な環境
で運営されているため、双方向または統合的な協力のために努力するこ
                                                   
7 1 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 3 .  










いる。（ Quinn ,  J . ,  1980 ;  Hend ry,  C . ,  &  Pet t igrew,  A .M. ,  1986 ;  Bul l er,  
P.F. ,  &  Napier,  N .K. ,  1993） 7 4）。  
したがって、経営戦略と HRM との関係の観点のみから、 SHRM にア
プローチすることは、むしろ無意味なようである。このアプローチの基
礎となる多くの仮説は、維持するのが難しいようである。また、他の側
面も少なくとも重要であると思われ、その関係は組織の戦略 的 HR 政策
および実践の両方の内容に密接に関連している。最後に、しばしば戦略
と HRM の関係について議論することは、HR マネージャーの地位に関す
る一般的な議論に進化する。これはおそらく HR M の戦略的水準を高め
る最も適切な方法ではないであろう 7 5）。  
経営戦略と HRM の最大限の統合を達成するために、企業がさまざま
な段階を経て自律的に進化または発展しているとみられている。したが
って 、 HRM の地 位 と内 容が 特定 の環 境 特性 と製 品市 場戦 略 次第 であ る
という仮説は確かに 立てられうる。また、一部の著者は、決定論的なま
たは 偶発 的な 関係 と いう 考え 方を 拒絶 し 、 HRM の内 容に 関 して 「戦 略
的選択」のための若干のスペースを提供することが明らかになるであろ
                                                   
7 3 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 4 .  
7 4 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 4 .  
7 5 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 4 .  
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う 7 6）。  
スルージ (S lu i j s ,  E .V. ,  1993）は、 HR M のサイクルモデル について述




づかなければならない。アッセン (Assen ,  A .V. ,  1989)、テリスウィー＝
スルージ（ Terwisga ,  H .B .V. ,  &  Slu i j s ,  E .V. ,  1990）、スルージ（ Slu i js ,  
E .V. ,  1991）の初期の研究に基づいて、 SHRM がボトムアップとトップ
ダウンの相互作用の方法で実現される方法が記載されている。ある意味
では、このアプローチでは、RBV と行動理論の両方が組み合わされてい
る。 Lengnick -Hal l  &  Lengni ck -Hal l の類型論と同様に、 SHRM のサイ
クルモデルは、内部化（ i nterna l izat ion）とアウトソーシングのような
戦略的選択のための余地を提供する。サイクルモデルは図表 1－ 13 に示
されている。相互作用のアプローチでは、経営戦略と HRM との関係は、
双方向性の、または統合された性格のものである。一方で、 戦略的な可
能 性 は 、 人 的 資 源 の 入 手 可 能 性 （ avai lab i l i ty ） と 適 応 可 能 性
（ ad justabi l i ty） に よ っ て 制 限 さ れ て い る 。 他 方 、 現 在 の 人 的 資 源 は 、





                                                   
7 6 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 4 .  
7 7 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 8 ~ 9 .  
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（ 出 所 ） S l u i j s ,  E . V.  &  K l u y t m a n s ,  F. ,  “ B u s i n e s s  S t r a t e g y  a n d  Hu m a n  R e s o u r c e  
M a n a g e m e n t :  S e t t i n g  t h e  S c e n e ” ,  M E R I T ' s  r e s e a r c h  m e m o r a n d a ,  M a a s t r i c h t  
M E R I T,  1 9 9 4 ,  p . 9 .  
経営戦略と HRM との間の統合の関係 は、2 つのタイプ に分類される。
1 つのタイプは、経営戦略は利用できる資源および入手可能な資源（資
源ベースの理論）に基づいて定式化される、または、経営戦略は外部市
場の 需要 に基 づい て おり 、 HRM の内 容 はこ の戦 略（ 行動 理 論） の派 生
物である、という戦略策定（命令の、象徴的および合理的なモード）の
合理的および線形的プロセスによって特徴付けられる 7 8）。  




                                                   
7 8 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 1 9 .  
．．．．．．．． 戦 略 指 示 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ガ イ ド ラ イ イ ン … . .  
．．． 実 践 的 な シ グ ナ リ ン グ ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 行 動 ．．．．  
行動  
戦略  経営戦略  
人事政策：  
シナリオ の作成と結果の予測  
人事慣行 ：  
政策の実施  作戦  
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ろう。経営戦略と HRM との統合に関するこれらの 2 つのタイプの状況
は 、 図表 1－ 14 に 示 さ れ て い る 。も ち ろ ん 、 2 つの 理 想 的 な タ イ プの
SHRM について語り合うことは魅力的である。しかし、現実は明らかに
はるかに複雑で、これらの理想的なタイプはおそらく見つけられないか
もしれない。これは、タイプ 1 の場合に特に当てはまる 7 9）。  
 
図表 1－ 14 経営戦略と HRM との統合に関する 2 つのタイプ  
 
 関係  内容  プロセス  
 
タイプ 1  
 
一方向の 関係  
行 動 の /資 源 ベ
ー ス に 基 づ い
ている  
計画された /直線の
/合理的な プロセス  
タイプ 2  
双 方 向 の /統 合 的 な
関係  
相 互 作 用 に 基
づいて いる  
反復的な プロセス  
（ 出 所 ）S l u i j s ,  E . V.  &  K l u y t m a n s ,  F. ,  “ B u s i n e s s  S t r a t e g y  a n d  Hu m a n  R e s o u r c e  
M a n a g e m e n t :  S e t t i n g  t h e  S c e n e” ,  M E R I T ' s  r e s e a r c h  m e m o r a n d a ,  M a a s t r i c h t  
M E R I T,  1 9 9 4 ,  p . 2 0 .  









                                                   
7 9 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 1 9 ~ 2 0 .  
8 0 ） c f .  i b i d . ,  p . 2 0 .  
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いる 8 1）。  
命題 2：タイプ 2 からタイプ 1、またはその逆で展開する経営戦略と
HRM と の統 合の 度 合い は、 企業 の環 境 が安 定し てい るか ダ イナ ミッ ク
であるか、企業が過渡的な状況にあるか、定常状態にあるかの度合いに
関連している 8 2）。  
以上 で、 HRM の発 展過 程を 整理 し なが ら、 経営 戦略 と の関 わり を検
討した。SHRM のプロセスは、その組織の経営戦略の要件に適合してい
る HRM の諸施策に通じて、その戦略に必要とされた HR の分析、開発、
配置、整合を行うことにより、競合他社に模倣され えない競争優位を構
築し、最終的には企業の経営戦略の成功に貢献する一連の活動で あり、
SHRM と経営戦略との間に、図表 1－ 15 のように論理の連鎖が存在する
と考えられる。  









（ 出 所 ） 奥 寺 葵 「 戦 略 に 対 応 し た H R M の 有 効 性 :戦 略 的 人 的 資 源 管 理 の 理 論 的 枠
組 」『 千 葉 商 大 論 叢 』 第 4 7 巻 第 2 号 、 2 0 1 0 年 、 1 4 1 頁 を 参 考 に し て 、 筆 者 作 成 。 
                                                   
8 1 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 2 0 .  




































内 部 適 合
を 満 た す
HRM 施策



















な業務に時間を取られ、図表 1－ 15 の中の「一貫性のある SHRM プロ
セス」に集中すること（内的適合）すらできないかもしれない。そのた
め、定型的な HR 業務を外部にアウトソーシングすること（ HRO）がま


































重要な理由の 1 つは、より戦略的な機能を担う HRM 部門を定型的な業
務から解放させ、より中核的な業務に集中させることである。言い換え
れば、HRM の成熟度の度合が HRO の採用、実施、効果に関係している。
中国企業における HRO の将来性を検討する前に、本章では、中国にお





第 1 節  中国における HRM 発展の経路  
 
1 . HRM 発展の 3 つの段階  










の PM へ、そして、現代 的 HRM へと一歩一歩発展してきた。このよう
な HRM の発達経路は、経済の発展、企業の変化、社会の進歩と関連し、
特に、改革開放後の国有企業の改革と密接な関係を持っている。曾湘泉、
苏中兴（ 2009）の研究によれば、改革開放後の HRM の発展は以下の三
つの段階に分けられる。  
 











書類の管理など 定型的な 事務を行うだけで、形式的な存在だった 8 3）。  









喚起したといえる 8 4）。  
 








                                                   
8 3 ） 曾 湘 泉 ・ 苏 中 兴 「 人 力 资 源 管 理 在 中 国 的 探 索 、 发 展 和 展 望 」『 中 国 人 才 』 第 3
期 、 2 0 0 9 年 、 1 0 頁 、 参 照 。  









ステムを作った 8 5）。  
さらに、1993 年 11 月 11 日～ 14 日に開催された 中国共産党第 14 期中













す役割が次第に重視されるようになった 8 6）。  
 
                                                   
8 5 ） 同 上 論 文 、 1 0 頁 、 参 照 。  
8 6 ） 同 上 論 文 、 11 頁 、 参 照 。  
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（ 3）現代的 HRM（ 2001 年以降）  
21 世紀に入って、世界一体化、経済一体化が急速に進行する中で、2001
年 12 月 11 日、中国は 143 番目の WTO 加盟国になった。外資導入政策
の透明度が急速に高まり、中国の豊富な労働力資源、巨大な消費市場に
引き付けられて、各業種の外資の導入が急速な発展時期に入った。外資






昇進管理、業績管理を行うことに集中するようになった 8 7）。  
さらに、 HRM は国家戦略として位置付けられ、 HRM に直接関連する






された。しかし、この段階においても、中国の HR M は伝統的な人事管
理から現代的な HR M に移行する段階に過ぎず、多くの企業の人事部が
HRM 部に改名されたが、HR 機能が以前の人事機能をそのまま継承した
だけで、 SHRM への発展は遂げていない 8 8）。  
                                                   
8 7 ） 同 上 論 文 、 11 頁 、 参 照 。  
8 8 ） 同 上 論 文 、 11 頁 、 参 照 。  
75 
 
2 . 中国における HRM 発展の特徴  
上記の現代中国における HRM の発展は、わずか 40 年ぐらいの歴史し
か持っていない。アメリカのような HR M の生成および発展における歴
史的背景 および理論的拡張と比べてみると、産業革命を経験しなかった
中国の現代的な HR M の発展には、いくつかの特徴が見える。  
第 1 に、中国の現代的な HR M の発展は、国が主導する中国の企業改
革と経済改革の推進と密接に関係している。確かに、改革のプロセスの







止は人事制度の改革 が成功する上で の 1 つの鍵であると認識されてきた。
「三鉄制度」は日本企業の終身雇用制と年功序列制とよく似通っている。











第 3 に、中国の現 代的な HR M は、欧米の先進的な理論 および実践を
学んで発展してきた。2000 年以降、経済のグローバル化は、中国企業の
HRM の さら なる 発 展を 推進 した 。多 く の大 規模 な多 国籍 企 業に 採用 さ
れた 科学 的か つ制 度 化し た効 果的 な管 理 理論 と実 践は 、 HR M の模 範 と
して中国企業に普及し始めた。この段階では、中国企業が外国企業から











む現代的な HRM システム が確立した。しかし、具体的 に中国企業の HRM
発展の現状をまとめることは非常に困難である。なぜなら、中国企業に
おける HR M の発展には両極化現象が生じたからである。例えば、一部
の大企業は積極的に実用的な HRM 方策を模索し、科学的な、標準化さ







め、 HRM に 精力 を つぎ 込む 余裕 がな い 。ま た、 伝統 的な 中 小企 業は 、
経済力を持っているものの、新しい管理理念の欠如、人材の不足に制約
されており、HRM の役割が十分発揮できない。このように、企業の HR
実践を評価し、客観的に中国企業の HR M 発展の現状を説明するために、
HRM 実践を測定できる一定の基準が必要である。  
2001 年に、米国カーネギーメロン大学ソフトウェア・エンジニアリン
グ 研究 所 （ SEI） は ソ フト ウ ェ ア 開 発プ ロ セス の 成 熟 度 モデ ル とし て 開
発した能力成熟度モデル（ capab i l i ty  matur i ty  model、以下 CMM）を
人 的 組 織 力 の 管 理 に 適 用 し た 人 材 開 発 能 力 成 熟 度 モ デ ル （ People  







一部の研究者は P-C MM の思想に基づいて、中国企業に よって適用可





するために設計されたも のであるため、企業の HR M の現状を分析する
上で も利 用可 能で あ る 。 した がっ て、 HRM 成熟 度の 概念 を 使用 し、 先
行研究および中国の各大手 HR M サービス会社の調査データに依拠しな
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がら、今日の中国における HRM の現状 および問題点を考察したい。  
 
1 . P -CMM について  
米 国 カー ネ ギ ー メ ロ ン 大 学ソ フ ト ウ ェ ア 工 学 研究 所 （ SEI） オ フ ィシ
ャルサイト（ http : / /www.se i . cmu .edu /reports /01mm001 .pdf）の紹介に
よると、 P -CMM は、従業員の能 力を持 続的に向上さ せるた め、一貫性
なく実施された 従業員実践から成熟した実践基盤に 至るまでの進化的な
改善経路を記 述する ために設計さ れたも のである。 P -CMM に含まれて
いる思想は、図表 2－ 1 のように 10 の原則にまとめることができる。  
 
図表 2－ 1 P -CMM の 10 の原則  
 
P -CMM の 10 の原則  
1 .  成熟した組織において、従業員能力は業績に直接関連がある。  
2 .  従業員能力は、競争の核心であり、戦略的優位の源泉である。  
3 .  従 業員 能 力は 、 組織 の戦 略 的な 経 営 目標 に一 致 しな け れ ばな ら
ない。  
4 .  知識集約型の仕事は、重心を職務要素から従業員能力へ移す。  
5 .  能 力は 、 個人 、 ワー クグ ル ープ 、 全 従業 員能 力 及び 組 織 を含 む
複数のレベルで測られ、改善され える。  
6 .  組 織は 、 経営 上 の核 心的 な 能力 に 極 めて 重大 で ある 従 業 員能 力
を向上させることに投資しなければならない。  
7 .  運営管理は、従業員能力に関与している。  
8 .  従 業員 能 力の 改 善は 、実 証 済み の 実 践と 手順 か ら構 成 さ れる プ
ロセスとして 追求されえる。  
9 .  組 織に は 改善 機 会を 提供 す る責 任 が ある と同 時 に、 個 人 には そ
れらの機会を利用する責任がある。  
10 .  技術と組織形態は、急速に進化しているため、組織は絶えず彼
らの従業員実践を進 化させなければなら ないし、新しい従業 員
能力を開発しなければならない。  
（ 出 所 ） B i l l  C u r t i s ,  Wi l l i a m  E .  He f l e y,  S a l l y  A .  M i l l e r,  P e o p l e  C a p a b i l i t y  
M a t u r i t y  M o d e l  ( P - C M M )  Ve r s i o n  2 . 0  C a r n e g i e  M e l l o n  S o f t w a r e  E n g i n e e r i n g  
I n s t i t u t e ,  2 0 0 1 ,  p p . 4～ 5 .  
そして、この原則に基づいて、 P -CMM は HRM 能力を図表 2－ 2 よう
に、「初期レベル」（ In i t ia l  Leve l）、「管理されたレベル」（ Managed  Level）、
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「 定 義 さ れ た レ ベ ル 」（ Def ined  Leve l ）、「 予 測 で き る レ ベ ル 」
（ Pred ic tabl e  Leve l）、「最適化されたレベル」（ Op timiz ing  Level）の
五つの等級に区分している。  
 













（ 出 所 ） i b i d . , p . 3 0 .  
 
2 . 中国企業における HRM の成熟度調査  




度を図表 2－ 3 のように「人事管理」、「ジュニア HRM」「ミドル HRM」
レベル 5：最適化されたレベル  
継続的な 従業員イノベーション、
組織業績調整 、継続的な 能力改善  






レベル 1：初期レベル  
レベル 2 に記述される実践を実施するが、一貫性のない、形
式主義の傾向がある  
レベル 3：定着されたレベル  
参加型文化、ワークグループ開発、コンピテン
シー・ベース実践 、キャリア開発、コンピテン
シー開発 、従業員計画、コンピテンシー分析  
レベル 2：管理されたレベル  
報酬 、訓練及び開発 、業績管理、作業環境、コミュニ
ケーション、コーディネーション 、従業員配置  
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「シニア HRM」、「 SHRM」という五つのレベルに分けている。  
調査の結果、被調査企業の 71 .7％が「ジュニア HRM」と「ミドル HRM」




成熟度が低い企業は主に建設・不動産企業、国有企業であった 8 9）。  
 













（ 出 所 ）王 晓 玲「 中 国 情 景 下 企 业 人 力 资 源 成 熟 度 模 型 及 系 统 评 价 」『 现 代 管 理 』第
1 巻 第 3 号 、 2 0 11 年 、 1 0 6 頁 。  
                                                   
8 9 ） 王 晓 玲 「 中 国 情 景 下 企 业 人 力 资 源 成 熟 度 模 型 及 系 统 评 价 」『 现 代 管 理 』 第 1 巻
第 3 号 、 2 0 1 1 年 、 1 0 8 頁 参 照 。  




レベル 4：シニア HRM 





レベル 3：ミドル HRM 
人的資源計画、業績連動報酬管理、チーム・ベースの訓練
及び開発、キャリアプランニング HRM 情報システム応用  
レベル 2：ジュニア HRM 
標準化さ れた人事管理、募集及び訓練、業績管理、報酬管理、
従業員管理、 HRM 情報技術の応用  





専門機構である北森人材管理研究院（ BeiSen  Research 以下、北森）と
中国人事科学研究院と共同で 1966 社の HR 管理者に対して調査を行い、
HRM 成熟度モデル（図表 2－ 4）を提出した。  
同調査によれば、企業の HR M 成熟度は、合理化された HR M 段階が
47.2％、モジュラー HRM 機能段階が 41 .8％、事務的 HRM 段階が 3 .6％、
統合された HRM 段階が 7％、 SHM 段階が 0 .4％である 9 0）。  
 










（ 出 所 ） 北 森 人 材 管 理 研 究 院 、 中 国 人 事 科 学 研 究 院 『 2 0 1 0 - 2 0 11 中 国 企 业 人 才 管
理 成 熟 度 調 査 報 告 』 2 0 11 年 、 5 頁 。  
また、北森が 2000 社の HR 管理者に対して実施した 2012 年の調査に
よれば、中国 企業における HR M の成功に影響を与える多くの要因の中
で、文化（企業が積極的に人間本位思想を推進するかどうか、人材管理
                                                   
9 0 ） 北 森 人 材 管 理 研 究 院 、中 国 人 事 科 学 研 究 院『 2 0 1 0 - 2 0 11 中 国 企 业 人 才 管 理 成 熟
度 調 査 報 告 』 2 0 1 1 年 、 5 頁 参 照 。  
レベル 5： SHRM 
企業のコア部門、組織変革の原動力  
レベル 4：統合された HRM  
HRM 各機能の統合、企業経営戦略への参加  
レベル 3：合理化された HRM 
他部門と協力、 HRM プロセス管理、 HRM ツールの使用  
レベル 2：モジュラー HRM 機能  
各モジュールの基本的な管理プロセスの確立、明確な責任  





か 、 従 業 員 が 会 社 の 提 唱 し て い る 人 間 本 位 を 感 じ る か ど う か ）、 制 度
（ HRM 実践 を助 け る一 貫性 ある 規範 的 、人 材管 理に 関連 す るプ ロセ ス
と制度があるかどうか）、技術（ HRM 問題を解決できる技術やツールが
あるかどうか）、 HR チーム（ HR 部門の影響力と HR 従業員のレベル）






報酬と福利厚生管理、従業員関係管理を含む現代的な HR M システムを
確立 した 。一 部の 企 業は 、 HRM を企 業 の競 争優 位の 源泉 と して 認識 す
るだけではなく、積極的に欧米の大手企業に匹敵する HR M を実践し、
大きく成長している。しかし、ほとんどの中国企業の HR M 実践は模索
段階に過ぎないため、いくつかの問題点も明らかになった。  
ほ と ん ど の 国 有 企 業 は 長 期 的 に 計 画 経 済 モ デ ル に お い て 運 営 さ れ て






                                                   
9 1 ）北 森 人 材 管 理 研 究 院『 2 0 1 2 - 2 0 1 3 中 国 企 业 人 才 管 理 成 熟 度 調 査 報 告 』2 0 1 3 年 、

















の不足、 HRM 実践の不足に直面している。  
 
第 3 節  HRM 実践の中国企業への適用可能性と その限界  
 
欧米 にお ける こ れま での 研究 にお い て， HRM 実 践が 企 業業 績に 影響
を 与 え る 具 体 的 メ カ ニ ズ ム に つ い て 合 意 は 存 在 し な い が 、 い く つ か の










HRM 実践に向かって徐々に収斂するが、限界があるということである。  
 
1 . 欧米の HRM 実践の中国企業への適用可能性  
前章において、 ディレリィ＝ドティによって特定された、一貫して戦





















ような HR M 実践を実施しなければならない。従って、欧米の背景から
の HRM 原理と実践 を中国に適用できる可能性があり、中国企業が持続
的発展を遂げるために、企業 経営活動のコンテクストに関係なく、いく
つか特定の管理機能と実践が必要である。  




えば、アクタル 、ディン およびゴウ（ Akhtar,  S . ,  Ding ,  D .Z . ,  &  Ge ,  G .L . ,  
2008）が実施した中国企業 465 社のサンプルにおける戦略的人事管理実
践の因子的妥当性（ fac tor ia l  va l id i ty）と業績に対するその影響に関す
る調査に、この視点を支持する実証的な証拠がある。 以下で はアクタル









すべての中国の都市の 中で最も高い一人当たりの GDP を誇っている。
南京は揚子江の下流に沿って位置し、江蘇省の中心都市である。その他
の 2 つの都市と比較すると、南京は一人当たり GDP、インフラ、家計消
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績および製品 /サービス業績に関する 7 つの HR M 実践の主要な効果を検
証するために、重回帰分析を使用した。この分析の過程で、企業の 歴史、
規模、業種、所有形態 および企業の所在地の影響をカバーした 9 3）。  
 
（ 1）欧米流の HR M 実践の導入の背景  
1978 年の経済改革が始まる以前においては、国有企業が中国の工業生
産を実質的に支配していたということができる。これらの企業における
HRM 実 践は 、国 家 中央 で計 画さ れた 職 務割 り当 て、 終身 雇 用、 平等 主
義の賃金 および「揺りかごから墓場まで」の福祉を確実にしたいわゆる
「鉄飯碗」に埋め込まれていた。しかし、中国の開放経済政策、外国直
接 投 資 の 目 覚 し い 拡 大 、 外 資 系 企 業 の 激 増 、 1994 年 の 労 働 法 の 制 定、
WTO への加入などは、比較的に発展していた海岸地域において HRM 制
度の導入をもたらすような条件を創出した。労働協約、業績関連型報酬
シス テム お よび 労 使 分担 制（ contr ibutory）の 社会 保 障制 度 の導 入を 含
                                                   
9 2 )  c f . ,  S Y E D  A K HTA R  &  D A N I E L Z .  D I N G  &  G L O R I A L .  G E ,  “ S T R AT E G I C  
H R M  P R A C T I C E S  A N D  T H E I R  I M PA C T  O N  C O M PA N Y  P E R F O R M A N C E  I N  
C HI N E S E  E N T E R P R I S E S ” ,  H u m a n  R e s o u r c e  M a n a g e m e n t ,  Vo l . 4 7 ,  N o . 1 ,  2 0 0 8 ,  
p . 2 0 .  
9 3 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 2 1 .  
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む“ 3 つのシステム改革”は、これらの HR M 制度の導入の好例である 9 4）。  
多くの国有企業で従来の人事管理基準が続いていたのに対して、新し
い HRM 用語が、従来の人事管理用語と区別するために、合弁企業と多




国籍企業によって例示されるような HR M の“ベスト・プラクティス”
を追求することが期待されている 9 5）。  
さら に、 HRM 制度 は、 改革 を経 験 して 、上 場企 業に な った 巨大 な国
有企業でも導入されてきた。改革前の時代と比較して、募集と選考はよ
り市場志向になり、報酬はよりさらに業績に結び付けられ、そして、終









景を超えて適用可能性をもって有効であると考えることができる 9 7）。  
 
                                                   
9 4 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 1 7 .  
9 5 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 1 7 .  
9 6 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 1 7 .  
9 7 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 1 7 .  
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る 1 0 0）。  
 
④雇用保障  
業 績 悪 化 の 一 因 で あ り 、 実 質 的 に は 終 身 雇 用 制 度 で あ っ た 「 鉄 飯 碗 」
                                                   
9 9 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 1 9 ~ 2 8  



























                                                   


























                                                   
1 0 2 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 1 9 ~ 2 8  




















てきた 1 0 5）。  
 




                                                   
1 0 4 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 1 9 ~ 2 8  






参入の様式は制度的環境と企業政府間関係によって制約される 1 0 6）。  














を含む）にますます頼らなければならないことを意味する 1 0 8）。  
 
（ 4）欧米のベスト・プラクティスと企業業績との相関  
Syed  A khtar  e t  a l .の研究においては、中国企業 465 社のサンプルの
アンケート調査を通して、製品・サービス品質と財務業績という２つの
                                                   
1 0 6 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 1 9  
1 0 7 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 1 9 ~ 2 0  
1 0 8 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 1 9 ~ 2 0  
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企業業績の指標に関して、HRM 実践の因子的妥当性（ fac tor ia l  va l id i ty）
と業績に対するその影響を検討した。彼らは、訓練、参加、結果重視の













この 4 つの『中核的な 』 HRM 実践は、企業に専門職 および管理職の従
業員を育成し、参加させ 、動機づけ、昇進させるための土台を提供した




規模、業種、所有形態 および企業の所在地に跨る様々な企業の HR 実践
が、製品 /サービス・業績と財務業績に影響を与えることを確認する上で
非常に価値がある。  
                                                   
1 0 9 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 2 0 ~ 2 5  
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割を備えている 1 つの役割に変えるという中国企業 HR M の進化は、先
進経済諸国における HRM の傾向を密接に反映している。将来 的には、
多少の地域的適応とともに、主流の SHR M がほとんどの中国の組織に 広
がるかもしれない。したがって、組織と国を超えて、欧米の背景からの
HRM 原理と実践が中国 で一般化するかもしれない。  
 
2 . 中国的コンテクストの 中での HRM 実践の研究  
前述したように、欧米 企業で企業業績に有意な相関を持つ ことが確認
されたいくつかの HRM 実践は、中国企業においても業績に 有意な相関
をもつことが確認された。中国商務部のデータによれば、2015 年に全国
で設立された外資系企業は、前年比 11 .8％増の 2 万 6575 社に達し、投
資金額は、 6 .4％増の 7813 億 5000 万元にのぼった。 2015 年 12 月末ま










価 値 観 お よ び 行 動 パ タ ー ン に 深 遠 な 影 響 を 与 え た 。 組 織 的 に 、 レ ノ ボ
（ 1984 年成立）、ハイアール（ 1984 年成立）のような大きく成長してい





大きく貢献したいくつかの HR M 実践は中国企業に適用できないか、ま
たは、現 段階では 中国企業にとって緊急に必要 とされるもの ではないと
考えられる。例えば、苏中兴（ 2010）の 149 社の企業調査に、この視点
を支持する実証的な証拠がある。以下で は苏中兴の研究に依拠しながら、
中国企業における高性能 HRM 実践を検討したい。  
 
（ 1）欧米企業で企業業績に相関を持つとされる HRM 実践のリスト  
学界において、企業業績に有 意な相関を持つ HR M システムにどんな
ベスト・プラクティスが含まれるべきかに関しては、統一 的な見解があ
る訳では ないが、苏中兴の研究によれば、欧米管理学の主流定期刊行物
に発表された論文 で頻繁に言及された実践は図表 2－ 5 のようにまとめ









図表 2－ 5 欧米企業の主要な HRM 実践  
 
 
   研究者  
 



































































































































































































































1 .職 務 分 析  ◯     ◯         ◯     
2 .チ ー ム ・ ベ ー ス の 作 業 シ ス
テ ム  
     ◯      ◯    ◯    
3 .品 質 管 理 、 コ ス ト 管 理 、 技
術 管 理 と の 関 与  
 ◯  ◯   ◯  ◯      ◯   ◯  ◯  ◯  ◯  
4 .権 限 の 委 譲 ・ 自 主 性    ◯     ◯        ◯    
5 .広 範 囲 の 人 材 の 選 抜      ◯    ◯        ◯   
6 .厳 格 な 選 抜 プ ロ セ ス      ◯      ◯  ◯  ◯  ◯   ◯  ◯  
7 .厳 格 な 募 集 基 準   ◯     ◯     ◯        
8 .ジ ョ ブ ・ ロ ー テ ー シ ョ ン   ◯     ◯      ◯       
9 .内 部 昇 進 ・ キ ャ リ ア 開 発        ◯     ◯   ◯  ◯      ◯  ◯  ◯  ◯  
1 0 .人 員 訓 練 の 時 間     ◯  ◯  ◯        ◯    ◯  
11 .正 式 な 訓 練 シ ス テ ム          ◯  ◯   ◯    ◯     ◯    ◯    
1 2 . 幅 広 い 教 育 機 会 、 職 務 横
断 的 教 育 、 ジ ェ ネ ラ リ ス
ト 育 成 、 ス ペ シ ャ リ ス ト
育 成  
 ◯  ◯        ◯    ◯   ◯   
1 3 .訓 練 効 果 の 測 定     ◯     ◯          
1 4 . 規 範 的 か つ 定 期 的 な 業 績
評 価  
    ◯     ◯    ◯  ◯    ◯  
1 5 . パ フ ォ ー マ ン ス ・ フ ィ ー
ド バ ッ ク  
        ◯        ◯  
1 6 .結 果 重 視 の 評 価                  ◯   ◯  ◯        
1 7 .賃 率 、 報 酬 水 準    ◯            ◯    
1 8 .業 績 連 動 型 報 酬              ◯  ◯  ◯  ◯  ◯  ◯   ◯   ◯  ◯   ◯  
1 9 .利 益 分 配                   ◯  ◯  ◯     ◯    ◯    
2 0 .グ ル ー プ 成 果 報 酬     ◯       ◯     ◯  ◯   
2 1 .交 渉 と 紛 争 解 決 プ ロ セ ス  ◯  ◯  ◯   ◯   ◯  ◯      ◯   ◯  ◯  
2 2 . 正 式 な 勤 務 態 度 調 査 、 苦
情 調 査  
    ◯        ◯  ◯   ◯   
2 3 .経 営 参 加    ◯   ◯             
2 4 .従 業 員 提 案 シ ス テ ム    ◯   ◯  ◯            
2 5 .雇 用 保 障                ◯      ◯     ◯    ◯    
2 6 .課 業 ・ 業 績 情 報 の 共 有   ◯    ◯      ◯  ◯   ◯  ◯  ◯   
2 7 .社 内 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン            ◯    ◯    
（ 出 所 ） 苏 中 兴 「 转 型 期 中 国 企 业 的 高 绩 效 人 力 资 源 管 理 系 统 ： 一 个 本 土 化 的 实 证
研 究 」『 南 开 管 理 评 论 』 第 4 期 、 2 0 1 0 年 、 1 0 1 頁 。  
 
（ 2）中国的コンテクスト および HRM 実践への影響  










期”（ pos t  trans i t ional  per iod）にある中国は欧米諸国のコンテクスト
とは大きな違いがあるため、中国企業に適する HR M 実践を確定するた
めに、まず、中国の経済的、社会的変革 およびそれらの HR M への影響
を理解しなければならない 1 1 0）。  
 
①労働規制  










                                                   
1 1 0 ） 苏 中 兴「 转 型 期 中 国 企 业 的 高 绩 效 人 力 资 源 管 理 系 统 ：一 个 本 土 化 的 实 证 研 究 」
『 南 开 管 理 评 论 』 第 4 期 、 2 0 1 0 年 、 1 0 1 頁 参 照 。  





欧米企業はハイ・コミットメント HR M システム型、ハイ・インボルブ
メント HRM システム型の HRM 実践に通じて従業員を引き付け、維持
した。人口が多い中国は労働力が豊富であるため、中国企業は、雇用コ
ストを最大限に抑えていた。これはベスト・プラクティス・モデルの選
択および採用に影響を与えた 1 1 2）。  
 
③文化、価値観  
中国 の文 化や 価 値観 は、 アメ リカ 式 のハ イ・ イン ボル ブ メン ト HRM
シ ス テ ム の 効 果 を 低 下 さ せ た 。 分 権 （ d ecentra l i zat i on） と 参 加 を 強 調
するハイ・インボルブメント HRM システムは、アメリカの民主主義と
参加文化に適している。アメリカにおいて、20 世紀初頭には、提案シス
テ ム や 従 業 員 委 員 会 な ど の 手 段 に よ り 従 業 員 の 管 理 参 与 感 を 増 加 し 、
1940 年代後半では、ハイ・コミットメント HRM システムとハイ・イン
ボルブメント HR M システムは流行し始めた。欧米文化と比較すると、
アジアの文化は階層と権力を強調する。特に中国数千年の封建的な文化
はハイ・インボルブメント HR M システムの採用を制約している。さら
に、いくつかの研究は、有能なリーダーが率いる集権環境で 中国人従業




                                                   
1 1 2 ） 同 上 論 文 、 1 0 0 頁 、 参 照 。  












現段階の 中国企業は、従来の人材管理システムを 継承して 使用する可能









段階にあるため、 より必要とされている HRM 機能は、内部労働市場の
開発や従業員の経営参加などのような上級機能ではなく、募集や評価な
どのような基本的な機能である 1 1 5）。  
 
                                                   
1 1 4 ） 同 上 論 文 、 1 0 0 頁 、 参 照 。  












低コストの競争戦略を使用している 1 1 6）。  
 




ロ意識は形成されなかった 1 1 7）。  







                                                   
1 1 6 ） 同 上 論 文 、 1 0 2 頁 、 参 照 。  
1 1 7 ） 同 上 論 文 、 1 0 2 頁 、 参 照 。  
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管理慣行からハイ・コミットメント HR M システムやハイ・インボルブ
メント HR M システムへパラダイムシフトしたが、中国企業に おいては
いまだに 産業革命時代の厳格な管理慣行 に対する 現実的な需要がある。
現段階の中国企業の HRM の特徴は、欧米のハイ・コミットメント HRM
システムが普及している一方で、伝統的な厳格なコントロール型の HRM
システムも非常に重視されているということである 1 1 9）。  
 
（ 3）中国のベスト・プラクティスと企業業績との相関  




業に適する可能性がある 28 項目（図表 2－ 6）の HRM 実践を確定し、
企業業績への貢献を検証し た。  
149 社のサンプル企業は、北京（ 66 社）と上海（ 83 社）に集中して
いる。企業規模は 50 人以下 23 社、 51 人～ 100 人 28 社、 101～ 500 人
44 社、 501 人～ 1000 人 10 社、 10000 人以上 44 社である。企業年齢は
5 年以下 38 社、 6～ 10 年 42 社、 11～ 15 年 24 社、 16～ 20 年 10 社、 20
年以上 35 社である。企業タイプは国有企業 38 社、国有持株企業 18 社、
                                                   
1 1 8 ） 同 上 論 文 、 1 0 2 頁 、 参 照 。  
1 1 9 ） 同 上 論 文 、 1 0 2 頁 、 参 照 。  
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外資系企業 53 社、民営企業 40 社である。さらに、この 28 項目の HRM
実践が中国企業に適するかどうかを確認するために、36 名の HRM 幹部
に対してインタビューを行い、 45 社の企業の HRM 事例を研究した。  
 
図表 2－ 6 中国企業におけるベスト・プラクティス と企業業績  
 
HRM 実践  業績への影響  
1 .系 統 的 な 訓 練 内 容（ 企 業 文 化 、管 理 技 能 、専 門 技 能 ） わ ず か な 正 の 影 響  
2 .競 合 他 社 よ り 多 く の 教 育 訓 練 投 資 （ 時 間 、 金 銭 ）  わ ず か な 正 の 影 響  
3 .規 範 的 な 研 修 プ ロ グ ラ ム  わ ず か な 正 の 影 響  
4 .厳 格 な 懲 戒 処 分  有 意 な 正 の 影 響  
5 .末 位 淘 汰 制 （ 成 績 最 下 位 の 労 働 者 を 解 雇 す る 制 度 ）  有 意 な 正 の 影 響  
6 .競 合 他 社 よ り 厳 格 な 職 場 規 律 管 理  有 意 な 正 の 影 響  
7 .成 果 主 義 ベ ー ス の 昇 格 ・ 降 格  有 意 な 正 の 影 響  
8 .管 理 職 の 競 争 制 度  有 意 な 正 の 影 響  
9 .生 産 情 報 と 財 務 情 報 の 公 表  わ ず か な 正 の 影 響  
1 0 .所 属 部 門 の 作 業 目 標 及 び 進 度 の 承 知  わ ず か な 正 の 影 響  
11 .頻 繁 な 企 業 の 発 展 戦 略 の 宣 伝  わ ず か な 正 の 影 響  
1 2 .応 募 者 が 企 業 の 価 値 観 を 共 有 す る か ど う か の 重 視  有 意 な 正 の 影 響  
1 3 .技 能 よ り 応 募 者 の 教 養 を 重 視 す る  有 意 な 正 の 影 響  
1 4 .厳 格 な 選 抜 プ ロ セ ス （ 筆 記 試 験 、 面 接 ）  有 意 な 正 の 影 響  
1 5 .広 範 囲 な 選 抜  有 意 な 正 の 影 響  
1 6 .成 果 主 義 型 人 事 考 課  有 意 な 正 の 影 響  
1 7 .人 事 考 課 の 結 果 に 基 づ い た 賞 罰  有 意 な 正 の 影 響  
1 8 .成 果 主 義 賃 金 制 度  有 意 な 正 の 影 響  
1 9 .人 事 考 課 の 明 確 な 評 価 指 標  有 意 な 正 の 影 響  
2 0 .短 期 イ ン セ ン テ ィ ブ 制 度  わ ず か な 正 の 影 響  
2 1 .高 給 で コ ア 人 材 確 保  わ ず か な 正 の 影 響  
2 2 .従 業 員 総 報 酬 ( To t a l  C o m p e n s a t i o n )  わ ず か な 正 の 影 響  
2 3 .キ ャ リ ア 開 発 計 画  負 の 影 響  
2 4 .内 部 昇 進  負 の 影 響  
2 5 .社 内 異 動  負 の 影 響  
2 6 .従 業 員 提 案 シ ス テ ム  わ ず か な 正 の 影 響  
2 7 .経 営 参 加  わ ず か な 正 の 影 響  
2 8 .勤 務 態 度 調 査 、 苦 情 調 査  わ ず か な 正 の 影 響  
（ 出 所 ） 苏 中 兴 「 转 型 期 中 国 企 业 的 高 绩 效 人 力 资 源 管 理 系 统 ： 一 个 本 土 化 的 实 证
研 究 」『 南 开 管 理 评 论 』 第 4 期 、 2 0 1 0 年 、 1 0 1 頁 。（ 一 部 修 正 ）  
 
➀国有企業のベスト・プラクティスについての考察  





欧米企業の典型的な高性能 HR M 実践が応用されていない ことがわかる。
中国の実情から言えば、計画経済の後遺症を排除するために、企業は一
般的に雇用保障を増加させるのではなく、減少させることにより、従業
員のモラールを向上させようとしている 1 2 0）。  









メント型の HRM 実践ではなく、伝統的なコントロール型の HRM 実践
であるため、欧米では高性能 HRM 実践として 採用されていない 1 2 1）。  
一 方 、 競 争 ・ 職 場 規 律 管 理 、 厳 格 な 人 員 募 集 、 成 果 主 義 の 人 事 考 課 、







                                                   
1 2 0 ） 同 上 論 文 、 1 0 6 頁 参 照 。  




を重視する傾向があることを示している 1 2 2）。  
 
② HRM 実践と企業業績  
図表 2－ 6 に示されたように、苏中兴は確定された中国企業に適する


















                                                   
1 2 2 ） 同 上 論 文 、 1 0 6 頁 、 参 照 。  









らの実践が大きな役割を果たすことを予測することができる 1 2 5）。  
このように、苏中兴の研究から、「中国の高性能 HRM システムはコミ
ッ ト メ ン ト 志 向 に 基 づ い た HRM 実 践 と コ ン ト ロ ー ル 志 向 に 基 づ い た









3 . 中国企業の高業績 HRM システムモデル  
以 上 の 二 つ の 先 行 実 証 研 究 に 沿 っ て 検 討 し た が 、 中 国 企 業 は 欧 米 の
HRM 実 践に 向か っ て徐 々に 収斂 しつ つ ある が、 その 傾向 に は 限 界が あ
るという仮説を立証できる。確かに、中国企業 HR M の進化は、先進経
済諸国における HR M の傾向を反映している。将来 的には、組織と国を
                                                   
1 2 4 ） 同 上 論 文 、 1 0 6 頁 参 照 。  














的コンテクストにおいての高性能 HR M システムを構成することができ
る。確かに、高性能 HRM システムは、異なる環境条件にある企業に従
うべきである。しかし、高性能 HRM システムのいくつかの共通性 も存
在する。例えば、現段階の中国企業の HRM システムにとって、厳格な
管理制度、動機づけ、訓練・開発の 3 つの要素が最も重要である。  
したがって、中国 的コンテクストを念頭に置きながら、中国企業の現
状、中国式の思考様式や行動様式を考慮に入れて、厳格な管理制度、動
機づけ、訓練・開発の 3 つの要素を中心とした、図表 2－ 7 のような中































（ 出 所 ） 苏 中 兴 「 转 型 期 中 国 企 业 的 高 绩 效 人 力 资 源 管 理 系 统 ： 一 个 本 土 化 的 实 证
研 究 」『 南 开 管 理 评 论 』 第 4 期 、 2 0 1 0 年 、 1 0 1 頁 を 参 考 に し て 、 筆 者 作 成 。  
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持や 、人 材の 確保 の ため 、厳 格な 管理 制 度、 成果 主義 ベー ス の HRM、
















第 3 章  人的資源管理 アウトソーシング  
 





例えば、ハーバード大の元教授であるチャラン（ Charan ,  R .）が 2014
年にハーバード・ビジネス・レビューに寄稿した論文「 I t’s  Time  to  Sp l i t  
HR（邦題：今こそ 人事部門を分割 する とき）」において、 HR 部門およ













困難である 1 2 6）。  
                                                   




の 地 位 を 取 り 除 き 、 HR を 2 つ の 組 織 に 分 割 す る 。 1 つ は 、 HR -A
（ HR-Adminis tra t i on）と呼ば れるか も しれない 部分で 、主 に報酬と 福
利厚生を管理する。CFO に直属し、報酬をただの大きなコストとしてだ
け で は な く 、 人 材 マ グ ネ ッ ト と し て 見 な け れ ば な ら な い 。 も う 1 つ の
HR-LO（ HR-Leadership  and  Organiza t ion）は 、従 業員 の ビジネ ス 能
力を向上させることに集中して、 CEO に直属する 1 2 7）。  
チャランに指摘された HR 部門や HR 管理者のいくつかの問題点は確
かに存在するが、それは HR 部門や HR 管理者が定型的な 業務に時間を
取られ、より戦略的な業務に集中することができないことによるかもし
れない。事例にもある。例えば、世界で事業を展開している日本の大手
企業日立における HRM 業務機能別 およびその時間数は図表 3－ 1 のよう
に示されている。  
 
図表 3－ 1 日立の HRM 業務機能別およびその時間数  
業務機能  時間数（％）  
総務  26 .1  
採用・雇用条件・人 材配置・異動・転勤  13 .0  
労務・組合関係、退 職 ･再雇用等の雇用関連  9 .2  
トレーニング・研修  8 .4  
給与支払い・勤休管理  7 .9  
福利厚生  6 .4  
人事部門内のマネジメント  6 .2  
                                                   
1 2 7 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 3 4 .  
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安全性・セキュリティ  5 .9  
報酬関係  5 .9  
タレ ン トマ ネ ジ メン ト（ 人 材の 採 用 、選 抜、 育 成 、
配置、評価）  
2 .7  
HR 以外の業務  2 .3  
人事情報システム（ IT）  2 .3  
組織開発（組織のパフォーマンスの向上・改善）  1 .4  
コミュニケーション・渉外・ PR  1 .1  
人事戦略・計画  0 .8  
その他  0 .3  
（ 出 所 ）山 口 岳 男「 真 の グ ロ ー バ ル カ ン パ ニ ー を 目 指 し て -グ ロ ー バ ル 人 財 戦 略 と
そ の 実 行 」 労 働 政 策 フ ォ ー ラ ム 、 2 0 1 4 年 、 2 1 頁 。  
この図表により、総務、採用・雇用条件・人材配置・異動・転勤、労
務・組合関係、退職 ･再雇用等の雇用関連のような事務的、定型的な課業
に約 50％の時間が使われていることが わかった 。  
したがって、 HR 部門の役割 および HR M 管理者の能力を否定し、 HR
部門をなくすような解決法は、適切ではないであろう。例え HR 管理者
はビジネスのことを十分に理解していないとしても、恐らく他部門の管
理者よりは HRM のことには詳しいため、HRM 政策の決定 および その実
践の能力は優れているはずである。  
このように、本来の企業内部の HR 部門で行 われていた企業の競争力
に直接的に関与していないいくつかの定型的な HR M 活動に費やされる
時間の割合を減らすため、 HRO を積極的に利用する企業が増えている。
現在、欧米においては、 HRO 市場は非常に成熟しており、 HRO サービ






本章では、主に Thomas  James  Norman（ 2009）の研究に依拠しなが
ら、HRO の定義、進化過程、理論的根拠を考察し、一般的にアウトソー
シングされた主要な種類の HR 活動を検討する。  
 
第 1 節  アウトソーシングの定義  
 
 HRO は言うまでもなく、 HRM 活動のアウトソーシングであるが、し
たがって HRO を経営学的に追究するためには、まずアウトソーシング
の定義から始めらなければならない。  
 ビジネスウイーク誌は、 HRO は BPO 分野で最も急速に成長している




い 、 フ ロ ン ト ガラ ス の 配 送 ） を 移 転す る （ trans fer r ing）こ と が 含 まれ
る。アウトソーシングの決定は純粋に財務的なものかもしれないが、戦
略的な意味合いももっているかもしれない 1 2 8）。  
 学術文献で 数多くの「アウトソーシング」 が定義されている。ブラウ
ンとウィルソン（ Brown ,  D . ,  &  Wi l son ,  S . ,  2005）はアウトソーシング
を「外部ソースから用役を取得する行為」と定義している。カーン、ウ
                                                   
1 2 8 ） c f . ,  N o r m a n ,  T h o m a s  J a m e s ,  O u t s o u r c i n g  H u m a n  R e s o u r c e  a c t i v i t i e s :  
m e a s u r i n g  t h e  h i d d e n  c o s t s  a n d  b e n e f i t s ,  2 0 0 9 ,  p . 2 .  
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ィルコックス =ヘック (Kern ,  T. ,  Wi l l cocks ,  L . ,  &  Heck ,  E . ,  2002 )  は、






レームワークは HR O の内容に合致する 1 2 9）。  








とにより、マカイバーの定義を修正した。レイ =ヒット（ Lei ,  D . ,  &  Hi t t ,  
M.A . ,  1995） は 、「 コ ン ポ ー ネ ン ト や そ の 他 の 付 加 価 値 活 動 の 創 出 の た
めの外部資源への依存」として、アウトソーシング の定義を 拡張した。
この定義には、付加価値である限り、ほぼすべての活動が含まれている
1 3 0）。  
 コタベ =モル（ Kotabe ,  M. ,  &  Mol ,  M.J . ,  2006）は、アウトソーシン
グを「外部サプライヤーからの商品やサービスの調達」と定義している。
                                                   
1 2 9 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 2 ~ 3 .  
1 3 0 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 3 .  
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定義は、購買と下請けを含むため、トンプソン（ Thompson ,  J .D . ,  1967）
の相互依存メカニズムの分類を想起 させる 1 3 1）。  
モル（ Mol ,  M.J . ,  2007）は、アウトソーシング について の 3 つの定義
を要約している 。 1 .アウトソーシン グと は、外部のサプ ライ ヤーが行う
活動を指す。 2 .アウ トソーシングと は、 企業から外部の サプ ライヤーへ







て い る と い う こ と に な る 。 こ れ は 、 コ ス ト と 利 益 に つ い て の 完 全 情 報
（ per fec t  in formati on）を前提としている 1 3 2）。  
「 contrac t ing」、「 contrac t ing  out」と「 fa rming out」は、「 outsourc ing」
と意味が似ている用語である。フリードマン（ Friedman ,  D . ,  2005）が
使用しているアウト・タスキング（ out  tasking）という用語は、限定さ
れた特定のプロジェクトのために外部のプロバイダーを採用することを
                                                   
1 3 1 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 3 ~ 4 .  









グ（ consul t ing）と は区別 される 。コ ン サルテ ィング とア ウ トソー シン
グの間の線は、ビジネスプロセスの領域では特に曖昧になる。これは、
最大の HR O プロバイダーのいくつかが大手経営コンサルティング企業
の一部であるという事実を説明できる 1 3 3）。  
 
第 2 節  HR O の形成及び発展  
 




1 . 分業の当然の結果としてのアウトソーシング  
アウトソーシングは組織の出現とともに現れ、そしてその研究は少な





                                                   




なものである 1 3 4）。  
 産業革命は、根本的に新しい形態の生産を伴うアウトソーシングの増
加 の 時 期 で あ っ た 。 チ ャ ン ド ラ ー の 「 目 に 見 え る 手 （ Vis ib le  Hand）」
（ Chandler,  A . ,  1977）と、この移行期における委託（ trus t）と同族企
業の役割が想起される。20 世紀になると、いくつかの産業が多くの構成
要 素か ら な る 原子 論 的 生産 （ atomis t i c  produc t ion） の こ の 傾 向を 逆 転
さ せ 、 1970 年 代 ま で の フ ォ ー ド 主 義 （ Ford is t） の 垂 直 統 合 （ ver t i cal  
integrat i on）の形で統合が始まった（ Piore ,  M. ,  &  Sable ,  C . ,  1984）1 3 5）。  
 ポ ー タ ー （ 1980） は 規 模 と 交 渉 力 の 重 要 性 を 強 調 し て い た が 、 1980
年 代 後 半 に は 、 大 企 業 の 分 権 化 （ decentra l i zat i on ） や 組 織 の 解 体
（ dismantl ing） が 一 般 的 に な っ た （ 例 え ば 、 日 本 企 業 に お け る 系 列 ・
慣行は一種の戦略的なアウトソーシングである）。そして、日本の自動車
メーカーが普及させた「リーン生産方式」（ l ean  produc t ion）のような
経営慣行も、実務家や学者の研究の焦点になった。言い換えれば、アウ
トソーシングの決定は、企業の境界についての決定（すなわち、組織と
そのサプライヤーとの間の境界線の再描画）に関わる問題である 1 3 6）。  




減少さ せた 。企 業資 源計画 （ ERP）シ ス テムと 電子 デー タ交 換（ EDI）
システムは、情報を交換するための標準通信規約（プロトコル）を作成
                                                   
1 3 4 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 7 .   
1 3 5 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 7 .  

















るために必要なマネージャーの信念体系 （ bel ie f  sys tem）の変化は、組
織の中核的能力に焦点を 合わせて、組織間の関係を管理する能力を向上





ば「仮想企業」（ vi r tual  corp ora t i on）と呼ばれる新しい組織形態を創出
した 1 3 9）。  
                                                   
1 3 7 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 8 .  
1 3 8 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 8 ~ 9 .  










れている 1 4 0）。  
 
 2 . BPO の登場  
 モル（ 2007）は、 2000 年までの世界的な技術的変化に伴う 3 つの最
近のアウトソーシングの波を特定している。最初の波は、「ジャパン・ア
ズ・ナンバーワン」の熱狂によって推進された 1980 年代半ばに始まっ
た製造プロセスのアウトソーシングである。第 2 の波は、1990 年代半ば
の情報技術（ IT）のアウトソーシングである。第 3 の波は、 1990 年代
後 半 か ら の ビ ジ ネ ス プ ロ セ ス ・ ア ウ ト ソ ー シ ン グ （ Bus iness  Process  
Outsourc ing、以下 BPO）である。BPO の発展は、インドが活動の中心
に位置しているため、オフ ショアリング ・ムーブメント と呼ばれること
もある。 IT プロセスのアウトソーシングは、 2 つの理由から BPO の成
長を導いた。 1 つ目は、 IT アウトソーシングの増加を可能にした主要な
技術は IT そのものであったため、これらのマネージャーはコストと利
益を理解した。 2 つ目は、「コンピュータ 2000 年問題」によって引き起
こされた IT システムとプログラミング作業の需要が一時的に劇的に増
加したことである。米国の慢性的なコンピュータ・プログラマーやエン
                                                   






せるために、まったく新しい産業を創出する程の資金を提供した 1 4 1）。  












ーア、ヤングブラッド、グレー（ Greer,  C . ,  Youngblood ,  S . ,  &  Gray,  D . ,  




とを選択しがちであるかもしれないということである 1 4 2）。  
 
                                                   
1 4 1 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 1 7 ~ 1 8 .  
1 4 2 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 1 8 .  
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3 . HR O の登場  
 グ リ ー ア 、 ヤ ン グ ブ ラ ッ ド お よ び グ レ ー (Greer,  C .R . ,  Youngblood ,  
S .A . ,  &  Gray,  D .A . ,  1999 )は、ダウンサイジング（ downsi z ing）、急速な
成 長 ま た は 衰 退 （ rap id  growth  or  d ec l ine ）、 グ ロ ー バ ル 化
（ global i za t ion）、 競 争 の 激 化 （ inc reased  comp et i t i on）、 企 業 再 構 築
（ rest ruc tur ing）という五つの要因により、企業が HRO を行ったこと
を主張し、次のように述べた。  
 ダウンサイジング傾向が減少している兆しがいくつかあるものの、以
上の 5 つの要因の内ダウンサイジングは、過去 10 年間、HR をめぐる考
察を支配してきた。 1990 年代初頭には、毎年 65 万以上の雇用が失われ
て、一日あたり最大 3100 ものレイオフが発表された。全業界避けられ
な い 構 造 調 整 に よ り 、 ダ ウ ン サ イ ジ ン グ の 策 定 者 と 実 行 者 と し て 、 HR
部門は自分自身をダウンサイジングの対象から除外して例外扱いする訳
にはいかなかった。HRO の決定は、しばしは人事サービスのコスト削減







かどうかにかかっている 1 4 4）。  
 アウトソーシングの世界の優先課題は、企業が外国での製品・サービ
                                                   
1 4 3 ） c f . ,  C h a r l e s  R .  G r e e r,  S t u a r t  A .  Yo u n g b l o o d ,  a n d  D a v i d  A .  G i a y,  “ H u m a n  
r e s o u r c e  m a n a g e m e n t  o u t s o u r c i n g :  T h e  m a k e  o r  b u y  d e c i s i o n ” ,  A c a d e m y  o f  
M u u a g e m e n l  E x e c u t i v e ,  Vo l . 1 3 ,  N o . 3 ,  1 9 9 9 ,  p . 8 6 .  


























                                                   
1 4 5 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 8 6 .  








ことはない 1 4 7）。  
 アウトソーシングの採用は、 HR 部門を再編するためのより大きな計
画の一部である限りでは、 HR リソースを再集中したり再配置したりす






値サービスを提供するために策定される かもしれない 1 4 8）。  
 
 4 . HRO の進化  
（ 1） HRO の地理的展開  





                                                   
1 4 7 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 8 6 .  












原因になっている 1 5 0）。  
マッキンゼー・アンド・カンパニー（ McKinsey  ＆  Company,  2004）
は、低賃金の仕事を途上国にアウトソーシングすることが世界経済に有





70％、アメリカ 58％であった 1 5 1）。  
アウトソーシング・アドバイザリ ー会社の TPI  (  F inancia l  Express  ,  
2007  )の 研 究 で は 、 In fosys、 TC S、 Wip ro な ど の イ ン ド に 拠 点 を 置 く
BPO プロバイダーは、自社の市場シェアを 2002  年の 0 .5％未満から、
2006 年に世界市場の 7％にまで拡大した。この 14 倍以上の増加に照ら
してみると、トップ 6 のグローバルアウトソーシングメジャーであるア
                                                   
1 4 9 ） c f . ,  N o r m a n ,  T h o m a s  J a m e s ,  o p .  c i t . ,  p . 11 .  
1 5 0 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 11 .  
1 5 1 ） c f . ,  i b i d . ,  pｐ . 11 ~ 1 2 .  
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クセンチュア、 IBM、 HP、 ACS、 C SC、 EDS の市場占有率は 2002 年の
71％から 2006 年には 46％までに落ちた 1 5 2）。  
HRO は急速にグローバルになりつつある。 HRM 機能のすべてを外部
委託するトータル HRO（ Tota l  HRO）の分野は、 1998 年にエネルギー
大手である BP と Exult（ 2004 年にヒューイット・アソシエイツが買収）
との契約により、ヨーロッパで開拓された。2006 年に BP が Exult との
契約の解約を発表した後、この契約は 2009 年 2 月に更新された。 2006
年までにグローバルに契約された 170 件の契約のうち、33 件がヨーロッ
パであり、総額 56 億ドルを超える（ HROA、 2007）。 2006 年時点で、
Accenture は 契 約 総 金 額 の 48 ％ （ 契 約 件 数 の 24 ％ ） を 占 め 、
Excel lerateHRO は契約総金額の 16％（契約件数の 9％）を占め、Hewit t
は契約総金額の 15％（契約件数の 6％）を占めている。 2006 年には、
ヨーロッパの HRO プロバイダートップ 10 には、Xchanging、ARINSO、
ACS、 Capi ta、 A DP、 IBM、 Xansa が入っていた。ヨーロッパ最大の取
引案件の 1 つに、 Accenture と Uni lever の間に 20 ,000 人以上の従業員
に HR サービスを提供するための 10 億ドルの契約がある（ HROA、2007）
1 5 3）。  
ヨーロッパの最も HRO が盛んな都市は、ロンドン、パリ、ブリュッ
セル、ワルシャワ、プラハである（ Vash is tha ,  A . ,   2007）。ロンドンに
は、Accenture、 AC S、 A lexand er  Mann Solu t ions  、Brib  Outsourced  
So lu t i ons  、 Cer id ian  and  C rys ta l  HR O を含むほとんどの HRO 企業が
ある。スコットランドのグラスゴーには Hewit t の HRO センターがある。
ARINSO Internat i onal 、 Hewi tt  A ssoc ia tes 、 Manp ower 、 お よ び
                                                   
1 5 2 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 1 2 .  
1 5 3 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 1 2 .  
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SharedXpert i se は 、 ブ リ ュ ッ セ ル に オ フ ィ ス を 構 え て い る 。 パ リ は 、
Adecco、 Boyden、 E ADS、 European  Human  Resource  C onsul tants の
主要オフィスの所在地である。東欧では、現在、新しいオフィスが最も
急速に成長している 1 5 4）。  
Hewit t は最近、フランス語、ドイツ語、英語を話す低コストの多言語
の従業員を活用するために、ポーランドのクラクフに HRO センターを
開設した（ Marquez ,  J . ,  2006）。 A ccenture はチェコのプラハとルーマ
ニアのブカレストに拠点を有している。 Staf f  Po land はワルシャワにセ
ンターを構えている。 A DP はプラハに事務所を持ち、E ST outsourc ing
はキエフにウクライナ事務所がある。HR O の仕事を東ヨーロッパの場所
にシフトさせることは、失業が国家的問題である多くのドイツとフラン
スにいる管理者にとって、仕事をインドに移すより受け入れられる 1 5 5）。 
Accenture や IBM などの主要な HRO プロバイダーは、ムンバイ、デ
リー、大連、マニラなどアジアの都市に大規模なセンターを開設してい
る。 IBM とコンバージス（ Convergys）は中国大連で HR O 事業を展開
しており、C DP Group は上海にセンターを構え ている。IBM、Accenture、
DDC  HR O、および DesktopSta f f は、マニラにセンターがある。フィリ
ピンは募集処理アウトソーシングのオフショアリングの中心となり、タ
イも 参 入し て いる 。 コン バ ージ ス （ Convergys） は マレ ー シ アの ク アラ
ルンプールにセンターを持ち、Inovas ia はインドネシアのジャカルタに
オフィスを構えている 1 5 6）。  
1990 年代後半には、コスト削減、サービス品質の向上、専門分野にお
ける専門知識の獲得 の利点により HRO やトータル  HRO は 急激に増加
                                                   
1 5 4 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 1 3 .  
1 5 5 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 1 3 .  






減の方法を模索 させ た。その 1 つの方法は、現在より低コストで提供さ
れる生産プロセスを外部委託することである 1 5 7）。  




で広がっている 1 5 8）。  









な構造を変え、従業員の期待や態度に影響を与える可能性がある 1 5 9）。  
 
（ 2） HRO の爆発的な増加  
 HRO は、英国石油（ B ri t i sh  Petro l eum）が多くの HR 活動を Exul t
                                                   
1 5 7 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 1 4 .  
1 5 8 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 1 4 .  




他の初期の HRO 契約は、英国航空（ Bri t i sh  Aerospace）、英国電信電話
（ Bri t i sh  Tel ecom）、ノーテル（ Norte l）、バンク・オブ・アメリカ（ Bank 
o f  A merica）、 AT＆ T、カナダ帝国商業銀行（ CIBC）などについて、英
国に主にその起源を求められる。英国は欧州市場の 50％を占め、平均契
約額は 3 億ドルである。しかし、欧州市場は、 HRO 取引の 70％が第 1
世代の契約であるため、成熟していない（ Hunter,  I . ,  &  Saunders ,  J . ,  
2007）。ヨーロッパでは、HRO 取引の 19％が公共部門機関によって締結
されている 1 6 0）。  
 HR O は米国でも急速に流行した。 2001 年、ユニシス（ Unisys）は 2
億ドル、 7 年間の HRO 契約を締結し、インターナショナル・ペーパー
（ In ternat iona l  Paper）は 6 億 8500 万ドル、 10 年間の HR O 契約を締
結 し た 。 プ ル ー デ ン シ ャ ル ・ フ ァ イ ナ ン シ ャ ル (Prudent ia l  F inancia l )
は、 7 億ドルの 10 年間の HR O 契約を締結し、プロクター・アンド・ギ
ャンブル（ Proc ter  & Gamble）は 2003 年に 4 億ドル、 10 年間の契約を
締結した（ Rober t  Frances  Group、 2004 年）。 2006 年に HRO サービス
の 提 供 を リ ー ド す る の は 、 33 件 の 取 引 で 78 億 ド ル の ヒ ュ ー イ ッ ト 社
（ Hewi t t）、21 件の取引で 49 億ドルのアクセンチュア（ Accenture）、8
件取引で 25 億ドルの ACS であった。 21 世紀の最初の 10 年の中期は大
きな成長期であった。競争圧力の影響は、全体の HRO サービスの価格
設定に反映され、従業員 1 人あたりの平均価格は、 2006 年には 1998 年
に較べて、率にして 55％、額にして 325 ドル減少した 1 6 1）。  
 HRO は BPO 市場で最も急速に成長している分野で、BPO 市場全体の
                                                   
1 6 0 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 2 5 .  
1 6 1 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 2 5 .  
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18 .2 ％ を 占 め 、 2006 年 の 世 界 の 売 上 高 は 260 億 ド ル に 達 し て い る
（ Brown ,  R .  H . ,  &  Hale ,  K . ,  2007）。オリオン・パートナーズは、 HRO
市場 の世 界規 模 が 128 件 のト ー タル  HRO 契 約を 結ん だ こ とに よっ て
230 億ドルを超えると推定した（ Hunter,  I .  &  Saund ers ,  J . ,  2007）。2005
年に HR O に関する 2009 年の支出は 140 億ドルになると予測されたが、
予測が外れることが示された（ Yankee  Group ,  2005）。 HR O は 2006 年
に 4 .7％増加し、2007 年には 3 .8％までに減速した（ B rown ,  R .  H . ,  &  Hale ,  
K . ,  2007）。 HRO は IT アウトソーシングと同様に成熟している。 1990
年代後半に、 B P A moco の HR 管理者と新会社 E xul t のコンサルタント
たちは、HR 機能の広範なアウトソーシングに 6 億ドルの HRO 契約を締














                                                   
1 6 2 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 2 4 .  
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図表 3－ 2 2004 年から 2006 年までの主要な HR O 取引の概要  
 
 
（ 出 所 ） N o r m a n ,  T h o m a s  J a m e s ,  O u t s o u r c i n g  Hu m a n  R e s o u r c e  a c t i v i t i e s :  
m e a s u r i n g  t h e  h i d d e n  c o s t s  a n d  b e n e f i t s ,  2 0 0 9 ,  p p . 2 6 ~ 2 7 を 参 考 に し て 、 筆 者
が 作 成 し た 。  
 
5 . アウトソーシングされる HR 活動の種類  







や ア ウ ト ソ ー シ ン グ の 採 用 を 必 然 化 さ せ る 。 採 用 ア ウ ト ソ ー シ ン グ
（ Recrui tment  Process  Outsourc ing、以下 RPO）は長い歴史を持ち、








歩を促進する 1 6 3）。  
RPO は、技術と標準化されたプロセスへの特定の投資が社内調達より
もある優位性を提供したところでは、公正労働基準法が適用される従業
員（ non -exemp t  employees）の大量の人員配置を開始した。 RPO の市
場は現在、労働基準法適用除外従業員（ exempt）の一部、中間レベルの
専門職雇用の一部である。 RPO は、役員候補者 （ execut ive  search）や
「紫色のリス」（ purp le  squi rre ls ,  革新的な心を持っており、ゲームの
ルールを変えることができる優秀な人材のこと）の探索にも使用される。
新しい RPO 契約のほぼ 90％には、プロフェッショナルの採用が含まれ
ている（ Gerard ,  B . ,  2007）。これは、依頼元企業の考え方が非中核的人
材募集機能のアウトソーシングから絶対的 に重要な不可欠の人材の募集
                                                   
1 6 3 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 3 3 .  
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活動に進化しているからである 1 6 4）。  
 
（ 2）訓練と能力開発  
訓練は多くの組織において、重要な経営戦略の一要因として重視され
てきている（ Fr iedman,  D . ,  2006）。2005 年の米国人材開発機構（ A STD）
報告書によると、従業員教育費のうち、外部のサービスを利用するため
の 支 出 の 割 合 は 、 1999 年 の 20％ か ら 2004 年 に は 27％ に 増 加 し た
（ Sugrue ,  B . ,  &  Rivera ,  R . ,  2005）。訓練の活動は、長い間、企業から
アウトソーシングされてきたが、アウトソーシングのレベルは急速に高
度化している。『トレーニングマガジン』では、伝統的な訓練の設計の一
部を外注した組織の割合は、 2004 年の 35％から 38％に増加し、アウト
ソーシング開発は 2004 年の 41％から 2005 年の 44％に増加したと報告




供するベンダーが最も多いことの証拠である 1 6 5）。  
訓 練 と 能 力 開 発 活 動 の ア ウ ト ソ ー シ ン グ の 増 加 を 促 進 し て い る の は 、
訓 練 プ ロ ジ ェ ク ト の 数 と そ の プ ロ ジ ェ ク ト の 種 類 の 増 加 で あ っ た
（ Fried man ,  D . ,  2005 ）。 学 習 管 理 シ ス テ ム （ l earning  management 
sys tem、LMS）は、従業員訓練の登録と追跡を自動化するために容易に
利用できる。リッチマン＝トロンドセン（ Richman,  H . ,  &  Trondsen ,  E . ,  
2004）は、訓練のアウトソーシングには、学習のインフラストラクチャ
                                                   
1 6 4 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 3 5 .  






ム（ execut ive  deve l opment  p rogram）では 1000 名の管理者をサポート
し、 1 名のハーフタイム従業員がすべてのコーチングのためのベンダー
関係を管理している 1 6 6）。  
リッチマン＝トロンドセンはアウトソーシング -アウトタスキング・コ
ンティ ニュ アム (ou tsourc ing -out  tasking  con t inuum)を提 案して いる。
アウト・タスキングは、ベンダーが特定の業務やプロセスの一部を支援
す る よ う な ア ウ ト ソ ー シ ン グ の 最 も 狭 い 部 分 で あ る 。 例 え ば 、 LMS、
HRIS や仮想学習（ v irtual  l earning）によるシステム・インテグレーシ
ョンなどである。選択的アウトソーシング（ Se lec t i ve  ou tsourc ing）は、
ベンダーが選択されたプロセスや活動のコントロールに完全な責任を負
う 場 合 に 成 立 す る 。 包 括 的 な ア ウ ト ソ ー シ ン グ （ comp rehens ive  
outsourc ing）は、ベンダーがインフラ ストラクチャー、管理、設計、開
発、デリバリーなどの訓練プロセスの大部分を引き受ける場合に成立す
る 1 6 7）。  
学習活動には、テクノロジーとインフラストラクチャー、実施、内容
設計、開発とデリバリー、戦略的実施が含まれる。  インフラストラクチ




                                                   
1 6 6 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 3 5 .  





介入（ st ra tegic  in tervent i on）の例としては、管理者育成、パフォーマ
ンス・コンサルティング、組織開発および変革管理などが含まれる 1 6 8）。  
人的資本の追跡調査（ tracking）と知識管理は、「学習型組織」の要素





ている 1 6 9）。  
 
（ 3）福利厚生の管理および設計  
保 険 商 品 は 、 従 業 員 の 福 利 厚 生 パ ッ ケ ー ジ の 大 部 分 を 構 成 す る た め 、
外注される最大のカテゴリーの 1 つである。フィデリティ社（ Fidel i ty）
は 、 多 く の 保 険 顧 客 に 対 し て あ る 完 全 な 解 決 法 を 提 供 す る 金 融 サ ー ビ
ス・プロバイダー の一例である。HR O は企業が人事サービスをより迅速
に、より安価に獲得することをできる。ある企業の HR 部門が世界で最
高レベルでない場合、アウトソーシングがより良い選択肢になる可能性
が高い。これは、 HR 実践のフィット（または適合）が ベスト・プラク
ティスの使用ほど重要ではないことを前提としている。ヒューイットは、
HRM におけるアウトソーシングは、福利厚生、報酬、給与計算、訓練、
お よ び 人 材 派 遣 か ら 始 ま っ た こ と を 確 認 し た 。 現 在 の 流 れ は ト ー タ ル  
                                                   
1 6 8 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 3 6 .  
1 6 9 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 3 6 .  
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HRO にシフトしている 1 7 0）。  
 










企業にアウトソーシングされることがよくある 1 7 1）。  
 








うことを可能にさせる。Best  Buy のような一部の企業では、アウトソー
                                                   
1 7 0 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 3 7 .  




資源として使用している。しかし、B est  Buy の従業員についてのトップ
レベルの質問は、社内の HR 専門家に再送信される 1 7 2）。  
 





供する数千の独立請負業者からなる大量の零細産業（ cot tage  indus try）
によって中心的に担われている 1 7 3）。  
 
（ 7）従業員関係管理と労使関係管理  
従業員関係管理 （ E mployee  Re la t ions）は、通常、 HR 専門家のサポ
ートを受けるライン管理者の主な仕事と考えられている。 一部の 定型的
な従業員関係 管理は 、社内で行われることもあれば、アウトソーシング
で行われることもある。労使関係管理（ Industr ia l  Rela t ions）に関して
は、労使協調コンサルタントがアメリカ企業で広く使われている。労働
組合化された組織の場合、団体交渉プロセスでは、プロの交渉者や契約
専門家の使用がしばしば採用されている 1 7 4）。  
  
 （ 8）従業員援助プログラム  
従業員援助プログラムは、対象となる従業員に、賭博問題、家族問題、
                                                   
1 7 2 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 3 8 .  
1 7 3 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 3 8 .  






スは、この理由ゆえに会 社外で発展させられてきた 1 7 5）。  
 







40 人のスタッフを必要としている（ Cook ,  M.F. ,  1999）。その結果、こ
れは 数十 年間 にわ た って アウ トソ ーシ ン グさ れて きた もう 一 つの HRM
活動である。企業は、HRO プロバイダーが相場を超える料金を請求する
1 社の引越会社と排他的契約を締結するのを防ぐために、従業員 1 人当
たりのコストと 1 マイルあたりのコストを監視する必要がある 1 7 6）。  
 





                                                   
1 7 5 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 3 9 .  





とによる規模の経済も挙げられる 1 7 7）。  
 








後継者育成計画が非常に重要であると報告している（ Cook ,  M.  F. ,  1999）。
コンサルタントは、CEO から本部長、ディレクター、マネージャー、主
要な専門職まで、さまざまなレベルで彼らの評価と監視において使用さ
れる 1 7 8）。  
 
（ 12）人事管理システム（ HRIS）と人材情報技術（ HRIT）  
アクセ ンチ ュア は、 SAP 社 、ピー プル ソフト 社（ PeopleSo ft）、オ ラ
クル社（ Oracle）などの企業資源計画（ ERP）を通じて、 IT アウトソー
シングにおける自社の強みを生かして、IT 事業の開始を HR 部門に結び
つけた。これは、しばしば、マルチプロセス HRO モデルの主力である。
オラクル社および SAP 社によって課された ERP ソフトウェアのライセ
                                                   
1 7 7 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 3 9 .  




と管理者のための Web ベースの HR サービスの利用の手段として HR O
を利用するが、結局は業績管理、従業員情報の 追跡と知識管理の分 野を
もベンダーにシフトすることになる 1 7 9）。  
 
 （ 13）給与計算  






出入の管理と電子決済の処理を支援する能力に関連している 1 8 0）。  
 
第 3 節  HR O に対する学問的関心と先行研究  
 




1 . HR O についての賛否両論  
（ 1） HRO を支持する論拠  
適切なアウトソーシングの委託先を選択することは、クライアント組
                                                   
1 7 9 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 4 0 .  















ための役員の権力が削減 されるかもしれない 1 8 1）。  
HRO の潜在的間接的な利点のいくつかは、新しいサービスや改善され




ある他の質的要因（ qual i ta t ive  fa c tors）は、HRM サービスの入手可能
性、 HRM サ ービ ス の品 質、 従業 員、 新 入社 員お よび 顧客 の 組織 の評 判
への影響、組織に関する法律、セキュリティ、技術リスクの増加などが
含まれている 1 8 2）。  
 
                                                   
1 8 1 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 2 9 .  
1 8 2 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 2 9 .  
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（ 2） HRO に反対する論拠  
サリバンは、（ Sul l i van ,  J . ,  2007）は、 HRO に反対する 4 つの論拠を
明言している。第 1 に、アウトソーシングは組織に競争優位を提供しな




規模の経済から生じる費用便益は減少する 1 8 3）。  






内部イメージを改善しないし、 HR チームがグローバル HR 職能になる








                                                   
1 8 3 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 3 0 .  




るだけで終わる恐れもある 1 8 5）。  
第 4 に、サリバンは、企業秘密とデータセキュリティを維持する問題
を指摘している。彼によって挙げられた問題のいくつかは、2000 年から
2008 年までの HRO バイヤーグループのメンバーによって経験されてい




を移した。カスタマイズコスト（ Customizat i on  cos ts）が高すぎて、多




の法的責任をベンダーに転嫁するというわけではないことである 1 8 6）。  
サリバン（ 2007 年）は、HR 担当者が真のビジネスリーダーであれば、
責任を引き受け、一時的な流行の追随者であることを止めなければなら




かもしれない 1 8 7）。  
 
                                                   
1 8 5 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 3 0 .  
1 8 6 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 3 1 .  
1 8 7 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 3 1 .  
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 2 . HRO の成否の条件についての研究  





クラス、マクレンドンとゲイニー（ Klass ,  B .  S . ,  McClendon,  J . ,  &  
Gainey,  T.W. ,  2001）は、組織の特性と HR をアウトソーシングする決
定との関係を調べた最初の研究を 行った。この研究では、HR O は 4 つの
カテゴリーに分けられている。すなわち HR ジェネラリスト活動、給与
計算などのような業務処理活動、訓練などのような人的資本活動、募集・
選考などの活動である。彼らは、アメリカ人的資源管理協会（ Soc i ety  f or  
Human  Resource  Management ,  SHRM）の 2000 人のランダムに選ばれ
たメンバー（副社長または人事部長を務める者）に調査票を送った。彼
らは 432 社の HR 幹部からデータを受け取り、アウトソー シングされた
異なるタイプの HR 活動の中で組織特性の影響が変化することを発見し
た。主要な指標は、プログラムと政策の設計及び管理において、20 個の
異なる HR 機能に対して 7 点スケール（ 7-po int  s ca le）を用いてアウト
ソーシングの程度を評価したものである。彼らの要因分析は、 4 つの要
因を示唆した。第 1 の要因は、人事計画、従業員関係、業績評価、安全
性などのような HR ジェネラリスト活動である。第 2 の要因は、福利厚
生、 HRIS（人事管理システム）、給与計算などのような業務処理活動で
ある。第 3 の要因は、訓練や従業員 支援などのような人的資本の構築と
維持の活動である。第 4 の要因は人員の募集と配置である 1 8 8）。  
                                                   
1 8 8 ） c f . ,  N o r m a n ,  T h o m a s  J a m e s ,  O u t s o u r c i n g  H u m a n  R e s o u r c e  a c t i v i t i e s :  
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組織は以下の次元で測定された。特有の HR 実践や、組織の HR 実践
がユニークであるとみなされる程度が、4 つの項目を用いて測定された。
HR の戦略的関与は、2 項目のスケールを用いて測定された。ポジティブ
な HR 成果は、4 つの項目を使用して、従業員のモチベーション、協力、
業 績 が 良 好 で あ る か ど う か を 測 定 し た 。 昇 進 の 機 会 は 、 4 点 ス ケ ー ル















果と昇進の機会。 HR スタッフの賃金水準は、これらの 2 つの専門的な
活動をアウトソーシングすることに積極的に関連していた。需要の不確
実性は、業務処理活動 やジェネラリスト活動のアウトソーシングに積極
                                                                                                                                                     
m e a s u r i n g  t h e  h i d d e n  c o s t s  a n d  b e n e f i t s ,  2 0 0 9 ,  p . 1 9 .  
1 8 9 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 2 0 .  
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的に関連していた。企業規模や競合他社による HR O との関係は見当た
らなかった 1 9 0）。  
クック、シェン＝マクブライド（ Cooke ,  F.L . ,  Shen ,  J . ,  &  McBride ,  A . ,  
2005）は、 HR を競争戦略としてアウトソーシングすることに関する文






グループに対しての HRO の意味合いを検証している。例えば、 HRO は
残存する HR 専門家を定型的業務から解放して、より戦略的かつ協議的
な仕事を行うようにする。これは、 HR が戦略的パートナーになってい
るというウルリッヒ（ Ulr i ch ,  D. ,  1998）の主張に一致している 1 9 1）。  
リーベンとデ・コルテ（ Lieven ,  De  C or te ,  2008）は、既存のアウト
ソーシング関係を継続する最初の決定に対する HR 管理者のコミットメ
ン ト に 関 す る 最 初 の 研 究 を 発 表 し た 。 彼 ら は 、 感 情 的 コ ミ ッ ト メ ン ト
（ af fe c t ive  commitment ） と 存 続 的 コ ミ ッ ト メ ン ト （ cont inuance  
commitment ） を テ ス ト す る ア ウ ト ソ ー シ ン グ 関 係 （ outsourc ing  
re la t ionships）に関して、 HR 管理者のコミットメントのモデルを作成
した。彼らはベルギーのフランダースで 478 社を調査し、 186 人の HR
専門家から有用な回答を得た。この調査では 、感情的なコミットメント
（関係が継続することの要望）が HRO の深さと頻度に関連しているこ
                                                   
1 9 0 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 2 0 .  






かった 1 9 2）。  
カブスト、ジャルディーニ（ Kabst ,  R . ,  Giard in i ,  A . ,  2008）は、採用




け 入 れ る 意 図 が 減 少 す る こ と が 分 か っ た 。 デ ズ バ ラ 、 ス ー チ ャ ン
（ Dasborogh ,  M. ,  Sue -Chan ,  C . ,  2002）は、オーストラリアの 117 人の
HR 専門家からのデータを収集し、RPO が RPO ベンダーへの信頼と、内
部労働を削減する必要性と関連しているが、固定費と関連していないこ
とを確認した 1 9 3）。  
ギリー  、グリーア＝ラシード（ Gil l ey,  K .M. ,  Greer,  C .R . ,  &  Rasheed ,  





てモデルに追加された時、上記の関係は消失した 1 9 4）。  
ある 2 つの研究（ Mahoney,  J .T. ,  &  Brewster,  C . ,  2002）、  E leanna  & 
Papalexandri s ,  2005）は、最も一般的にアウトソーシングされる HR サ
                                                   
1 9 2 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 2 1 .  
1 9 3 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 2 2 .  





ーに該当することを報告した 1 9 5）。  
 
 第 4 節  HRO の成否を根拠づける理論  
 










 1 . 経済理論  
コンサルタントや管理者は、経済的正当性（ economic  jus t i f i cat ions）
を用いて HRO に従事することの妥当性を最も頻繁に説明する。特に、
大部分の正当化は、規模の経済性の創出という概念や企業理論の援用に
言及する（ Coase ,  R .H. ,  1937 ;  Chandler.  A . ,  1977）。新古典派経済 理 論
は、アウトソーシングに適した HRM 活動の種類の限界と同様に、 HRO
の発展の正当性を示唆している 1 9 6）。  
                                                   
1 9 5 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 2 2 .  
1 9 6 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 4 2 ~ 4 3 .  
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 （ 1）規模の経済性   
 企業 論 は 、新 古 典 派 経済 学 に 根ざ し て い る。 ク ラ ーク （ Clark ,  A .E . ,  
1908）、ナイト（ Knight ,  F.H. ,  1921）、マーシャル（ Marshal l ,  A . ,  1920）
は、企業を当時の技術を前提として投入量（ inputs）を産出量（ outputs）






に関する収益逓増（ increas ing  re turns  to  sca le）とも呼ばれると指摘
している 1 9 7）。   




って商品やサービス の平均コストを下げ ることができる。こ れは、 SAP
社またはオラクル社（ Oracl e）の独自のライセンスを購入することがで
きない中小企業に、高性能かつ高価な HRIS で提供されるツールを提供
する HRO プロバイダーのための議論である。 HRO ベンダーは、 1 つの
ライセンスで複数のクライアントをサポートするからである 1 9 8）。  
 外部的な規模の経済性（ external  economies  o f  s ca le）は、企業の外
部の業界レベルで発生する。したがって、業界は、より良い輸送ネット
                                                   
1 9 7 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 4 3 .  






済が達成される。ピープルソフト社（ PeopleSo ft）や SAP 社などの標準
的な HR IS プラットフォームのような共通基準の採用は、規模の経済化










が指摘されている 2 0 0）。  
 HRM 活動の 2 つの属性は、規模の経済性によってもたらされる利益
に 関 連 し て い る 。 第 1 の 属 性 は 、 活 動 を 行 う の に 必 要 な 専 門 的 知 識
（ sub jec t  mat ter  expert i se）のレベルである。これは、 HR スペシャリ
ストのコストを組織の従業員に分散できない小規模な組織にとってはよ
り重要である。たとえば、報酬アナリストは年間 7 万 5000 ドルの費用
がかかるが、従業員数が 100 名以下の雇用主には 3 ヶ月の勤務しか必要
ではないかもしれない。外部のコンサルタントからこの報酬についての
                                                   
1 9 9 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 4 3 ~ 4 4 .  










経済性のため、高いレベルの専門的知識を必要とする HR M 活動がより
頻繁にアウトソーシングされることは予想される。 頻繁に繰り返される
HRM 活動がしばしばアウトソーシングされることも予想される 2 0 1）。  
 
（ 2）取引コスト経済学  










理的である 2 0 2）。  
                                                   
2 0 1 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 4 5 .  
2 0 2 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 4 5 .  
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最初の取引コスト経済学フレームワークは完全市場（ per fec t  markets）
の前提から始まり、不完全市場（ imp er fect  markets）の状況に合わせる
ことまで拡張された。このフレームワークは、不完備契約（ incomp le te  
contracts）や情報 の非対称性と限 定合 理性  (bounded  ra t i onal i ty )との
関係が、市場からの購入では なく統合化（ in tegrat i on）になることにつ





問題によるコストの追加が想定される 2 0 3）。  
契 約 の 交 渉 や 締 結 に 価 格 メ カ ニ ズ ム を 使 用 す る こ と に つ い て の コ ス
トがあることを認めることによって、コースは、BPO に非常に関連する





提携として記述することができる 2 0 4）。  
4 つの要素が取引コストを生じさせる。1 つ目は限定合理性（ bounded  
rat ional i ty）である。人間の意思決定は、当事者が情報を完全に処理で
きないことによって制限される。2 つ目は機会主義的行動（ opp ortunism）
である。それぞれの当事者が自分自身の利益を先に追求するので、人々
                                                   
2 0 3 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 4 6 .  




を取り巻く環境の不確定性（ smal l  numbers  bargain ing）である。これ
は、交渉状況が少ない、まれにしかない、あるいは少量しか関与してい
ない場合に、完全な 情報を入手するコストが非常に高くなる。 4 つ目は
情報の埋伏（ in formation  impac tedness）である。つまり、当事者間の
知 識 の 非 対 称 分 布 は 、 戦 略 的 優 位 を も た ら す こ と に な る か も し れ な い
2 0 5）。  
ウィリアムソンは、取引コスト発生に最も影響を及ぼす 3 つの要因を
説明した。 1 つ目は資産特異性（ asse t  spec i f i c i ty）、すなわち、特定の
取 引 関 係 に 特 有 の 高 い 投 資 を 伴 う 取 引 で あ る 。 2 つ 目 は 不 確 実 性
（ uncer ta inty）、すなわち、取引のプロセスや交渉条件が複雑で錯綜し
ている取引である。 3 つ目は頻 度（ in frequency）、すなわち、たまにし
か行われない取引である。あるプロセスが低い資産特異性をもつ場合に





とヘック（ Kern ,  T. ,  Wi l l co cks ,  L . ,  Heck ,  E . ,  20 02）は、 BPO に存在す




                                                   
2 0 5 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 4 6 .  






有利に活用することができ る 2 0 7）。  
勝者の呪いは、何ヶ月か何年もの間、何人かの当事者に影響を与える
可能性がある。カーン、ウィルコックとヘックは、提案依頼書（ R equest  






を講じることができる 2 0 8）。  
取引コスト経済学フレームワークは、資産特異性と不完備契約が垂直
統合（内製とも呼ばれる）につながることを主張している。このフレー
ムワークは、ロックイン効果（ l ock - in  e f fec t）と取引の複雑性の尺度を
用いた経験的証拠で支持されている（ Monteverde ,  K  & Teece ,  D . ,  1982 ;  
Masten ,  S . ,  1984 ;  Joskow,  P. ,  1985 ）。 ク ラ イ ン た ち （ Klein ,  B . ,  
Crawford ,  R .G. ,  &  Al ch ian ,  A . ,  1978）は、不完備契約、特定資産およ
び機会主義行動から生じる「ホールドアップ」問題（ hold -up  problem）
を具体的に記述している。ハート＝ムーア  （ Hart ,  O .  & Moore ,  J . ,  1990）
は、所有権理論（ Theory  o f  Property  Rights）の開発とともにホール ド ・
アップ問題を正式にモデル化している 2 0 9）。  
                                                   
2 0 7 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 4 7 .  
2 0 8 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 4 7 .  





の HRM 活動が自動化されてきた。1990 年代に、企業内でのシェアード
サービスセンターの登場とともに、標準化も一般的になった。給与計算
処理は、ほぼ完全に自動化できるプロセスの完璧な例であり、広くアウ
トソーシングされる最初の HRM 活動であった。他の HR M プロセスが
会社内で標準化されたので、マネージャーは、これらの活動の多くが単
一の会社に存在していた 場合よりも大きな規模の経済性から便益を得る
可能性があることを認識した 2 1 0）。  
その他の条件が不変ならば、非常に事務的で、複雑ではない、頻繁に





のために、規模の経済性という利点をより容易に得ることができる 2 1 1）。 
 
（ 3）資産特異性と特有の活動  
経 済 理 論 は 、 資 産 特 異 性 （ asse t  spec i f i c i ty） ま た は 企 業 特 殊 的 資 産
（ f i rm-sp ec i f i c  asse ts）の概念を提供する（ Jensen  M. ,  &  Meckl ing ,  W. ,  
1976 ;  Fama,  E . ,  1980 ;  Hart ,  O . ,  1989）。それは、外部の当事者が企業
特殊的情報を取得することに投資する可能性が低く、投資する場合に経
済的利益が低いことを意味する。言い換えれば、一度取得した、高い特
                                                   
2 1 0 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 4 8 .  
















戦略的優位性を使用して当事者に評判コスト（ reputa t iona l  cos t）をか
ける能力という 2 つの主要な解決策がある 2 1 4）。  
ウ ィ リ ア ム ソ ン は 、 経 済 主 体 が 関 係 特 殊 投 資 （ re la t i onship - spec i f i c  





を拡張した 2 1 5）。  
                                                   
2 1 2 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 4 9 .  
2 1 3 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 4 9 .  
2 1 4 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 4 9 .  








ればならない 2 1 6）。  


















                                                   


























































































てしまう 。その結 果 、ある程 度の特殊 性 （ k ’）以 上の範 囲に 対して、 取
引費用格 差が負に な る部分が 生じる。 つ まり、 k ’より特 殊性 の程度が 低
い部分では、独立部品メーカー は企業 A の内製部門よりも取引費用の点
でコスト優位にあるのに対して、k’より特殊性の程度が高い部分では、
企業 A の内製部門のほうが独立部品メーカーよりも取引費用の点でコス
ト優位にあると考えられるのである。」 2 1 7）  
ハートは、資産所有権の重要性についてのこれらの考えを、一連の企
業の境界問題として展開した。  




る 2 1 8）。  
第 2 に、企業の成長につれて、周辺業務が HRM 管理者にとってあま
り重要ではなくなる。これは、非中核的な活動のアウトソーシングに関
するアドバイスを反映している 2 1 9）。  
第 3 に、企業内のホールド・アップ・コストのことである。ロックイ
                                                   
2 1 7 ） 浅 羽 茂 ・ 牛 島 辰 男 『 経 営 戦 略 を つ か む 』 有 斐 閣 、 2 0 1 0 年 、 1 7 1～ 1 7 5 頁 。  
2 1 8 ） c f . ,  N o r m a n ,  T h o m a s  J a m e s ,  o p . c i t . ,  p . 5 0 .  






ばならないことを示唆している 2 2 0）。  
これらの考慮事項は、HRO 契約をどのように構築し、どの活動が外部
にアウトソーシングされる可能性が低いかについての洞察を提供する。
実際の HR M 活動と仕事がどのように独特であるか、どのように企業特
殊的であるかについての懸念は、どの HRM 活動が組織に間接的なコス
トをもたらすかもしれないという問題に直接関係する 2 2 1）。  
独特な仕事が、特定の業務、ワークグループのメンバー、組織文化に
関連する独特の特質から発生する。この経験が不十分な外部者は、組織
が雇 用 して い る 人 と 同じ 起 動費 用（ star tup  cost） を負 担 す るこ と によ
っての競争上の均衡 を達成することができる。ウィリアムソン、ウェヒ
ター＝ハリス（ Wil l iamson ,  O . ,  Wachter,  M. ,  &  Harr is  J . ,  1975）は、




れるチャ ネルやコードなどのコミュニケーションの独自性 2 2 2）。  
非常に企業特有のまたは独特な HRM 活動は、社内従業員の起動費用
と同等の起動費用を ベンダーに要求する 。 HRIS システムが調整されて
いれば、明らかに不完全に標準化されているため、規模の経済によって
もたらされる潜在的なコスト節約の減少をもたらす。最近のコンサルタ
                                                   
2 2 0 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 5 0 .  
2 2 1 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 5 0 ~ 5 1 .  
2 2 2 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 5 1 .  
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ントの警告「 HRO を失敗させる方法」（ Giacomel l i、 2007）にこの事実

















の HRM 活動を評価 されている 2 2 4）。  




                                                   
2 2 3 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 5 1 .  












リスクに対処するための保障措置が提案されている 2 2 6）。  
取 引 コ ス ト 経 済 学 の フ レ ー ム ワ ー ク で は 、 取 引 特 定 的 投 資
（ t ransac t ion  spec i f i c  inves tment）が高い場合は、内部的に、また は
その特定の能力を持つ組織の買収を通じて開発される必要があると予測




ング＝ファン・デ・ヴェン（ Ring  P.  S . ,  &  Van d e  Ven A . ,  1992 年）も、
この制限と、組織間の関係における信頼と公平の重要な役割に ついて議
論する 2 2 7）。  
 
 （ 4）エージェンシー理論  
 エージェンシー理論（ Fama,  E . ,  1980 ;  Jensen  M. ,  &  Meckl ing  W. ,  
                                                   
2 2 5 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 5 2 .  
2 2 6 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 5 3 .  
2 2 7 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 5 3 .  
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1976） は 、 組 織 業 績 と 管 理 的 意 思 決 定 を 検 証 す る た め に 使 わ れ て き た
（ Chris ten ,  M. ,  Iyer,  G . ,  &  Soberman ,  D . ,  2006）。エージェンシー理論
は、ある仕事がある当事者（プリンシパル＝依頼人）によって他の当事
者（エージェント＝代理人）に委任され、そしてその委任された当事者
が仕事を行う状況に適用される 2 2 8）。  
ここでは、依頼人（ princ ipal）は購入者またはアウトソーシングを依
頼 す る 企 業 の こ と で あ り 、 代 理 人 （ agent） は ベ ン ダ ー ま た は ア ウ ト ソ
ーシングプロバイダーのことである。分析単位は、文献で最も頻繁に見
られる所有者と管理者、管理者と従業員の関係とは異なるが、その概念
フ レ ー ム ワ ー ク と 一 致 し て い る （ Milgrom,  P. ,  &  Rober ts ,  J . ,  1992 ;  
Whitener,  E .M. ,  B rodt ,  S .E . ,  Korsgaard ,  M.A ,  &  Werner,  J .M. ,  1998）
2 2 9）。  
エージェンシー問題には 2 つの原因がある。モラルハザード（ moral  
hazard）や逆選択（ adverse  se l ec t ion）などの情報の非対称性や、委託
者と代理人の利害の非対称性（目標の対立）から生じるものなどである。
目標の対立には、異なるリスク選好ゆえの委託者と代理人との間のリス
ク 分 担 の 問 題 が 含 ま れ る 。 ア ル チ ャ ン と デ ム ゼ ッ ツ （ A lchian ,  A .  A . ,  
Demsetz ,  H .  1972）は、チーム生産（ team produc t ion）が企業が出現
する理由であるとの示唆において、情報の非対称性（チーム生産 におけ




                                                   
2 2 8 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 5 3 .  
2 2 9 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 5 3 .  






締結後の機会主義 (post  c ontractual  opp ortunism)とみなし、逆選択を契
約締結前の機会主義 (pre  contrac tual  opportun ism)とみなす 2 3 1）。  







の現状に関連してくることになる 2 3 2）。   
エ ー ジ ェ ン シ ー 理 論 は 、 行 為 主 体 が 自 己 利 益 的 で 、 リ ス ク 回 避 的 で 、
限定合理性に基づいて行動することを想定することにより、当事者が所








                                                   
2 3 1 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 5 4 .  




留または変更する動機を持っている 2 3 3）。  
この場合、依頼人は、効率的に契約が達成されるためには、業績を生








素を持っている 2 3 4）。   











                                                   
2 3 3 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 5 5 .  
2 3 4 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 5 5 .  
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資本の創造に関して、いくつかの HRM 活動の評価の発展を導く 2 3 5）。  
最も幅広くアウトソーシングされた HR M 活動は、給与計算である。
給与計算がもはや 1 つの商品になったことは、このサービスを販売して
いる企業（ ADP、 Cerid ian、 EDS、 Hewi tt、 Wel l s  Fargo など）の数と
多様性によって証明されている。給与計算は、複雑性、企業特異性、必
要とされる専門知識のレベル、および従業員の社会関係資本（ employee 
soc ia l  cap i ta l）の生成が低い、頻繁に発生する HRM 活動として記述さ
れる。上に提示された経済理論は、給与計算がアウトソーシングのため
の良い候補であり、外部提供者への切り替えが否定的な組織的結果をも
たらす恐れが低いことを示唆している 2 3 6）。  
イ ン タ ー ネ ッ ト の 商 業 化 と か つ て な い 高 速 な コ ン ピ ュ ー タ の 導 入 に
より、管理実践の創出と適応が加速化されている。多くの場合、伝統的
な HR 職能の外にある多くの HRM サービスを提供するための取引コス
トは大幅に下がってきた。たとえば、新しいソフトウェアは、さまざま
な HRM プロセスが自動化され、遠隔管理 するることを可能にする。こ
れにより、取引コストを規模の経済性から得られる利益より低いレベル
までに下げることで、より多くの HR M 活動を社外にシフトする可能性
が広がった。その結果、いくつかの新規企業および既存の企業はこの機
会を利用して、これらの活動を企業外に移転することにより、これらの




                                                   
2 3 5 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 5 5 .  
2 3 6 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 5 6 .  




約 10 年かかった。情報の非対称性を減らすことによって、そして HRO
プロバイダーが規模の経済によってもたらされる効率の向上から得られ
る過剰水準の特別利益を獲得することを防げることによって、HRO サー
ビスの購入者の利益を守ることに役立つ新しい HR O コンサルタントの
分野が浮上した。しかし、企業特有の、不定期に発生する、あるいは標
準化が困難な HRM プロセスでは、HRO を採用する能力が低下するはず
である 2 3 8）。  
 
2 . 社会学理論  
HRM 活 動の ア ウト ソー シン グに 潜 在す るコ スト やメ リ ット を示 唆す
る社会学分野の 2 つの有名な理論がある。一つはソーシャル・ネットワ
ーキング 理論（ soc ia l  ne tworking  theory）で ある。 もう一 つは社会 的
交換理論（ soc ia l  exchange  theory）である。社会関係資本（ soc ia l  cap i ta l）
の考え方は、一人の従業員が組織の他のメンバーと一緒に構築し、ひい
ては両者にとって有益でありえる組織資本（ organi za t ional  cap i ta l）に
修正されうる 2 3 9）。  
 
（ 1）ソーシャル・ネットワーキング理論  
グラノヴェッター（ Granovet ter,  M. ,  1973）のソーシャル・ネットワ
ーキング理論の基本的な 主張は、従業員の家族、チームメンバー、親友
との関係、すなわち、“強い紐帯（ s trong  t ies）”が、ちょっとした知り
合い、他の同僚や友達の友達との関係、すなわち、“弱い紐帯（ weak  t ies）”
                                                   
2 3 8 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 5 6 ~ 5 7 .  











ットワークに埋め込まれていることを示している 2 4 0）。  
グ ラ ノ ヴ ェ ッ タ ー （ 1982） の 「 強 い 紐 帯 と 弱 い 紐 帯 」 の 概 念 は 、 HR
サービスの提供者への知識の普及に影響を及ぼす可能性があり、それに










を使用する意欲が高まることにつながるかもしれない 2 4 1）。  
 
                                                   
2 4 0 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 5 7 ~ 5 8 .  
2 4 1 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 5 8 .  
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（ 2）社会的交換理論  
グールドナー（ Gouldner,  A .  W. ,  1960）の互酬性（ rec iproc i ty）の概
念は、人々はある関係において彼らに与えられた利益に対して返報する
傾向があ るというものであり 、そして、彼の研究は社会交換理論（ soc ial  
exchange  theory） の 源 泉 と み な さ れ て い る 。 社 会 的 変 化 と 変 化 の 不 在
あるいは安定は、両当事者間の交渉の結果として生じる。ブラウ（ Blau ,  
P. ,  1964） はまた 、 諸関係の形 成と維 持 を、価値あ る資源 の 交換につい
て合意されていることと述べた。社会的交換理論は、関係の発展とその
維 持 を 説 明 す る た め に 拡 張 さ れ て き た 。 社 会 的 交 換 理 論 は 、 協 調
（ al l iances）と情報交換における個人間の信頼の重要性を強調している
2 4 2）。  
社 員 が 自 分 た ち の 組 織 が 自 分 た ち の た め に 作 ら れ た と 信 じ て い る と
いう帰属意識や約束を含む心理的契約が作られたときに、雇用関係内で
社 会 的 交 換 が 発 生 す る 。 モ リ ソ ン と ロ ビ ン ソ ン （ Morri son ,  E .W. ,  &  




ない 2 4 3）。  
従 業 員 は 、 雇 用 関 係 の 公 平 性 と 価 値 を 判 断 す る た め に 、 相 互 譲 歩 率
（ g ive / take  rat io）を比較する比較水準を開発する。この水準は、より
多くを与えている者とより多くを取っている者との関係によって変化す
るかもしれない。ある内部的関係は、交換に大きな可能性を提供し、ほ
                                                   
2 4 2 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 5 8 .  







って行われた場合、より貴重になりそうである 2 4 4）。   
社会的交換理論は、特定の HRM プロセスの外部からの提供が 、ある
一人の従業員にとって はより低い価値を もたらす 理由についての根拠を
提供する。多くの HRM 活動は、ある一つの成果の共同作業による創出
を引き起こす（例えば、訓練、人事考課、従業員態度調査）。それは、特













管理されている時、この可能性は低い 2 4 5）。  
                                                   
2 4 4 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 5 9 .  







そのような内部 交換の機会は減少する一方で、従業員と HR O ベンダー
との間の将来の起こり得る交換の可能性は、企業の外部での価値の外部
的 な 確 認 ゆ え に 現 実 に 大 切 な 従 業 員 の 喪 失 を も た ら す か も し れ な い 2 4 6 ）。 
 
（ 3）組織資本理論  




を強調した 1916 年にまでさかのぼることができる（ Putnam、 2000）。
ブルデュー（ Bourd ieu ,  P. ,  1977）は、『 Outl ine  o f  a  Theory  o f  Pract i ce』
に お い て こ の 用 語 を 使 用 し 、 そ の 後 、 そ の 概 念 を 文 化 資 本 （ cu l tura l  
cap i ta l）、経済資本（ economic  cap i ta l）、象徴資本（ symbol i c  cap i ta l）
と対比させた。何人かの学者は、社会関係資本がどのように国家レベル
で不平等を生み出すかに注目してきた。この概念を組織レベルに合わせ
て修正 する こと は、 HRO（ 特に トー タ ル HR O）の 影響 を 受ける 従業 員
に妥当することが 主張されている。社会関係資本の概念は、組織レベル、
すな わち 、 HRM の よう な特 定の 活動 を アウ トソ ーシ ング す るこ とが こ
のような社会関係資本の形を破壊する場合、従業員の反応や組織業績に
影響を与えるかもしれない組織レベルのようなより底辺的レベルの分析
                                                   
2 4 6 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 6 0 .  
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のために適用されてきた 2 4 7）。  
組 織 資 本 は 、 リ ー ダ ー と メ ン バ ー 間 の 社 会 的 交 換 （ l eader-member  





た 品 質 と し て 記 述 す る こ と が で き る (L iden ,  R .C . ,  &  Maslyn ,  J .M. ,  
1998 )。ルソー（ Rousseau ,  D .M. ,  1999）は、この心理的契 約を「個人
とその組織との間の交換協定の条件」として定義した 2 4 8）。  




使 用 さ れ て き た 。 プ レ ス コ ッ ト と ブ ィ ッ シ ャ ー （ Prescot t ,  E .C .  & 
Visscher,  M. ,  1980）は、組織資本についてこのように書いている。「従
業員のために生み出される組織資本」という用語の使用は、社会関係資
本の縮小されたある限定的な型の価値の総体（ aggregated  va lue）に焦
点を合わせている 2 4 9）。   
組織資本は、組織業績の悪化をもたらしかねない信頼と組織に蓄積さ
れた記憶（ ins t i tut i onal  memory）を高めることによって、学習組織に
固有の価値を与える要素である。組織資本の創出には、訓練や業績管理
など、多くの HR M 活動が不可欠である。これらの活動の責任及び遂行
                                                   
2 4 7 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 6 0 ~ 6 1 .  
2 4 8 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 6 1 .  











とになるとスイッチング・コスト（ swi t ch ing  cos ts）を増加させるであ
ろう。従業員が、管理訓練、メンタリング、および業績管理のプロセス
において、上級マネージャーに注目されたならば、 能力開発を促すよう
な異動（ devel opmental  ass ignment）または昇進などの潜在的な利益を
失うことを恐れて会社を辞めることはないかもしれない 2 5 0）。   
 
3 . 経営学理論  
トータル HRO が、ある一つの組織に対して、隠れたコストをもたら
す か も し れ な い こ と を 示 唆 す る 一 つ の 経 営 学 理 論 が 、 SHR M に 対 す る
RBV の 適 用 で あ る 。 RBV は 、 企 業 の 成 長 の 理 論 に 関 す る ペ ン ロ ー ズ
（ Penrose ,  Ed i th）が 1959 年に著した『会社成長の理論』（末松玄六監
訳、ダイヤモンド社、 1962 年、 The  Theory  o f  the  Growth  o f  the  F irm ,  
Bas i l  B lackwel l  &  Mot t  L td . ,  1959）をルーツとして、これまで発展し
てきた。ペンローズの理論は、企業が、何を、どれくらいの価格で、そ
し て ど の よ う な 方 法 で 生 産 す る か に 焦 点 を 合 わ せ て い る 。 バ ー ニ ー
（ Barney,  J .  B .）はポーター（ Porter,  M.）の競争上の優位性の概念を
                                                   








る 2 5 1）。  
 第 1 は、人的資本が生産過程に価値を付加しなければならず、その意
味で貴重（ valuab le）であらねばならないことである。第 2 は、企業に
よって獲得される技能は、希少であらねばならないことである。第 3 は、
人的資本への投資は、容易に模倣されることができないものであらねば
ならないことである。第 4 は、人的資本は代替可能なものであって はな
らないことである。もし HR M が競争優位の一つの源泉であるべきなら
ば、 HRM の特定のプロセスは、第 3 と第 4 の要件ゆえに、アウトソー
スされるべきものではないことになる。このことは、特定の HRM プロ
セスは、外部のプロバイダーに移転されるべきではない、さもないと人
的 資 本 は 持 続 的 競 争 優 位 の 源 泉 に は な り え な い こ と を 示 唆 し て い る 2 5 2 ）。 
 SHRM は あ る 組 織 に 競 争 優 位 性 を も た ら す 一 つ の 資 源 を 構 築 す る こ
とができるという考えは、市場において用役を提供する人的資源と物理
的資源の蓄積、人的資本を開発する管理者の能力、そして企業 知識（ f i rm 




                                                   
2 5 1 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 6 3 .  




利益（ rents）は持続的なものになる。ティース（ Teece ,  J .  David）等は、
1997 年 に 発 表 さ れ た 論 文 “ Dynamic  C apabi l i t i es  and  Strateg ic  
Management”において、価値、希少性、模倣可能性に注目することによ
って、この RBV のフレームワークを拡張して、ダイナミック・ケイパ
ビリティ・アプローチを提唱した 2 5 3）。  
 日 本 の 自 動 車 企 業 と 系 列 取 引 に 関 す る あ る 実 証 的 研 究 は 、 make  or  






張している 2 5 4）。  
 バーニーが 1991 年に発表した論文“ Firm R esources  and  Sus ta ined  
Compet i t ive  Advantage”によれば、もしすべての組織が同じ戦略を実
施するならば、それらの組織は皆同じ程度に、能率と有効性を改善し、
それによって持続的競争優位を享受することは不可能になるという論理
の下に、偉大な既存の HR プラクティスを有する組織が、トータル HR O
ア プ ロ ー チ を 採 用 す る こ と に は 、 資 源 同 質 性 （ resource  homogenei ty）
という陥穽が待ち構えていることを指摘している 2 5 5）。  
 
 
                                                   
2 5 3 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 6 4 .  
2 5 4 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 6 4 .  
2 5 5 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 6 4 .  
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第 4 章  中国における HR O についての考察  
 
中国にお ける HRO に関する 関心は 2000 年以降に 現われ始 めたが、本
格的な研究は依然として少ない 。「中国知網」（中国最大の学術文献オン
ライン検索サイト、http : / /www.cnki .net）で人的資源管理アウトソーシ
ング（中国語 ：人力资源管理外包 ）をテーマ とした論文を 検索してみる
と、学術誌、学会誌、紀要、商業誌などの定期刊行物に掲載された記事 、
学術論文 数は、現時点で （ 2000 年～ 2017 年 7 月）全部で 1000 本以上
あり、HRO の動因、リスク、決定要素、方策、プロバイダーの選択、企
業業績への影響など 様々な内容を含んでいる ものの、図表 4－ 1 で示し
たように、それらの 記事、学術論文の ほとんど は 1～ 3 ページで終わり、
内容も酷似している といってよい 。  
図表 4－ 1 HRO に関する論文、記事 リスト（中国）  
著 者 名  
(発 表 年 )  タ イ ト ル  掲 載 雑 誌  (期 ・ 号 )  ペ ー ジ 数  
巴 磊  
( 2 0 1 7 )  
「 数 据 化 管 理 趋 势 下 的 人 力
资 源 外 包 模 式 创 新 」  
『 企 业 改 革 与 管 理 』 
第 1 期  
p . 9 1  
( 1 ペ ー ジ )  
刘 榕 蓉  
( 2 0 1 7 )  
「 浅 析 我 国 建 筑 行 业 中 小 企
业 人 力 资 源 外 包 」  
『 福 建 建 设 科 技 』  
第 1 期  
p p . 9 4 ~ 9 6  
( 3 ペ ー ジ )  
王 蕴 璐  
( 2 0 1 7 )  
「 企 业 人 力 资 源 管 理 外 包 的
风 险 」  
『 企 业 改 革 与 管 理 』 
第 2 X 期  
p . 9 4  
( 1 ペ ー ジ )  
欧 阳 雪 倩  
( 2 0 1 7 )  
「 我 国 企 业 人 力 资 源 外 包 的
现 状 及 对 策 」  
『 中 国 集 体 经 济 』  
第 1 6 期  
p p . 7 6 ~ 7 7  
( 2 ペ ー ジ )  
胡 圣  
( 2 0 1 7 )  
「 浅 析 企 业 人 力 资 源 管 理 外
包 的 动 因 及 风 险 管 理 」  
『 经 营 管 理 者 』  
第 5 期  
p . 1 7 9  
( 1 ペ ー ジ )  
林 碧 妍  
( 2 0 1 7 )  
「 中 国 电 信 股 份 有 限 公 司 宁
波 分 公 司 人 力 资 源 外 包 的 问
题 与 解 决 对 策 」  
『 知 识 经 济 』  
第 5 期  
p p . 1 2 7 ~ 1 2 8  
( 2 ペ ー ジ )  
张 兰 蓉  
( 2 0 1 7 )  
「 企 业 人 力 资 源 管 理 外 包 决
策 探 究 」  
『 企 业 改 革 与 管 理 』 
第 1 X 期  
p p . 11 5 ~ 11 6  
( 2 ペ ー ジ )  
赵 博 文  
( 2 0 1 7 )  
「 企 业 人 力 资 源 外 包 发 展 与
风 险 防 范 」  
『 内 蒙 古 科 技 经 济 』
第 1 0 期  
p p . 2 9 ~ 3 0  
( 2 ペ ー ジ )  
周 靖  
吴 昊  
( 2 0 1 7 )  
「 管 理 困 境 中 中 小 企 业 人 力
资 源 外 包 风 险 管 理 应 对 策 略
探 析 」  
『 商 场 现 代 化 』  
第 9 期  
p p . 9 9 ~ 1 0 0  
( 2 ペ ー ジ )  
孟 凡 逊  
( 2 0 1 7 )  
「 企 业 人 力 资 源 管 理 外 包 风
险 及 其 对 策 探 讨 」  
『 赤 峰 学 院 学 报 』  
第 8 期  
p p . 7 8 ~ 8 0  
( 3 ペ ー ジ )  
徐 丽 奡  
( 2 0 1 7 )  
「 企 业 特 征 对 人 力 资 源 外 包
影 响 分 析 」  
『 现 代 商 业 』  
第 1 0 期  
p p . 7 4 ~ 7 5  
( 2 ペ ー ジ )  
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万 莉 华  
( 2 0 1 7 )  
「 论 以 市 场 需 求 为 导 向 的 企
业 人 力 资 源 外 包 服 务 」  
『 科 技 经 济 市 场 』  
第 4 期  
p p . 1 2 5 ~ 1 2 7  
( 3 ペ ー ジ )  
杨 帆  
( 2 0 1 7 )  
「 人 力 资 源 外 包 调 查 研 究 」  『 市 场 研 究 』  
第 5 期  
p p . 8 ~ 1 0  
( 3 ペ ー ジ )  
曾 丽 衡  
( 2 0 1 7 )  
「 关 于 人 力 资 源 外 包 风 险 控
制 及 策 略 」  
『 时 代 农 机 』  
第 3 期  
p . 1 2 6  
( 1 ペ ー ジ )  
刘 汝 娟  
( 2 0 1 7 )  
「 引 入 外 包 式 的 人 力 资 源 管
理 方 式 , 助 推 煤 炭 企 业 早 日
脱 困 前 行 」  
『 科 技 经 济 市 场 』  
第 3 期  
p p . 1 0 4 ~ 1 0 5  
( 2 ペ ー ジ )  
杨 薇 薇  
( 2 0 1 7 )  
「 高 校 后 勤 人 力 资 源 外 包 的
优 势 和 风 险 」  
『 企 业 改 革 与 管 理 』 
第 6 期  
p . 7 5  
( 1 ペ ー ジ )  
徐 静  
( 2 0 1 7 )  
「 我 国 企 业 人 力 资 源 管 理 外
包 的 风 险 」  
『 企 业 改 革 与 管 理 』 
第 6 期  
p . 9 2  
( 1 ペ ー ジ )  
回 凤 瑾  
( 2 0 1 7 )  
「 我 国 政 府 部 门 人 力 资 源 管
理 外 包 的 现 状 问 题 分 析 」  
『 经 营 管 理 者 』  
第 11 期  
p p . 1 3 7 ~ 1 3 8  
( 2 ペ ー ジ )  
吴 昊 ,周
靖  
( 2 0 1 7 )  
「 中 小 企 业 人 力 资 源 管 理 外
包 风 险 防 范 措 施 分 析 」  
『 科 技 创 业 月 刊 』  
第 11 期  
p p . 9 5 ~ 9 6  
( 2 ペ ー ジ )  
孙 达 伟  
( 2 0 1 7 )  
「 高 新 企 业 人 力 资 源 管 理 外
包 风 险 研 究 」  
『 财 经 界 (学 术 版 )』  
第 5 期  
p p . 1 3 1 ~ 1 3 2  
( 2 ペ ー ジ )  
鲍 立 刚  
( 2 0 1 7 )  
「 人 力 资 源 管 理 信 息 化 时 代
下 人 事 外 包 业 务 的 走 向 和 定
位 」  
『 开 发 研 究 』  
第 1 期  
p p . 1 0 7 ~ 111  
( 5 ペ ー ジ )  
孙 毅  
( 2 0 1 7 )  
「 浅 析 我 国 企 业 人 力 资 源 管
理 外 包 的 风 险 」  
『 经 营 管 理 者 』  
第 1 4 期  
p . 1 7 8  
( 1 ペ ー ジ )  
张 洁  
( 2 0 1 7 )  
「 我 国 人 力 资 源 管 理 外 包 问
题 研 究 」  
『 时 代 金 融 』  
第 11 期  
p p . 2 4 5 ~ 2 4 6  
( 2 ペ ー ジ )  
傅 智 园  
( 2 0 1 7 )  
「 浙 江 省 第 三 方 人 力 资 源 服
务 R P O 问 题 探 究 」  
『 未 来 与 发 展 』  
第 3 期  
p p . 11 3 ~ 11 8  
( 6 ペ ー ジ )  
朱 伟 莹  
( 2 0 1 7 )  
「 中 小 企 业 招 聘 外 包 可 行 性
分 析 」  
『 现 代 营 销 下 旬 刊 』 
第 1 期  
p p . 1 3 0 ~ 1 3 1  
( 2 ペ ー ジ )  
吴 帅  
( 2 0 1 7 )  
「“ 互 联 网 + ” 时 代 人 力 资 源
服 务 业 的 创 新 与 发 展 」  
『 中 国 人 力 资 源 社
会 保 障 』  
第 3 期  
p p . 1 4 ~ 1 6  
( 3 ペ ー ジ )  
张 在 冉  
( 2 0 1 7 )  
「 当 前 我 国 人 力 资 源 服 务 业
发 展 面 临 的 瓶 颈 及 应 对 策 略
研 究 」  
『 中 国 市 场 』  
第 11 期  
p p . 7 2 ~ 7 3  
( 2 ペ ー ジ )  
林 韵 莹  
( 2 0 1 7 )  
「 企 业 招 聘 流 程 外 包 的 优 势
及 应 用 分 析 」  
『 经 营 管 理 者 』  
第 1 4 期  
p p . 1 7 4 ~ 1 7 5  
( 2 ペ ー ジ )  
魏 庆 怡  
( 2 0 1 7 )  
「 企 业 校 园 招 聘 服 务 外 包 的
问 题 及 对 策 研 究 」  
『 山 西 农 经 』  
第 6 期  
p p . 4 2 ~ 4 4  
( 3 ペ ー ジ )  
张 小 鑫  
王 镱 霏  
( 2 0 1 7 )  
「 中 小 企 业 人 力 资 源 管 理 外
包 现 状 及 其 解 决 对 策 分 析 」  
『 科 技 展 望 』  
第 11 期  
p p . 1 5 8 ~ 1 5 9  
( 2 ペ ー ジ )  
陈 双 霜  
( 2 0 1 7 )  
「 人 力 资 源 管 理 外 包 中 的 道
德 风 险 研 究 」  
『 经 营 管 理 者 』  
第 1 0 期  
p . 1 5 4  
( 1 ペ ー ジ )  
（ 出 所 ）中 国 知 網（ h t t p : / / w w w. c n k i . n e t）の デ ー タ（ 2 0 1 7 年 1 月 ～ 6 月 ）を 参 考
に し て 、 筆 者 作 成 。  




と提唱する傾向も ある。しかし、 HRO の当事者である HR O サービスの
提供者と依頼者のどちらにおいても、経済制度、ビジネス環境、企業の
HRM のレベル、 HR O サービス市場の成熟度等様々な点で中国と欧米と




第 1～ 3 章で展開してきたように、 HRO の歴史的・理論的バックグラウ
ンドを振り返った 上で、中国のビジネス環境の特殊性と HR M・ HR O に
関する理論・制度との間の整合性を意識しつつ、特に HR 業務アウトソ
ーシングと HRM 機能アウトソーシングに焦点を合わせて、本論文では
中国における HRO をより総合的かつ体系的に考察しようとしている。  
本章では、まず、HR O という用語 に関する定義上の曖昧さを避けるた
め、まず、HR に関連する主なサービス における HRO の位置づけを明確
にしたい。次に、政府部門 および専門機構や大手 HR 関連サービス 企業
が発表した最新のデータを参考 にして、中国における HRO の発展の基
本的な要因である HR 関連サービス 業の発展をより深く考察する。さら
に、欧米企業で最も一般的にアウトソーシングされている HRM 活動（訓
練と給与計算）の業績に対する効果を考察し、中国の特別なコンテクス
トを念頭に置きながら、中国企業の HR M の現状に合わせて HRO のあり
かたを検討する。  
 





の集中、組織能力 の向上などのような企業側の需要が 、HRO の形成およ
び発展の要因になる。すなわち、企業側の需要があって、市場側からの
HR 関連サービス供給が活発に行われた。一方、中国における HR 関連
サービスの初期形態 （人員派遣） の出現をもたらした 最初のきっかけは
国の政策であった。現在、国に よって有望な新しい産業として重視され
ためざるを得ない面があった HR 関連サービス業 が急速に発展する中で、
企業の方も否応なしに HR O を認識せざるを得ない面がある 。すなわち、
政府の政策から市場化された HR 関連サービス 「供給」が活発に行われ
たことにより、企業側の 「需要」が増加したように思われる。したがっ
て、本節では、 中国における 4 つの典型的な HR 関連サービス業の形成
および発展過程について考察する。  
 
 1 . HR 関連サービス業の形成  
図表 4－ 2 は、最初にそれぞれ HR サービスを提供する企業が出現し
た順序や、中国の代表的 HRO 企業である北京外企人力資源服務有限公
司 （ http : / /www. fes co .com.cn ） 、 上 海 外 服 有 限 公 司
（ http : / /www. fsg . com.cn ）、 中 国 国 際 技 術 智 力 合 作 公 司
（ http : / /www.c i i c . c om.cn）などの業務内容を参考にして 作成した。この









図表 4－ 2  HR に関連サービス 業の構成  
 
 
（ 出 所 ）中 国 の 代 表 的 H R O 企 業 で あ る 北 京 外 企 人 力 資 源 服 務 有 限 公 司（ H P ア ド
レ ス ： h t t p : / / w w w. f e s c o . c o m . c n、 2 0 1 7 年 1 月 9 日 ア ク セ ス ）、 上 海 外 服 有 限 公 司
（ H P ア ド レ ス ： h t t p : / / w w w. f s g . c o m . c n、 2 0 1 7 年 1 月 9 日 ア ク セ ス ）、 中 国 国 際
技 術 智 力 合 作 公 司 （ H P ア ド レ ス ： h t t p : / / w w w. c i i c . c o m . c n、 2 0 1 7 年 1 月 9 日 ア
ク セ ス ） の 業 務 内 容 を 参 考 に し て 、 筆 者 が 作 成 し た 。  
 
（ 1）人材派遣  
人材派遣は、歴史が長く、欧米や日本では 最も一般的な HR 関連サー












H R O：  
1 . H R 業 務 ア ウ ト ソ ー シ ン グ  
·あ る 定 型 的 な H R 業 務 の ア ウ ト ソ ー シ ン グ  
2 . H R M 機 能 ア ウ ト ソ ー シ ン グ （ H R B P O） 
·あ る H R M 機 能 の 一 部 の ア ウ ト ソ ー シ ン グ  







Employment  C onfed era t ion（旧：Cie t t）のエコノミックレポート 2016
年版によると、各国 派遣浸透率（雇用者総数に占める常用雇用換算され
た派遣労働者の割合 ） は、世界の平均で 1 .6％であり、派 遣社員の利用
が多い地域は、北米（ 2 .2％）、日本（ 2 .0％）、欧州（ 1 .8％）であった 2 5 6）。
ただし、同調査では、データの信用性を理由として、中国の派遣労働者
数は含まれていない。中国を除いて他の地域によって派遣浸透率が高い
ところもあれば低いところもあるが、その割合は 0 .5～ 3％の範囲内にお
さまっている。 一般社団法人日本人材派遣協会 によれば 、日本にお ける
2017 年 1～ 3 月平均の派遣社員数は約 129 万人となり、雇用者全体に占
める派遣社員の割合は 2 .4%となることを発表した 2 5 7）。  
一方、中華 全国総工会の調査によると、2012 年まで中国全国派遣社員
数は、少なくとも 3700 万人で、派遣浸透率は 13 .1％であった 2 5 8）。こ の
中に、国有企業における派遣労働者は全従業員の 16 .2％（ 2011 年）を
占めていて、各企業形態の中で最も高い値である。外資系企業が 14％で
続 い て い る 2 5 9 ）。 こ れ ら の デ ー タ か ら み る と 、 実 は 中 国 に お け る 派 遣 浸
透率は世界で最も高く、異例な状態になっている。 このような実態にお
                                                   
2 5 6 ） E c o n o m i c  R e p o r t  2 0 1 6  E d i t i o n サ イ ト 、
h t t p : / / w w w. j a s s a . j p / c i e t t / s t a t i s t i c a l / 2 0 1 4 / C i e t t _ E c o n o m i c _ R e p o r t _ 2 0 1 4 j p . p d f
2 0 1 7 年 6 月 1 日 に ア ク セ ス 、 参 照 。  
2 5 7 ） 一 般 社 団 法 人 日 本 人 材 派 遣 協 会 サ イ ト 、
h t t p : / / w w w. j a s s a . j p / ke y w o r d s / i n d e x 1 . h t m l 、2 0 1 7 年 6 月 1 日 に ア ク セ ス 、参 照 。  
2 5 8 ）『 検 察 日 報 』 電 子 版 サ イ ト 、  
h t t p : / / n e w s p a p e r. j c r b . c o m / h t m l / 2 0 1 5 - 0 3 / 0 5 / c o n t e n t _ 1 8 0 4 4 2 . h t m、 2 0 1 6 年 3 月
1 6 日 に ア ク セ ス 、 参 照 。  
2 5 9 ） 独 立 行 政 法 人 労 働 政 策 研 究 ・ 研 修 機 構 （ J I L P T） サ イ ト 、
h t t p : / / w w w. j i l . g o . j p / f o r e i g n / j i h o u / 2 0 1 4 _ 1 / c h i n a _ 0 3 . h t m l 、 2 0 1 6 年 3 月 1 6 日 に









業 務 に つ い て 、「 臨 時 的 業 務 」、「 補 助 的 業 務 」、「 代 替 的 業 務 」 と い う 3
つの要件（「三性」）を定めている 2 6 0）。「派遣暫定規 定」の実施より、今
後、派遣社員数は減少していくだろうと予測されているが、 中華人民共
和国人的資源社会保障部の統計報告によると、2016 年 1 年間平均の派遣












                                                   
2 6 0 ） 中 華 人 民 共 和 国 人 的 資 源 社 会 保 障 部 公 式 サ イ ト 、
h t t p : / / w w w. m o h r s s . g o v. c n / S Y r l z y h s h b z b / z c f g / f l f g / g z / 2 0 1 6 0 1 / t 2 0 1 6 0 11 3 _ 2 3 1 6 7
8 . h t m l、 2 0 1 6 年 3 月 1 6 日 に ア ク セ ス 、 参 照 。  
2 6 1 ） 中 華 人 民 共 和 国 人 的 資 源 社 会 保 障 部 公 式 サ イ ト 、
h t t p : / / w w w. m o h r s s . g o v. c n / S Y r l z y h s h b z b / d o n g t a i x i n w e n / b u n e i y a o w e n / 2 0 1 7 0 6 /





論じる HR O とは異なる。HRO は、BPO の一種であり、本来の HR 部門
で行っていた企業の競争力に直接的に関与していないいくつかの定型的
な HR 業務や HR M 活動を契約によって外部の専門化した企業に委託す
るこ とで 、 HRM の 対象 とな る従 業員 が 自社 の従 業員 （自 社 との 雇用 契
約関係を有する）に絞るものであるため、その目的はコストの削減だけ
ではなく、 HRM をより戦略的な業務に集中させ、 HRM の価値を生み出
し、企業 業績に貢献することにある。 したがって、本論文では、 人材派
遣は本来の意味での HRO に属さないと考える。  
  
 （ 2） HRM システム（ソフトウェア） サービス  
科学技術の発展が HR 関連サービス業界に大きな影響をもたらした 。
パソコンの普及や 現代情報技術と HRM を融合させた HR 情報システム
（ Human Resource  In formati on  System、以下 HRIS）の導入により、
社内の HR 情報の一元管理、 HR 業務の効率化が実現された。 今日、ど
んなに小規模な企業でも、 従業員に関するデータや情報の管理のために
HRIS は欠かせないものであ り、HRIS をまったく利用していない企業は
もはや存在しないだろう 。  
近年 、 HRM の 戦略 的機 能の 重視 と タレ ント マネ ジメ ン トの 出現 によ
り、給与管理、勤怠管理などの従来の機能の上に、 要員管理分析やキャ
リ ア 管 理 等 新 し い 機 能 が 搭 載 さ れ た よ り ス マ ー ト な HRM シ ス テ ム
（ Human Resource  Management  Sys tem、以下 HRMS）が 次々に開発
された。 HRMS は、 HR M 活動における様々な戦略的な意思決定のため
のデータ提供 、データ分析、ソリューション を通じて HR 部門をサポー
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トする役割を果たしている 。  
更に近年、欧米や日本においては 、通信技術の進歩と HR 領域でのテ
クノ ロジ ー活 用 に つ れ、 HRM 活 動の 更 なる 効率 化と 質の 向 上が 期待 さ
れ て い る 中 に 、 ク ラ ウ ド や 人 工 知 能 （ A I）、 ビ ッ グ デ ー タ 解 析 と い っ た
先端テクノロジーが駆使された クラウド型 HR システム（ e -HR）および
クラウド型 HR サービス（ Human  Resources  So f tware -as -a -Servi ce、
以下 HR SaaS  ）が ますます 注目され 、数多くの企業に導入されている 。
例えば、 タレントマネジメントシステムや人材マネジメントシステムの
ような HR M システムを社内で開発・運用することが できる 企業は、あ
る程度の規模 以上 の企業に限定されている ため、一般的に、社外 で購入
することは、自社開発よりも短期間かつ安価に HR M システムを導入す
ることができる。  





た。現在では、これらの 外資系大手ソフトウェア会社 は中国 で完全所有
子会社（中国法人） を成立し 、外資系企業のみならず中国 大型国有・民
営企 業に もサ ービ ス を提 供し てい る。 近 年、 HRM シ ステ ム （ソ フト ウ
ェア）サービス 市場 においてもリードしている。 中国で最初に HRM シ
ステム（ソフトウェア）サービスを提供した 中国本国 企業を調べてみる
と、施特伟科技有限公司（ http : / /www.c i tyray.com）、白金軟件系统（上
海 ） 有 限 公 司 （ http : / /www.p la t inumchina . com）、 用 友 網 絡 科 技 股 份 有
限 公 司 （ http : / /www.yonyou .com ）、 北 京 萬 古 科 技 股 份 有 限 公 司
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（ http : / /www.vgtech .com.cn）は、HR 部門専用の HRM システム（ソフ
トウェア）サービスの提供を 1990 年代に開始している。現在、東軟集
団股份有限公司、 北京北森云計算 股份有限公司 、金蝶軟件有限公司 、安
德普翰人力资源服务（上海）有限公司 などの有名な HRM システム（ソ
フトウェア）企業 が数多く存在している 。  
第 2 章で述べたように、中国企業では基本的な HRM システムが構築
されたものの、担当者が新しい HRM の知識や経験を持ち合わせていな
いため、従来の書類管理、報酬、福利厚生、人員異動に関連する定型的




ラ ー を 減 ら す こ と の た め に 、 HRIS の ア ッ プ グ レ ー ド 版 と し て 徐 々 に
HRMS を導入している段階にとどまっている 。言い換えると、中国企業
では、 HRM 能力アップより、 HRM 効率アップのために、 HRM システ
ム（ソフトウェア）を導入 している 。  
今後、中国企業における HR M レベルや HRM 管理者能力の向上につ
れ、新しい HRM 理念や技術がますます認識され、導入される中に、給
与計算、勤怠管理だけではなく、業績と報酬、要員計画・分析、人材開
発・育成の HRM システム（ソフトウェア）の需要 も増える かもしれな
い。そして、社内で HRM システム（ソフトウェア）の開発や運用がで
きない中小企業は 社外からの サービスを求めるはずである。さらに、 企
業が HRO を採用する際に、 HR O の内容と関連している HRM システム
（ソフトウェア）を構築しなければならないため、HRO の需要が増えれ
ば増 える ほど 、 HR M シス テ ム（ ソフ トウ ェア ） の 導入 も 増え る 。 した
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がっ て、 将来 的に は 、 HRM シス テム （ ソフ トウ ェア ） サ ー ビス 市場 が
拡大していくと予測される。  
中国では、HRM システム（ソフトウェア）サービス は HR O の一種と
して理解されている。 確かにこの新たな形態のクラウド型 HRM システ
ム （ ソ フ ト ウ ェ ア ） サ ー ビ ス は 、 ク ラ ウ ド 型 HRO
（ Human  Resources  Outsourc ing  So f tware -as -a -Servi ce、 HRO SaaS）
を可能にし、時には HRO を実施する ための前提条件として 構築されな
ければならないため、 HRM システム（ソフトウェア） サービス が HRO
の一 部で ある かの よ うに 見え る。 しか し 、 HRM シス テム （ ソフ トウ ェ
ア）サービスは、 社外から 購入した HR M システム（ソフトウェア） を
利用して、社内で業務を処理することを指す。これに対して、 HR O は、
ある定型的な HR 業務やある HRM 機能を社外に アウトソーシング する
ことを指す。したがって、社内の 業務を外部に アウトソーシングするか、






（ 3） HRM コンサルティング  
コンサルティング というビジネスは、 19 世紀末にアメリカで誕生し、
100 年以上の長い歴史を持っている 。日本初の経営コンサルティング会
社は、1942 年に創設され た株式会社日本能率協会 であった。1980 年に、
株式会社日本能率協会 創立以来の基幹部門であるコンサルティング事業
本部が分離され、 日本能率協会コンサルティング として独立した 。中国
188 
 
における コンサルティング 業は、前述した中国における システム（ソフ
トウェア）産業とほぼ同じ時代に現れ、発展過程 もよく似ている 。ただ、
コンサルティング 産業の 1 つである HR M コンサルティングの出現は、
システム（ソフトウェア）産業の 1 つである HR M システム（ソフトウ
ェア）の出現より少し遅かった。  
1980 年 代 か ら 、 マ ッ キ ン ゼ ー ・ ア ン ド ・ カ ン パ ニ ー （ McKinsey  &  
Company ）、 ボ ス ト ン ・ コ ン サ ル テ ィ ン グ ・ グ ル ー プ  （ The B oston  
Consul t ing  Group）、ベイン・アンド・カンパニー （ Bain  & Company）
等の大手 外資系の経営コンサルティング企業が中国への進出 を開始し、
現地で完全所有子会社（中国法人） や事務所 を成立し て経営戦略 、販売
企画、財務などの分野でサービスを提供し始めた 。その後、 北大纵横管
理咨询集团、正略集团などの中国本国の現代的な 経営管理 コンサルティ








ため、経営コンサルティング サービス は知識ベースの産業として 発展し
てきた。  
近年、企業の持続的な発展における HR M の戦略的な役割がますます
重視 され るに つれ 、 HRM コ ンサ ルテ ィ ング はコ ンサ ルテ ィ ング ビジ ネ
スの重要な部分になった。例えば、怡安翰威特（ Aon  Hewit t）、瀚德中
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国（ Hunterchina  Group）、韬睿惠悦咨询公司（ Towers  Watson）、美世




とな く、 企業 の全 体 像を 観察 し、 HRM 業務 を理 解す るこ と がで きる た
め、 HRM に 関す る 問題 の原 因を 分析 し 解決 する こと がで き る。 今後 、
非正規雇用の拡大、労働法の規制により、法律相談、労働紛争事件の取
扱い等の HRM コンサルティングサービスの 更なる拡大も予想される。
これらの分野では、 中国法や 中国市場 および中国企業 ならではの特性を
熟知している中国コンサルティング企業 が外資系 コンサルティング企業
よりも強みを有していると考えられる 。  
中国では、HRM コンサルティング もまた HRO の一種として理解され
ている。確かに、HRM コンサルティング と HR O は緊密に関連して おり、
HRO についての相談も HR M コンサルティング 業務の重要な部分になっ
ている。また、HRO 業務と HRM コンサルティング業務の両方を同時に
展開する HR 関連 サービス企業が数多く存在している。しかし、HRM コ
ンサルティング企業が依頼元企業の抱えている HR M 課題や問題点等を
発見し、分析して、その解決策についての助言を行うのに対して、 HRO
企業は依頼元企業の代わりに実際に依頼された HR 業務を行うという異
なる 点で 、本 論文 で は、 HRM コ ンサ ル ティ ング を経 営管 理 コン サル テ
ィングの一部として位置づけ、 HRO と区別した。  
 







HR など他の 事業分野においても普及していた。本論文では、HRO を「依
頼元企業がより戦略的な HR M 活動に集中できるように、外部市場の資
源を活用することにより、自社の HR 部門で行っていた自社の競争力に
直接的に関与していない HR 活動を、長期的な契約を通じて HRO 企業
に戦略的にアウトソーシングすること」と定義する。本論文では 、HRO
を HR 業務アウトソーシングと、HRM 機能アウトソーシング（ HRBPO）
との 2 つの部分に 分類した 。  
HR 業務アウトソーシングは、人事手続き、勤務時間および勤怠管理、
給与計算、社会保険関連業務等の定型的な HR 業務をアウトソーシング
することを意味 し、HRO の最も一般的な形である 。例えば、日本最大の








測される 。例えば 、昔から、 石油、電力、電信、金融、保険などの分野
を独占した中国国有企業 では、高級管理人員 の収入（ 見えない収入を含
                                                   
2 6 2 ）日 本 の 人 事 部：給 与 計 算 . J P サ イ ト 、h t t p : / / h r - p a y r o l l - o s . j p / a r t i c l e s / h i s t o r y、











 例 え ば 、 中 国 の 三 大 国 有 航 空 会 社 の 一 つ で あ る 中 国 東 方 航 空 集 団
（ CEAH） の 公 式 サ イ ト （ http : / /www.ceairgroup .com） で は 、「 中 国 東
方航空集団高級管理人員報酬情報開示 」（「中国東方航空集团企业负责人





 HR M 機能アウトソーシング （ HRBPO）は、ある HRM 機能の一部の










トソーシングする 場合もあれば 、もしくは、「育成訓練目標の確定 ➝育成
訓練コースの設計・開発 ➝育成訓練コースの実践と品質管理 」までのす
べてをアウトソーシングする 場合もある 。  
したがって、 中国最初の HR 関連サービス活動は 1980 年代の改革開
放初期に遡ることができる が、実際に 中国の HR 関連サービス業の形成
は 1990 年代以降であった。外資系 外 HR 関連サービス企業の中国への
進出により、 新しい HRM 理念も普及してきたため、一部の急速に成長
している中国企業は大量の物的、人的資源を投資し、独自の HRM シス
テムを構築しようとした。この時代に生まれた人的資源専門家の一部は、
彼らの専門的知識と実践的な経験を使用して HR 関連サービス企業 を起
業した。 中国の HR サービス事業の立ち上げ および人材基盤の構築など
貴重な経験を蓄積してきた。2000 年以降、人材派遣 、HRM システム（ソ
フトウェア）、HRM コンサルティング、HRO に関連する 企業（外資系企
業および中国本国企業） が続々出現して、より完全な HR 関連サービス
業が形成した。  
 
2 . 国家戦略としての HR 関連サービス 業の発展  
中国における HR 関連サービス業は、市場経済の更なる発展を図る国




HR 関連サービス 業という用語が初めて中国に登場した 2 6 3）。これは、HR
                                                   
2 6 3 ） 中 華 人 民 共 和 国 中 央 人 民 政 府 公 式 サ イ ト 、
h t t p : / / w w w. g o v. c n / z h e n g c e / c o n t e n t / 2 0 0 8 - 0 3 / 2 8 / c o n t e n t _ 4 0 2 2 . h t m、2 0 1 6 年 2 月





2010 年の「国家の 長期的な人材開発プ ログラム（ 2010 -2020）」（「国
家中长期人才发展规划纲要 2010 -2020」）では、積極的に人材開発戦略を













て の 規 定 も 含 ま れ て い た 2 6 6 ）。 こ れ は 、 派 遣 労 働 者 、 派 遣 会 社 、 雇 用 者
三者の権利と義務を明確 にし、調和のとれた安定した労使関係を構築す
ることを意図した。  
                                                   
2 6 4 ） 中 華 人 民 共 和 国 中 央 人 民 政 府 公 式 サ イ ト 、  
h t t p : / / w w w. g o v. c n / j r z g / 2 0 1 0 - 0 6 / 0 6 / c o n t e n t _ 1 6 2 1 7 7 7 . h t m、2 0 1 6 年 2 月 5 日 に ア
ク セ ス 、 参 照 。  
2 6 5 ） 中 华 人 民 共 和 国 国 家 发 展 和 改 革 委 员 会 公 式 サ イ ト 、  
h t t p : / / w w w. n d r c . g o v. c n / f z g g g z / g y f z / g y f z / 2 0 11 0 4 / t 2 0 11 0 4 2 6 _ 7 9 4 9 9 3 . h t m l 、2 0 1 6
年 2 月 5 日 に ア ク セ ス 、 参 照 。  
2 6 6 ） 中 華 人 民 共 和 国 人 的 資 源 社 会 保 障 部 公 式 サ イ ト 、
h t t p : / / w w w. m o h r s s . g o v. c n / S Y r l z y h s h b z b / z c f g / f l f g / g z / 2 0 1 6 0 1 / t 2 0 1 6 0 11 3 _ 2 3 1 6 7





の人的資源サービス業の年間収益は、2010 年の 1164 億元のほぼ 6 倍の
6945 億元に達した。 2014 年末までに、建設中のあるいは完成した人的
資源サービス工業団地数が 35 か所（国家レベル人材サービス工業団地 6
か所：上海、重慶、鄭州、蘇州、杭州、福建）、人材サービス会社が 2 .5
万社、従業者が 40 .7 万人、業界市場総利益が 8058 億元の規模に達して
いる 2 6 7）。さらに、前述した 2014 年の「人的資源サービス業界の発展 を
加速するに関する意見」（「关于加快发展人力资源服务业的意见」）におい
て、HR 関連サービス業に 2020 年までに、「 20 社ぐらいの大手企業や業
界のリーダー企業、 50 万人の従業員、 2 万億元の市場規模」を達成させ
る目標が初めて明示された 2 6 8）。  
HR 関連サービス 業の発展 を支えたこれらの一連の政策は 、図表 4－ 3
にまとめられている 。  
図表 4－ 3 HR 関連サービス 業に関する主要な政策  
政 府 機 構  公 布 日  政 策  意 義  
国 務 院  2 0 0 7 年  
「 サ ー ビ ス セ ク タ ー の 加 速 に 関 す
る 意 見 」  
（「 关 于 加 快 服 务 业 的 若 干 意 见 」）  
H R サ ー ビ ス 業 と
い う 用 語 は 初 め
て 中 国 に 登 場  
国 務 院  2 0 1 0 年  
「 国 家 の 長 期 的 な 人 材 開 発 プ ロ グ
ラ ム （ 2 0 1 0 - 2 0 2 0）」  
（「 国 家 中 长 期 人 才 发 展 规 划 纲 要
2 0 1 0 - 2 0 2 0」）  
専 門 化 、 情 報 化 、
産 業 化 、国 際 化 し
た H R サ ー ビ ス シ
ス テ ム の 構 築  
国 務 院  2 0 1 2 年  
「 サ ー ビ ス 業 発 展 十 二 五 計 画 」  
（「 服 务 业 发 展 “ 十 二 五 ” 规 划 」）  
H R サ ー ビ ス 市 場
の 建 設 の 強 化  
人 力 資 源 ・  
社 会 保 障 部  
2 0 1 3 年  
「 人 材 市 場 の 統 合 を 加 速 す る に 関
す る 意 見 」  
（「 关 于 加 快 推 进 人 力 资 源 市 场 整 合
的 意 见 」）  
政 府 機 能 の 転 換
の 促 進 、行 政 審 査
と 承 認 シ ス テ ム
の 改 革 の 深 化  
                                                   
2 6 7 ）中 国 産 業 情 報 ネ ッ ト 、h t t p : / / w w w. c h y x x . c o m / i n d u s t r y / 2 0 1 5 11 / 3 6 1 0 4 4 . h t m l、
2 0 1 6 年 2 月 5 日 に ア ク セ ス 、 参 照 。  
2 6 8 ）中 華 人 民 共 和 国 人 的 資 源 社 会 保 障 部 公 式 サ イ ト 、h t t p : / / w w w. m o h r s s . g o v. c n、
2 0 1 6 年 2 月 5 日 に ア ク セ ス 、 参 照 。  
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人 力 資 源 ・  
社 会 保 障 部  
2 0 1 3 年  
「 労 務 派 遣 行 政 許 可 実 施 弁 法 」  
（「 劳 务 派 遣 行 政 许 可 实 施 办 法 」）  
さ ら に 業 界 の 発
展 の た め に 、よ り
標 準 化 さ れ た 環
境 政 策 の 提 供  
人 力 資 源 ・  
社 会 保 障 部  2 0 1 4 年  
「 派 遣 暫 定 規 定 」  
（「 労 務 派 遣 暫 定 施 行 規 定 」）  
労 働 者 派 遣 を 標
準 化 す る た め の
重 要 な 規 制  
国 務 院  2 0 1 4 年  
「 ア ウ ト ソ ー シ ン グ サ ー ビ ス 業 界
の 発 展 を 加 速 す る に 関 す る 意 見 」  
（「 关 于 促 进 服 务 外 包 产 业 加 快 发 展
的 意 见 」）  
H R サ ー ビ ス 企 業
の 専 門 化 、 規 模
化 、ブ ラ ン ド 化 を
奨 励 す る  
人 力 資 源 ・  
社 会 保 障 部  
2 0 1 4 年  
「 人 的 資 源 サ ー ビ ス 業 界 の 発 展 を
加 速 す る に 関 す る 意 見 」  
（「 关 于 加 快 发 展 人 力 资 源 服 务 业 的
意 见 」）  
多 元 化 化 の H R サ
ー ビ ス 業 の 構 築  
 
（ 出 所 ） 中 国 政 府 機 構 に 公 布 さ れ た 政 策 を 参 考 に し て 、 筆 者 作 成 。  
参 考 イ ン タ ー ネ ッ ト ア ド レ ス の 詳 細 は ：  
1 .中 華 人 民 共 和 国 中 央 人 民 政 府 公 式 サ イ ト 、  
h t t p : / / w w w. g o v. c n / z h e n g c e / c o n t e n t / 2 0 0 8 - 0 3 / 2 8 / c o n t e n t _ 4 0 2 2 . h t m  
2 .中 華 人 民 共 和 国 中 央 人 民 政 府 公 式 サ イ ト 、  
h t t p : / / w w w. g o v. c n / j r z g / 2 0 1 0 - 0 6 / 0 6 / c o n t e n t _ 1 6 2 1 7 7 7 . h t m  
3 .中 華 人 民 共 和 国 中 央 人 民 政 府 公 式 サ イ ト 、  
h t t p : / / w w w. g o v. c n / z w g k / 2 0 1 2 - 1 2 / 1 2 / c o n t e n t _ 2 2 8 8 7 7 8 . h t m  
4 .中 華 人 民 共 和 国 人 的 資 源 社 会 保 障 部 公 式 サ イ ト 、  
h t t p : / / w w w. m o h r s s . g o v. c n / r l z y s c s / R L Z Y S C S z h e n g c e w e n j i a n / 2 0 1 3 0 3 / t 2 0 1 3 0 3 2 5
_ 9 1 9 2 8 . h t m  
5 .中 華 人 民 共 和 国 人 的 資 源 社 会 保 障 部 公 式 サ イ ト 、  
h t t p : / / w w w. m o h r s s . g o v. c n / S Y r l z y h s h b z b / z c f g / f l f g / g z / 2 0 1 6 0 1 / t 2 0 1 6 0 11 2 _ 2 3 1 6 0
2 . h t m l  
6 .中 華 人 民 共 和 国 人 的 資 源 社 会 保 障 部 公 式 サ イ ト 、  
h t t p : / / w w w. m o h r s s . g o v. c n / S Y r l z y h s h b z b / z c f g / f l f g / g z / 2 0 1 6 0 1 / t 2 0 1 6 0 11 3 _ 2 3 1 6 7
8 . h t m l  
7 .中 華 人 民 共 和 国 中 央 人 民 政 府 公 式 サ イ ト 、  
h t t p : / / w w w. g o v. c n / x i n w e n / 2 0 1 5 - 0 1 / 1 6 / c o n t e n t _ 2 8 0 5 2 9 0 . h t m  
8 .中 華 人 民 共 和 国 人 的 資 源 社 会 保 障 部 公 式 サ イ ト 、  
h t t p : / / w w w. m o h r s s . g o v. c n / g km l / x x g k / 2 0 1 5 0 1 / t 2 0 1 5 0 1 2 1 _ 1 4 9 7 6 8 . h t m l  
 
この現状から推測すると、インターネット、モバイル技術が HR 関連
サービス 業界に浸透したことにより、今後、中国市場は、世界の HR 関
連サービス業の主要な成長エンジンになり、徐々に世界最大の HR 関連
サービス 市場へと発展する可能性がある。しかし、前例のない大規模な
変化に直面している中国の HR 関連サービス 市場には、無 限の機会が潜




いる。このような現状 からすれば 、HR O を通じて HRM レベルを高めよ
うとしている企業のニーズを満たすのは困難である。  
 
3 . 中国における HR 関連サービス 企業  






















（ 1）北京外企人力資源服務有限公司（ FESCO）  
FESCO の 公式サ イ ト（ http : / /www.fesco . com.cn）に よると 、中国 国
内企業上位 500 社にランクインし、 100 以上の国や地域からの 20 ,000
社以上の顧客およびこれらの顧客の機構で働いている約 120 万名の中国
人 •外国人従業員にサービスを提供している。全国に 120 数社の出資会
社と支社を構え、北京と上海を拠点とした全国 31 の省市自治区の 300
もの都市を網羅する一大サービスネットワーク を持っている。2010 年末、
FESCO 社とアデコグループ（ Adecco）との共同出資による北京外企徳
科人力資源服務上海有限公司（ FE SCOA decco）が上海で設立され、国際
的競争力を絶えず強化している。FESCO 社の主な サービス内容は図表 4
－ 4 に示されている。  
図表 4－ 4 FE SCO 社の主なサービス  
人 事 ソ リ ュ ー シ ョ ン  内 容  
 
 
人 事 ア ウ ト ソ ー シ ン グ お よ び  
法 定 福 利 厚 生 ア ウ ト ソ ー シ ン グ  
・ 従 業 員 管 理 サ ー ビ ス  
・人 事 及 び 福 利 厚 生 ア ウ ト ソ ー シ ン グ サ
ー ビ ス  
・社 会 保 険 と 積 立 金 の 納 付 代 行 サ ー ビ ス  
・ 役 職 ア ウ ト ソ ー シ ン グ  
・ 実 習 •見 習 管 理 サ ー ビ ス  
・ 人 材 派 遣 サ ー ビ ス  
 
従 業 員 福 利 厚 生 サ ー ビ ス  
・人 身 傷 害 保 険 及 び 健 康 医 療 保 険 サ ー ビ
ス  
・ 従 業 員 総 合 福 利 厚 生 サ ー ビ ス  
・ 企 業 年 金 ・ 福 利 厚 生  
 
 
専 門 の ア ウ ト ソ ー シ ン グ  
・ 給 与 ア ウ ト ソ ー シ ン グ  
・ 会 計 事 務 ア ウ ト ソ ー シ ン グ  
・ 登 録 手 続 き 代 行 サ ー ビ ス  
・ コ ー ル セ ン タ ー ア ウ ト ソ ー シ ン グ  
 
人 材 募 集 &人 材 考 課  
・ オ ン ラ イ ン 人 材 募 集  
・ 従 業 員 背 景 調 査  
・ 人 材 考 課  
 
専 門 コ ン サ ル タ ン ト  
・ 外 資 企 業 労 働 組 合 連 合 会  
・ 法 律 サ ー ビ ス  
・ 満 足 度 調 査  
 
企 業 ト レ ー ニ ン グ ・ キ ャ リ ア 開 発  
・ コ ー ス 開 発  
・ カ ス タ マ イ ズ 研 修 サ ー ビ ス  
・ 学 習 •研 修  
（ 出 所 ） F E S C O の 公 式 サ イ ト （ h t t p : / / w w w. f e s c o . c o m . c n） に よ っ て 筆 者 作 成 。  
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（ 2）上海外服（集団）有限公司（ SFSC）  
SFSC の日本語版の公式サイト（ http : / / jp . fsg .com.cn /）によると、同
社は、25 ,000 社以上の企業の 125 万人の社員に効率的なサービスを提供
している。厳格なサービス品質 基準を採用することにより、中国におけ
る世界トップ 500 企業のうち 85％の企業にサービスを提供している。業
界内では初となる DNV 社による ISO9001：2000 管理システム認証を取
得し、独自に『全国下請サービス商標標準化評価管理システム』 および
サービス細則を制定した。 主なサービス内容 は図表 4－ 5 に示されてい
る。  
図表 4－ 5 上海外服（集団）有限公司の主なサービス  
サ ー ビ ス  内 容  
 
 
人 事 諮 問  
・ コ ン プ ラ イ ア ン ス の 監 査 と リ ス ク 管 理  
・ 企 業 転 換 期 の HR  コ ン プ ラ イ ア ン ス 管  
 理  
・ 余 剰 人 員 配 置 と 離 職 管 理  
・ 雇 用 モ デ ル 最 適 化  
・ 労 働 関 係 コ ン プ ラ イ ア ン ス  
 
 
採 用 及 び 雇 用 管 理  
・ 採 用 プ ロ セ ス の ア ウ ト ソ ー シ ン グ  
・ 人 事 代 理  
・ 法 定 保 険 類  
・ 人 事 総 務 コ ン サ ル テ ィ ン グ お よ び サ ー ビ
ス  
・ 人 材 派 遣  
 
報 酬 福 利 管 理  
・ ク ラ イ ア ン ト へ の 報 酬 管 理 カ ス タ マ イ ズ
化  
・ 個 人 所 得 税 全 国 サ ー ビ ス シ ス テ ム  
・ 従 業 員 福 利  
人 材 管 理  ・ 訓 練  
 
業 務 ア ウ ト ソ ー シ ン グ  
・ 職 能 ア ウ ト ソ ー シ ン グ  
・ プ ロ セ ス ア ウ ト ソ ー シ ン グ  
・ プ ロ ジ ェ ク ト ア ウ ト ソ ー シ ン グ  
・ ビ ジ ネ ス 文 書 管 理  
 
ビ ジ ネ ス デ ー タ サ ー ビ ス  
・ 雇 用 コ ス ト デ ー タ サ ー ビ ス  
・ 従 業 員 福 利 デ ー タ サ ー ビ ス  
・ 従 業 員 健 康 デ ー タ サ ー ビ ス  
・ 人 事 管 理 研 究 報 告 書  
ソ フ ト ウ エ ア サ ー ビ ス   
（ 出 所 ） S F S C 社 の 公 式 サ イ ト （ h t t p : / / w w w. f s g . c o m . c n） に よ っ て 筆 者 作 成 。  
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（ 3）中国国際技術智力合作公司（ CIIC）  
CIIC の日本語版の公式サイト（ http : / /www2.c i i c . com.cn / jp /）による
と、同社は国務院の国有資産管理委員会に直属している唯一の HR 関連
サ ー ビ ス 業 務 に 従 事 し て い る 全 国 的 な グ ル ー プ 会 社 で あ り 、 国 内 外 で
126 社の支社を持ち、76 の国家と地区において広範な経済技術人才など
の業務提携を行っ ている。HRO は CIIC で最初に 展開され、最大規模の
コア業務とし て、 これを長年発展 させ、業界のリーダー 的地位を占める
に至っている 。2015 年までに、CIIC は全世界 の 53 ,000 社余りの企業（そ
の中に世界トップ 500 グループ所属の 239 企業の傘下会社 1057 社およ
び中国トップ 500 グループ所属の 148 企業の傘下会社 611 社を含む）に
サービスを提供し、 157 万人以上の中高級技術管理者と職員に派遣やア
ウトソーシングサービスを提供している。主なサービス内容 は図表 4－ 6
に示されている。  
図表 4－ 6  C IIC 社の主なサービス内容  
サービス  内容  
人事管理  
・人事書類管理 /人事専門サービス /労働契約管理  
・給与アウトソーシングサービス  
人員派遣  ・生産 /労務人員派遣ソリューション  
職員の福祉  







BPO ・ HRBPO 
人材募集  ・ ネ ッ ト 求 人 ソ リ ュ ー シ ョ ン /キ ャ ン パ ス の 新 卒 採
用ソリューション  
 
管 理 コ ン サ ル テ
ィング  
・人材評価コンサルティングサービス  
・ 職 場 調 査 研 究 /シ ス テ ム 構 築 コ ン サ ル テ ィ ン グ サ
ービス  






















・職員満足度 /仕事熱心度  

















の専門サービス企業 に依存しなければならないからである。  
 
（ 4）中国に進出 している 一部の大手外資 HR 関連サービス 企業  
WTO への加盟と 中国へ進出する 外国の HR 関連サービス企業に対す
る要件の緩和のために、現在では、世界で有名な HR 関連サービス 企業
はすでに中国に進出している。中国新聞網の報 道によると、2003 年には
30 社の外資 HR 関連サービス企業しかなかったが、 2009 に 160 社にな
り、 2012 年には 212 社になった。また、一部の外資企業が中国企業と
業務提携し、株式の持ち合いの方式で、中国で業務を展開している。例
え ば 、 日 本 の 株 式 会 社 リ ク ル ー ト の 公 式 サ イ ト
201 
 
（ http : / /www.recrui t . jp /news_d ata /re lease /2006 /0405_1584 .h tml ） に
よると、同社 が 2006 年に、 2004 年 9 月に米国 NASDA Q 市場に上場し
た中国企業である 51job , Inc .（求人情報 事業を中心に展開する人材総合
サービスのリーディングカンパニー）との業務提携および株式の取得に
より、日本で培ったノウハウ および 51 job のネットワークを活かした共
同事業を展開し、中国における質の高い HR 関連サービス を提供してい
る。  
これらの外資大手 HR 関連サービス 企業が中国で展開している業務に
は、人員派遣以外に、HRM ソリューションや HRM コンサルティングが
多い。なぜならば、欧米の先進国におけるほとんどの企業においては、
成熟した HRM 理念と実践が存在し、または、コンサルティング会社の
支援により、比較的完全な HR M システムが構築されており、本国市場
が飽和状態になっているために、伝統的な HRM コンサルティング企業
は、ビジネスの規模の縮小を避けるために、新たな中国市場を 開拓しよ
うとしているからである。しかも第 2 章で論じたように、現代的な HRM
を学 ぶ段 階に とど ま って いる 大多 数の 中 国企 業で は、 また 有 効な HRM
システムが完全に確立されていないため、 外資系 HRM コンサルティン
グ企業の 高質なサービスを求める可能性が増えている。 ただ、これらの




カンパニー（ McKinsey &  Company）は、1985 年に中国に進出して以来、
外資系企業のみならず、 中国企業に対して数多くのコンサルティングプ
ロジェクトを完了し 、業界における確固たる地位を築き、 過去 30 年に
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わ た り 輝 か し い 実 績 を 残 し た 。 マ ッ キ ン ゼ ー （ 中 国 ） の 公 式 サ イ ト





团）股份有限公司 （ 1955 年設立、大手 スーパーマーケットチェーン ）、
实达集团（ 1988 年設立、大手 PC 企業）、广东乐百氏集团（ 1989 年設立、
大手食品飲料企業）、康佳集团（ 1980 年設立、 大手電子情報企業）など
の中国大手企業 は、 マッキンゼー（中国）のコンサルティングプログラ
ムを実施した後、 突然に栄光から衰退 に転じ、 買収されもしくは大 幅赤
字に陥り、巨大な 損失を出した。 アクセンチュア （中国）等の他の外資
系コンサルティング企業も このような失敗を経験したことがある 。  
したがって、中国市場や中国企業に 対してユニークな見解と洞察 があ
っても、 豊富な知識や経験 を持っていても、 依頼元企業の 長期プロジェ
クトを計画的に着実に粛々と遂行するために必要な 経営者のリーダーシ
ップや HR M レベルにあわせたプロジェクト を作成せず、外国企業の成
功例を中国企業に 機械的に機械的に嵌め込む と失敗を招くことになるか
もしれない。  
HR 関連サービス業の発展が中国における HRO の発展にとって最も大







きる一方で、利用企業はより安全に HR M を外部委託することができる。
HR 関連サービス業の成熟はより多くの企業に HRO の利用の機会を作り
出したといえる。  
 




開の中で 技術、製品、管理のレベルアップという課題 に直面して いる。
结局それを动かしていくのは 「人」で あるため、如何にして HRM 機能
の戦略的役割を十分に発揮 し、人材をより効果的に活用する かが、企業
の直面する主要な問題になる 。本節では、様々な HRM 課題を抱えてい
る中国企業にとっての、HRO が必要とされる理由および HRO の現状を
具体的には考察し たい。  
 














HRM 管理者や HR 部門は、理論的知識と実践的なスキル を十分に有して
いないため、様々な新しい課題を独自で解決することや、利害関係を速
やかに調整することが困難である。また、HRM 管理者や HR 部門は、自





報告書』を発表した。同報告書によると、中国企業の HR M における主
要な問題点は図表 4－ 7 に示されているものである。  
 
図表 4－ 7 HRM における主要な問題点  
HRM における主要な問題点  重要度点数  
報酬制 度 お よび 福利 厚生制 度の 設計 およ びコス ト管 理
ができていない  
60  
内部顧客の需要に対する反応速度が遅い  59  
新世代従業員の動機づけが低い  55  
組織構造の変化に対する職務再設計ができていない  49  
大量の定型的な 課業  44  
社会保険、年金の納付手続きの煩雑  35  
労使関係、労働紛争 などの問題解決力の不足  31  
募集、離職  29  
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派遣社員の管理ができていない  21  
教育訓練 を実施していない  16  
HR 部門 が イ ノベ ー シ ョン の 創 出・ 新 組 織 の実 現 の た
めの役割を果たしていない  
14  
従業員の満足度 が低い  11  
ポリシーと関連情報の伝達パイプが確立されていない  9  
コミュニケーション の不足  9  
（ 出 所 ）用 友 薪 福 社『 2 0 1 6 中 国 人 的 資 源 ア ウ ト ソ ー シ ン グ サ ー ビ ス 研 究 報 告 書 』、
2 0 1 6 年 、 9 頁 を 参 考 に し て 、 筆 者 が 作 成 し た 。  
このような課題は、第 2 章で考察した中国企業における HR M 成熟度
をも反映している。すなわち、ほとんどの中国企業の HR M 実践は模索
段階にとどまり、体系的な HRM 制度が構築されておらず、効率的な HRM
機能を備えていないため、これらの課題を抱えている。したがって 、こ
れ ら の 問 題 を 解 決 す る た め に 、 企 業 は HRM コ ン サ ル テ ィ ン グ ま た は
HRO に目を向けた のである 。  
 
2 . 中国における 主な HRO サービス  
先述したよう に、 中国における HR 関連ビジネス産業の発展とともに
HRO サービスを提供している企業も数多く存在している。そして、HR O




で普及している HR O サービス の採用を躊躇して前に進まない。  
また、例え中国企業が HRO を疑問視せずに サービスを利用すること
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業に大きな損失 を もたらす。中国は現在、HRO に関する完璧な法律や規
制を揃えていないため、このリスク は非常に高いと考えられる。  

























第 1 節で紹介した、中国で HRO を一番最初に展開し、業界のリーダ
ーとなった中国国際技術智力合作公司（ CIIC）は、2012 年に 5000 社の
企業を調査し、「 企業 における 人的資源管理の変革 および HRO 研究報告」
（「 2011 -2012 年企业人力资源管理转型与 HR 外包调研报告 2011－ 2012」）
を発表した。報告によると、企業が 現在、最もアウトソーシングした業
務は社保公积金（「 五険一金 」とも呼ばれ、 養老 (年金 )保険、医療保険、
失業保険、労災保険、出産 (生育、育児 )保険、住宅積立金 )で構成されて
いる）と人事檔案 管理であ り、今後、アウトソーシング する可能性があ
る業務は労働法律 コンサルティング であった 2 6 9）。具体的な内容は図表 4
－ 8 に示されている。  
図表 4－ 8 企業が利用する HRO サービスの内容  
現在、最もアウトソ ーシングした業務  割合（％）  
社保公积金関連業務  90 .82  
人事檔案管理 業務  85 .20  
福利厚生 関連業務  31 .63  
労働法律コンサルティング  30 .61  
給与計算・給与支給業務  28 .06  
今後、アウトソーシ ングする可能性があ る業務  割合（％）  
                                                   
2 6 9 ）人 民 網 、h t t p : / / f i n a n c e . p e o p l e . c o m . c n / n / 2 0 1 2 / 0 6 1 9 / c 1 5 3 1 7 9 - 1 8 3 7 7 9 7 6 . h t m l、
2 0 1 6 年 2 月 5 日 に ア ク セ ス 、 参 照 。  
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労働法律コンサルティング  11 .73  
教育訓練  11 .22  
人材開発  10 .20  
人員の募集・採用関連業務  8 .67  
HRM システム  7 .65  
（ 出 所 ） h t t p : / / f i n a n c e . p e o p l e . c o m . c n / n / 2 0 1 2 / 0 6 1 9 / c 1 5 3 1 7 9 - 1 8 3 7 7 9 7 6 . h t m l
（ 2 0 1 6 年 2 月 5 日 に ア ク セ ス ） を 参 考 に し て 、 筆 者 作 成 。  
第 1 節で考察したように、中国では、 HRM コンサルティングや HRM
（ソフトウェア） サービス も HRO の一部として認識されている。 中国
国際技術智力合作公司 によって発表されたこの 報告書においても 、労働
法律コンサルティング と HR M システムが HRO の一種として扱われてい
る。  
 
第 3 節  中国企業に適する HR O の考察  
 
現在、欧米企業が HR O サービスの採用を含む HRM 管理実践を本国で
実施しながら、同時に進出先の中国にも適用する中で、中国企業の HRM
に矛 盾が 生じ てい る 。す なわ ち、 HRM は企 業の 持続 的競 争 優位 の源 泉
であ るが 、 HRM の 競争 優位 の源 泉に 関 わる 部分 とそ うで は ない 部分 と
の区分けがなされないまま、HRO を進めていることである。その理由の
1 つは、中国企業は持続的競争優位の源泉である HRM のレベルを 早く








1 . HR O に関連する HRM 活動および 仮説  
（ 1） HRM 活動のタイプ  
ノーマン（ Norman ,T.J . , 2007）は 9 つの主要産業のさまざまな大手企
業で働く 20 人以上の HR および財務幹部にインタビューすることによ
って、 HRM 活動の包括的なリストを開発した。被調査企業には 3 -M、
Al lete、B est  Buy、Cargi l l、CSC、Dakota  County、C erid ian、Genera l  
Mi l l s、HB Ful l er、Hewi t t  Assoc iates、Imat ion、Mauri ce ' s、Medtroni c、
Northwest  A ir l ines、Polar is、Sun  Microsys tems、Uni ted  Heal th  Group、
US Bancorp、 Wel ls  Fargo が含まれる。彼は、半構造化インタビュー形
式で、「 HR と組織のビジョン および目標の間の関連性」「今年の重要な
HR の取り組み」「組織の HRO に対する考え方」「現在アウトソーシング
されている HR 活動と、今後アウトソーシングされる予定がある HR 活
動」「決してアウトソーシングされない HR 活動」という質問 を 尋 ねた 。 
アクセンチュア社とヒューイット・アソシエイツ社のコンサルタント
との会話では、HR M 活動は「業務的」（ Transac t ional）と「関係形成的」
（ Rela t ional）と い う二つ のタ イプ に分 けて挙 げる こと がで きると い う
考えが明らかになった。業務的 HRM 活動は、定型的な傾向があり、組
織にほとんど価値を与え ず戦略的ではないため、アウトソーシングの最
適な候補者として説明される。関係形成的な HR M サービスは、その提
供中に従業員および組織のための一種の社会関係資本を創出することを

















ーダーシップ開発を好むかもしれない 2 7 1）。  
 
（ 2） HRO に関連する HRM 活動の 6 つの次元 および仮説  




図表 4－ 9 のような 6 つの次元は、HRM 活動を評価するために使用され、
多重共線性（ Mult i  co l l inear i ty）を減少させ、 HR O モデル理解を促進
することを意図した一連の仮説を促す。これらの次元は、複雑性、反復
性、相互依存性、企業特有性、必要とされる専門知識、生み出さ れた組
                                                   
2 7 0 ） c f . , N o r m a n , T h o m a s J a m e s , o p . c i t . , p . 7 2 .  




を取り巻く文脈に依存するかもしれない（ Take ish i ,  A . ,  2001） 2 7 2）。  
 
図表 4－ 9 HRO の適性に関連すると考えられる 6 つの次元  
 
（ 出 所 ） Norman ,  Thomas  James ,  Outsourc ing  Human  Resource  
act iv i t i es :  measur ing  the  h idden  cos ts  and  bene f i ts ,  2009 ,  pp .142 .  
                                                   




な く 市 場 か ら サ ー ビ ス を 求 め る 組 織 に 問 題 を 引 き 起 こ す 可 能 性 の あ る









性があるが、他のプロセスとの相互依存性が高いとは限らない 2 7 3）。  









ある組織的な悪影響をもたらすかもしれない 2 7 4）。  
 
                                                   
2 7 3 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 7 3 ~ 7 4 .  


























                                                   
2 7 5 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 7 6 ~ 7 7 .  
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る収穫（ re turns  to  sca le）から生じるより大きな利益を獲得することが
できるため、自動化の良い候補である。高度に反復的な HR M 活動に分
類された項目は、「基本的に同じ形式で年に複数回発生する活動とプロセ
ス」のように記述される。これらの HR M 活動が、アウトソーシング組
織と共有される節約を生むことができる規模の経済のために、アウトソ
ーシングプロバイダーにとってより魅力的であると予想されるためであ





シングすることは、24 時間 /7 日でのサービスへのアクセシビリティを可
                                                   
2 7 6 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 7 7 .  
2 7 7 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 7 7 .  





り、従業員の満足度を高めるかもしれない 2 7 9）。  
 
③企業特異性  















述される 2 8 1）。  
企業特異性が高い活動は、成功 するアウトソーシング関係 を生じさせ
るためには、 ある 関係への より大きな 投資を必要とする。複数年契約に
                                                   
2 7 9 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 7 9 .  
2 8 0 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 7 9 ~ 8 0 .  





関する競争的市場が出現するには 10 年以上かかることが予想される 2 8 2）。 






づけにつながる と考えられている（ Longenecker,  C .O. ,  S ims ,  Jr. ,  H .P. ,  
&  Gio ia ,  D .A . ,  1987）。クライアントがこの情報を知るためにベンダー
に支払った場合、これは資産 特異的な 投資であり、ベンダーの 側の機会
主義的な行動の不安が高まる 2 8 3）。  
企業の特異的活動が委託されているときには、企業の 特異的 情報がサ
ービス・プロバイダーに流れる時間は、情報が企業の境界を 2 回越える
必要性がある ゆえに 、より長くなる と予想されるため、品質問題が浮上
するかもしれない。従業員は、 陳腐なサービスに気づく可能性が高く、
彼らに適していないこれらのサービスに失望する可能性もあり、これは




HRM 活 動の 変化 が 組織 業績 に与 える 影 響を 倍増 させ るか も しれ ない 。
                                                   
2 8 2 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 8 0 .  
2 8 3 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 8 1 .  

























せられる 2 8 7）。  
                                                   
2 8 5 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 8 1 .  
2 8 6 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 8 2 .  






呼び出す従業員は、HRO プロバイダーと契約し ている HR ができる範囲
外の境界を越える問題を解決するために、レベル 1（外部 HR ジェネラ
リスト）からレベル 2（外部 HR スペシャリスト）に、そしてレベル 3
（内部 HR プロフェッショナル）に転送される。以前の HR ジェネラリ
ストモデルの下では、従業員は同じ連絡窓口をもっている 2 8 8）。  
探すことが困難な 知識集約型産業の企業の経営幹部や管理者 、高給与
の科学者、技術者、プログラマー との話し合いの中で、高度に相互依存




契約の長さは、 R＆ D やクロス・ファンクショナル・チー ムなどのグル
ープのファントムストック 方式賞与制度 やターゲティッドストック・オ
プション・プログラムなど の制度を設置することを不可能にするかもし
れない 2 8 9）。  
 
⑤専門知識  
HRM 活 動の 実 施に 関連 する 専門 知 識の レベ ルは 、ア ウ トソ ーシ ング
に関 連し てい るか も しれ ない 。高 レベ ル の専 門知 識を 必要 と する HRM
プロセスは、通常、それらを 行使するために高度に熟練した専門家に依
                                                   
2 8 8 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 8 3 .  















知 識 を 持 つ 多 数 の 人 材 を 直 接 的 に 雇 用 す る こ と が 費 用 効 果 的
（ cost -e f f i c ien t）であることが分かっている。従業員は、高い品質の認
識や単に過去の実践や一般的に行われている実践 を認識しているがゆえ
に、外部からの HR M サー ビ ス の提 供 を 進ん で 受 け入 れ よ う とす る 2 9 1）。 
 
⑥組織資本の形成  
HRM 活 動は 、 従業 員ま たは 管理 者 の た めに 組織 資本 を 創出 する 度合
の点で異なる。組織資本を生み出す HR M 活動をアウトソーシングする
ことは問題を孕んでいる 。社会関係資本の生成が高い HR M 活動に分類
された項目は、「その企業内の誰かによって提供されたときに、受信者の
能力、実績または他の関連した要因のより良い認識の ゆえに 、将来的に
                                                   
2 9 0 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 8 4 .  




を潜在的に改善する活動とプロセス」のように記述される 2 9 2）。  






ない 2 9 3）。  
要約すると、図表 4－ 10 のように、 以上 6 つの次元のそれぞれは、 2
つの仮説を導く。さらに、これらの次元に属する HRM 活動が組織成果
に対する影響は図表 4－ 11 のように示すことができる。  
図表 4－ 10 HRO に関する仮説  
次 元  仮 説  
 
 
複 雑 性  
1 A：複 雑 で は な い H R M 活 動 は よ り 高 レ ベ ル の ア ウ ト ソ ー
シ ン グ に つ な が る 。  
1 B：高 レ ベ ル の 複 雑 性 を も つ H R M 活 動 の ア ウ ト ソ ー シ ン
グ は 、従 業 員 定 着 度 と 負 の 相 関 が あ る（ 自 発 的 な 従 業
員 の 離 職 率 の 低 下 ）。  
 
 
反 復 性  
2 A：反 復 的 な H R M 活 動 は よ り 高 レ ベ ル の ア ウ ト ソ ー シ ン
グ に つ な が る 。  
2 B：高 い レ ベ ル の 反 復 的 な H R M 活 動 の ア ウ ト ソ ー シ ン グ
は 、 従 業 員 定 着 度 （ 自 発 的 な 従 業 員 の 離 職 率 の 低 下 ）
と 正 の 相 関 が あ る 。  
 
 
企 業 特 異 性  
3 A：企 業 特 有 の H R M 活 動 は 低 レ ベ ル の ア ウ ト ソ ー シ ン グ
に つ な が る 。  
3 B：高 い レ ベ ル の 企 業 特 有 の H R M 活 動 の ア ウ ト ソ ー シ ン
グ は 、従 業 員 の 定 着 度（ 従 業 員 の 離 職 率 の 低 下 ）と 負
の 相 関 が あ る 。  
 
 
相 互 依 存 性  
4 A：相 互 依 存 的 で は な い H R M 活 動 は 高 い レ ベ ル の ア ウ ト
ソ ー シ ン グ に つ な が る 。  
4 B：よ り 高 い レ ベ ル の 相 互 依 存 的 な HR M 活 動 の ア ウ ト ソ
ー シ ン グ は 、従 業 員 の 定 着 度（ 従 業 員 の 離 職 率 の 低 下 ）
と 負 の 相 関 が あ る 。  
                                                   
2 9 2 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 8 5 .  





専 門 知 識  
5 A：必 要 な 専 門 分 野 の 専 門 知 識 が 高 い H R M 活 動 は 高 い レ
ベ ル の ア ウ ト ソ ー シ ン グ に つ な が る 。  
5 B：必 要 と さ れ る 専 門 知 識 が 高 い H R M 活 動 の ア ウ ト ソ ー
シ ン グ は 、 従 業 員 の 定 着 度 （ 従 業 員 の 離 職 率 の 低 下 ）
と 正 の 相 関 が あ る 。  
 
組 織 資 本 の
形 成  
6 A：組 織 資 本 を 生 み 出 す H R M 活 動 は 、低 い レ ベ ル の ア ウ
ト ソ ー シ ン グ に つ な が る 。  
6 B： H R M 活 動 を 生 み 出 す 高 レ ベ ル の 組 織 資 本 の ア ウ ト ソ
ー シ ン グ は 、従 業 員 の 定 着 度（ 従 業 員 の 離 職 率 の 低 下 ）
と 負 の 相 関 が あ る 。  
（ 出 所 ） N o r m a n ,  T h o m a s  J a m e s ,  O u t s o u r c i n g  Hu m a n  R e s o u r c e  a c t i v i t i e s :  
m e a s u r i n g  t h e  h i d d e n  c o s t s  a n d  b e n e f i t s ,  2 0 0 9 ,  p p . 7 7 ~ 8 6 を 参 考 に し て 、 筆 者
が 作 成 し た 。  
 
図表 4－ 11  HRO の組織成果に対する影響  












（ 出 所 ） Norman ,  Thomas  James ,  Outsourc ing  Human R esource  
act iv i t i es :  measur ing  the  h idden  cos ts  and  bene f i ts ,  2009 ,  
pp .136~137 .  
・ 反 復 性 が 高 い  
・ 専 門 知 識 が 高 い  
H R M 活 動 の ア ウ ト ソ ー シ ン グ  




・ 複 雑 さ が 高 い  
・ 企 業 特 異 的  
・ 相 互 依 存 性 が 高 い  
・ 高 レ ベ ル の 組 織 資 本 を 生 み 出 す  






（ 3） HR O、競争、 HR 業績の三者間の関係 および命題  
リリーら（ Li l ly,J .D . ,Gray,D.A .&Vir i ck ,M. , 2005）は、 HR O、競争、
HR 業績の三者間の関係に対して、 6 つの命題を立てている。  
命題 1：外部 HR プロバイダー市場におけるサプライヤー 間 競争と HRO












導体企業の研究において Leib len たち（ 2002）は、サプライヤーの数が
より活発なアウトソーシングと相関していることを発見した 2 9 5）。  
命題 2：サプライヤー間競争と HR 業績との関係に対する、HRO の量
の有意な 媒介効果（ media t ing  e f f ec t）が存在する 2 9 6）。  
企業は業績を向上させるために外部委託をしているがゆえに、HRO は、
サプライヤー 間競争と HR 業績との間の 媒介者として振舞うように HR
                                                   
2 9 4 ) C f . ,  L i l l y,  J .  D . ,  G r a y,  D .  A .  &  Vi r i c k ,  M . ,  “ O U T S O U R C I N G  T H E  H U M A N  
R E S O U R C E  F U N C T I O N :  E N V I R O N M E N TA L  A N D  O R G A N I Z AT I O N A L  
C H A R A C T E R I S T I C S  T H AT  A F F E C T  H R  P E R F O R M A N C E ” ,  J o u r n a l  o f  B u s i n e s s  
S t r a t e g i e s ,  Vo l . 2 2 . 1 ,  2 0 0 5 ,  p . 6 2 .  
2 9 5 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 6 2 .  






無形資産 および能力に基づいた競争に変わった（ Gott f redson ,  Puryear  





減することは企業の 総資産利益率（ R OA）および投資収益率 （ R OI）を
高めることができ、人数を減らすことは従業員一人当たりの収益を増や
す”（ Rosset t i  &Cho i ,  2005 ,  pp .48 -49）。アウトソーシングのもう 1 つの
利点は、より高い株価収益率につながることを含む。特定の機能を外注
する企業は、企業業績が向上することを期待して、外注するのである。
数 人 の 研 究 者 は こ れ が 確 か に あ る こ と を 示 し て い る (E l l ram  &  Carr,  
1994 ;  Smel tzer,  Manship  &  Rosse t t i ,  2003 ;  Velocc i ,  2001 )。したがっ
て、私たちは HRO の増加は HR 業績の向上につながることを期待して
いる 2 9 7）。  
命題 3：サプライヤー間競争と HRO の量との関係に対する、HR 課業
資産特定性の負の緩和効果が存在する 2 9 8）。  
ウィリアムソン（ 1985、1986）の取引コストに関する研究は、取引コ
ス ト フ レ ー ム ワ ー ク の 重 要 な 側 面 を 定 義 す る こ と に よ っ て 、 コ ー ス
（ 1937）のオリジナルの理論を拡張した。一つの重要な側面は、資産特
                                                   
2 9 7 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 6 2 ~ 6 3 .  
2 9 8 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 6 4 .  
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異性（ asse t  spec i f i c i ty）、または特定の取引関係の必要条件に特有であ
る資産投資のことである。研究は、資産特定性がアウトソーシングの程
度を減少させることを示した（ Jensen  & Rothwel l ,  1998 ;  Monteverde  &  







多 く の 供 給 者 は 効 果 的 に 競 合 す る 可 能 性 が あ る (Vin ing  &  Globerman ,  





し て 組 織 /従 業 員 の 関 係 を 損 な う こ と な く 外 部 に 委 託 す る こ と が で き る
かを決定することである 2 9 9）。  
外部委託されている特定の HR 任務やサービス（特に企業の競争優位
を生成する HR 関連サービス であれば）は、命題 1 で提案された関係に
影 響 を 与 え る 可 能 性 が あ る 。 資 産 特 定 性 の 概 念 は Klaas ,  
McClendon =Gainey（ 2001）の概念、すなわち戦略的 HR 優位を生成す
るために、企業によって開発された特殊な実践の概念と非常に類似して
いる。これらの特殊な実践は、しばしば企業特殊的であり、潜在的な企
                                                   





がって、資産特定性は、 HR O 関係の競争 /量によって説明しなければな
らない。先行研究では、資産特定性は、アウトソーシングの量を減少さ
せることが示されているため (Jensen  &  Rothwel l ,  1998 ;  Monteverde  & 
Teece ,  1982 )、資産特定性がサプライヤー 間競争と HRO の量との関係を
加減する（ mod erate）ことが提案されている 3 0 0）。  
命題 4： HRO の量と HR 業績との関係に対する、「基本の不確実性」
の正の緩和効果がある 3 0 1）。  
命題 5： HRO の量と HR 業績との関係に対する、「競争の不確実性」




織デザインを採用 する傾向がある (Burns  &  Sta lker,  1961 ;  Lawrence  & 
Lorsch ,  1967 ;  Thompson ,  1967 )。言い換えれば、採用される 組織デザイ
ンのタイプは組織の環境にマッチしなければならない。環境不確 実性と
組織デザイン との関係については多く書かれているが、一部の学者は特
に 、 こ の 関 係 に お け る 情 報 処 理 が 演 じ る 役 割 に 注 目 し て い た (Da ft  &  
Lenge l ,  1986 ;  Galbra i th ,  1974 ;  Huber,  1991 )。議論は、組織が相互依
存しているサブユニットから構成されているため、情報処理分析のレベ
ルは組織レベルよりむしろサブユニットレベルまたは部門レベルでなけ
ればならないことを示唆している ( e .g .  Tushman  & Nadler,  1978 )。組織
                                                   
3 0 0 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 6 3 ~ 6 4 .  
3 0 1 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 6 5 .  

















機関によって編集され、すべての利害関係者に 公平に分配される 3 0 4）。  
環境不確実性のより最近の見方は、不確実性がプライマリ（基本的な
不確実性）、競争力、およびサプライヤーという 3 つの異なった構成要
素に分けられることを示唆する (Sutc l i f f e  &  Zaheer,  1998)。最初の構成
要素（基本的な不確実性）は、“規格や関税のような規制の変化から生じ
るだけではなく、自然現象のような外因性の要因や好みにおける変化か
らも生じる。” (Sutc l i f fe  & Zaheer,  1998)と不確実性に言及する。競争
不確実性 は、“潜在的なあるいは実在の競争者の行為に起因する不確実性
…” (Sutc l i f fe  &  Zaheer,  1998 )と定義された。不確実性のこれらの二つ
                                                   
3 0 3 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 6 4 .  














不確実性」が HRO を専門としている企業の能力（一般企業内部 HR 部
門を上回るための能力）を高めることが予想される。この仮定の推論は、
HR 関連サービス に専門化した企業は、特定の HR 問題に集中する ため
のより多くの能力を持っており、変化が起こるときより速く応えること
ができるという考えに基づいている 3 0 5）。  
命題 6： HRO の量と HR 業績との関係に対する、「サプライヤーの不
確実性」の負の緩和効果がある 3 0 6）。  




そして HRO と HR 業績との関係に対するマイナスの緩和効果を持つこ
                                                   
3 0 5 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 6 4 ~ 6 5 .  




性の増大 は、外部 の HR プロバイダー企業が契約している クライアント
組織を犠牲にして利己的な考えで行動する立場にあることを示唆してい
る。したがって、外部 HR プロバイダー企業の 機会主義的行動に係わる
能力の増加は、 HR 業績の低下につながる可能性がある 3 0 7）。  
HRO、競争、 HR 業績の三者間の関係は図表 4－ 12 のよう に示すこと
ができる。  
図表 4－ 12 HRO、競争、 HR 業績の三者間の関係  
 
（ 出 所 ） L i l l y,  J . D . ,  G r a y,  D . A .  &  Vi r i c k ,  M . ,  “ O U T S O U R C I N G  T H E  H U M A N  
R E S O U R C E  F U N C T I O N :  E N V I R O N M E N TA L  A N D  O R G A N I Z AT I O N A L  
C H A R A C T E R I S T I C S  T H AT  A F F E C T  H R  P E R F O R M A N C E ” ,  J o u r n a l  o f  B u s i n e s s  
S t r a t e g i e s ,  Vo l . 2 2 . 1 ,  2 0 0 5 ,  p . 6 0 .  
 
2 . 欧米企業における HRO の実態およびその有効性  
欧米において、企業は、サービスや製品の品質を向上させ、リードタ
イムを減らし、コストを削減し、競争優位 をもたらす 重要な活動により
                                                   





されている HR 業務または HRM 活動は、訓練活動と給与計算活動であ
る。ギリーらは (Gi l l ey,  K .M. ,  Greer,  C .R . ,  &  Rasheed ,  A .A . ,  2004 )、こ
の 2 つの活動のアウトソーシングと企業業績の関係を明らかにしている。 
 
（ 1）訓練活動のアウトソーシングの業績効果  
















とができるようになる 3 0 8）。  
                                                   









は、企業において最高経営責任者（ CEO）が持っている影響力 (Mi l l er  and  
Droge ,  1986 ;  Mi l le r  and  Tol ouse ,  1986 )と、組織公式化のレベル (Hal l ,  
1987 ;  Pugheta l . ,  1968 ) と 、 企 業 内 外 の 後 継 者 と 企 業 業 績 と の 関 係
(Reinganum,  1985)に影響を与えることが示されている 3 0 9）。  
いくつかの種類の訓練は、多くの専門の知識と経営・財務資源を必要
としているが、小企業がしばしばそれらを欠いているかもしれない。実
際、訓練をアウトソーシングする理由は、ペリーとリビング（ Perry,  A .J . ,  
R ibbing ,  C .G. ,  1976）によって議論されたように、企業内に存在してい
ない専門知識と能力を得ることである。小企業は一般的に、大企業より








                                                                                                                                                     
o u t s o u r c i n g  a n d  o r g a n i z a t i o n a l  p e r f o r m a n c e  i n  m a n u f a c t u r i n g  f i r m s ” ,  J o u r n a l  
o f  B u s i n e s s  R e s e a r c h ,  Vo l . 5 7 ,  2 0 0 4 ,  p . 2 3 4 .  
3 0 9 ） c f . ,  i b i d . ,  p p . 2 3 4 ~ 2 3 5 .  












さないかもしれない 3 1 1）。  
 
（ 2）給与計算活動のアウトソーシングの業績効果  
訓練とは対照的に、給与計算活動は低い戦略的重要性 しか有しないと




ならない。リパックとスネル（ Lepak ,  D .P. ,  &  Snel l ,  S .A . ,  1998）が指
摘 して い る よう に 、 HR を よ り 費用 効 果 的 ( cos t -e f f i c ien t )に する こ と に
重点が置かれ、そして、アウトソーシングが給与計算サービスのような
周辺的な HR 機能のコストを下げるのに用いられていた。実際、 HR 関
連サービス・プロバイダー業界は、給与処理などのような活動に対 して
より低い取引コストを提供するためにある程度発展してきた 3 1 2）。  
                                                   
3 1 1 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 2 3 5 .  
3 1 2 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 2 3 4 .  
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ることは合理的ということに なる 3 1 3）。  
そして、アウトソーシングの結果として、給与計算サービス・プロバ
イダーは 、低コストでより良いサービスを提供 することを可能にする よ
り詳細なプロセス知識を有するだけではなく、規模の利益、専門知識、
最新技術の優位性を持っているため、 HR 部門は、社内で これを 行う場
合に較べて低コストでより良いサービスをベンダーから得ることができ
るかもしれない (Jarvis ,  1999)。したがって、給与計算活動のアウトソー
シングがより大きな企業業績に関連しているかもしれないと 想定されて
いる 3 1 4）。  






                                                   
3 1 3 ） c f . ,  i b i d . ,  p . 2 3 4 .  













て減少すると考えられる 3 1 5）。  
 
3 . 中国企業に適する HRO の考察  
前述したように、欧米企業において、訓練、給与計算のような特定の
種類の HR O 活動が企業の業績に重要かつ肯定的な影響を及ぼしている
と考えられる 。しかし、企業規模によっての緩和効果は考慮したものの、
企業の発展段階、HR M レベル、従業員の特性、HRO 市場の成熟度、HR O
業界に関する法的整備などからの影響を考慮しなかった。  
 





                                                   















（ 2）給与計算活動のアウトソーシングの可能性  














（ 3）結論  




2013 年に、大学卒業者の数は史上最大の 699 万人に上ったが、経済低
迷により、企業の求人は減っている。新卒の就職率はわずか 37％に過ぎ
ない。また、昔人気のあった帰国海外留学生たちもなかなか仕事を見つ











採用 ア ウ トソ ー シ ン グ（ R P O）を 利 用 す る こ と が 増 え る か も し れ な い 。 
一方、動機づけ、訓練・ 能力開発といった機能は現段階の中国企業の
HRM における最も重要な戦略的 HRM 機能であり、組織のキャリア・マ
ネジメント・システム、従業員の定着、従業員の価値および生産性に直
接関係している。 外部に任せることより、 HR コンサルティングからの
指導やアドバイスを受け、 HRM レベルを高めるべきであろう。  
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終章  結論および今 後の研究課題   
 









戦略的経営論、RBV 等の諸理論の発展と拡張により、SHRM 論が形成 さ

















と福利厚生管理、従業員関係管理を含む現代的な HRM システム が確立
されたものの、様々な HRM 課題が残っている。激変する経済状況、社
会状況や熾烈なグローバル競争に直面した中国企業は、確実に次なる成
長のための戦略に向けて、現在の段階 では、欧米の先進的な HRM 知識
と手法を学び続けるべきであろ う。  
したがって、確かに、近年、外資系企業の中国への進出に伴って、資
金、 技術 、経 営管 理 など が持 ち込 まれ る だけ では なく 、欧 米 流の HRM
実践 が中 国企 業に も 浸透 しつ つあ るが 、 欧米 企業 流の 洗練 さ れた HRM
理論や実践を機械的に中国に導入することには限界がある。たとえば、
現段階では、社会主義市場経済において事業を展開している若い中国企
業にとって、企業の経営戦略と垂直的適合（ ver t i ca l  f i t）が要求される
｢コンティンジェンシー・アプローチ ( c ont ingency  approach)｣や、 HRM
システム内部の諸 HR 施策間の水平的適合（ hor i zonta l  f i t）が要求され
る ｢コンフィギュレーショナル・アプローチ ( con f i gurat i ona l  approach ) ｣
のような「ベスト・フィット」より、 ｢ベスト・プラクティス ｣視点に基
づいて、厳格な管理制度、動機づけ、訓練・開発など中国企業に適する
SHRM が構想されるべきである。  
 
アメリカの HRO と中国の HR O の発展過程の違い  








は、初期の単なる 1 つの HR 業務のアウトソーシングから一連の HR 業
務へ、さらに、特定の HRM 機能の戦略的なアウトソーシングへ発展し
てきた。  
一方、中国における HR 関連サービスの初期形態の出現 をもたらした
最初のきっかけは 、国の政策であった。現在、国に よって有望な新しい
産業として重視されている HR サービス業が急速に発展する 中で、企業
の方も否応なしに HRO に目を向け ざるを得ない面がある。しかし、HR O
が中国で発展する要因について、ほとんどの論文では、アメリカと同じ
よう に、 コス トの 削 減、 HRM 能 力の 向 上、 戦略 的業 務へ の 集中 等の 最
も一般的な要因が挙げられている。実は、中国の人件費は昔より増加し
たが 、先 進国 と比 べ ると 依然 とし て 比 較 的に 安価 であ るた め 、 HRM 部
門の業務を社外に移転するより も、社内で運営するほうが安いかもしれ
ない。現代的な HR M を学ぶ段階にとどまっている大多数の中国企業で
は、まだ有効な HR M システムが完全に確立されていないため、HRM コ
ンサルティング企業のサービスを求める可能性 は増えているが、実際に

















てくる理 由は、どこにあるのであろうか。  
実は、ファーウェイ・テクノロジーズの経営者任正非、レノボグルー
プの経営者柳伝志﹑ハイアールグループの経営者張瑞敏らは、皆人民解




これらの成功企業は、積極的に欧米や日本の先進的な HR M の理論と実
践を導入しながら、 自国企業に適す る HRM モデルを築き、独自の組織
風土、企業文化 を 醸成した。  
一 方 、 一 部 の 大 手 国 有 企 業 は 、 欧 米 や 日 本 企 業 の 先 進 的 な 管 理 制 度 、
技術を導入し、短期的に企業の競争力を強化した。しかし、 欧米や日本
で成功している HR M モデルをそのまま機械的に 自国企業で 複製するだ
けでは、長期的に企業の競争力を強化できるとは限らない。ここで重要
なのは先進的な HR M の理論と実践 を如何にして 消化し自分のものにす
ることができるか である。もう一つは、先進的な HRM の理論と実践を
もとにそれをさらに研究・開発していくことが必要である。  









新た な競 争上 の優 位 性を 早急 に獲 得す る 必要 があ る。 HRM を持 続的 競
争優位の源泉と認識し始め た中国企業は 、自力で自社の HR M レベルを
アップすることができない場合、外部の力を借りるしかないだろう。  
しかし、今後の 技術上のイノベーション、特に人工知能（ AI）の発展
により、HRO は低コストで、効率的に HR 業務を集中処理する唯一の方
法ではなくなった。 2017 年 5 月に、グーグル傘下の Deep Mind が開発
した人工知能（ AI）「 AlphaGo」が世界最強とされる 中国棋士、柯潔（九
段）との三番勝負で 3 連勝を果たした。人工知能は、過去のデータをも
とにして、現在の問題に取り組み、正しい答え を出せる、自力で「 学 習 ・
成長する」ソフトウェア であり、ポストインターネットの 社会に与える
影響力には計り知れない 物があるかもしれない。現在、既に金融 、医療、
教育、自動車など様々な 分野で応用されている 人工知能 は、採用・育成・






サービス が注目されている。 日本でも HR において人工知能を使う動き
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が 始 ま っ て い る 。 2016 年 に 、 人 材 サ ー ビ ス 企 業 の ビ ズ リ ー チ
（ http : / /www.bi zreach . co . jp / servi ce /#hrmos）は、人工知能ベースの 採
用・勤怠・評価・人材開発・組織・健康・経費・給与などの管理を最適
化する戦略人事クラウドサービス （ HRMOS）を開始した。  
パターン化された定型的な判断に人工知能は役立 つが、想定外の 仕事
には人間の介在が必要であるため、 HR 部門の存在を根本的に脅かす存
在ではないかもしれない 。しかし、 ビッグデータや人工知能 を HRM 分
野に活用した HR テック（ Human Resource  Technology、以下 HR Tech）
の出 現は 、 HRM の あり 方を 変え つつ あ る。 例え ば、 本来 、 人員 採用 、
勤怠管理、給与管理 、福利厚生、業績評価などの ような一般的に社内で
遂行される定型的な業務 を、HR O サービスが普及および成熟 するにつれ、
外部にアウトソーシングする ようになった企業は少なくない。しかし、
HR テックサービス の登場により、今まで社外にアウトソーシングされ
た定型的な HR 業務 を再び社内で処理するようになるかもしれない。 な
ぜなら、 HR  テックは煩雑な定型業務から担当者を解放すると共に、デ
ータの分析・可視化を通じ、 より戦略的な局面において 担当者の意思決
定を支援すること も可能となってきている。  
したがって、 人材派遣、 HRM システム（ソフトウェア）、 HRM コン
サルティング、HR O などの HR 関連サービスの普及、人工知能の HR 分
野へ の浸 透に より 、 HRM 環 境が 大き く 変わ って いく 。 こ の 環境 変化 を
ふまえ、より戦略的な HRM のあり方 について 新しい研究の展開 を追求
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今後 も 、 さら に 努 力 を 重 ね て 研 究 に 取 り 組 ん で い き た い と 存 じ ま す 。 
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